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第１章 はじめに 
 
1.1 概要 
本研究は，公立図書館における指定管理者の導入は，いかなる要因よって引き起こされるかを
検証するものである．公立図書館は無償で提供される公共サービスの一つであり，その提供主体
は主に地方自治体である．指定管理者は，図書館を含む公共施設を外部委託・民間委託によって
運営していく手法の一つである． 
公共サービスとは，広く一般の人々の福利のために，行政が提供するサービスのことである1)．
公共サービスの外部委託・民間委託は，内閣府のもと 2012年に「公共サービス基本方針」（以下，
基本方針）によって，推進されている2)．基本方針では，地方自治体について，“質の維持向上と
経費の削減を測る観点から適切な場合”3)は，民間委託によって市民が公共サービスの担い手とな
ることが期待される，と言及されるに留まり詳細については言及されていない．つまり，地方自
治体は，自主的に公共サービス改革に取り組み，独自に指定管理者制度を導入するか否か，とい
った民営化に関する判断基準を定める必要がある．  
外部委託・民間委託の手法としては，市場化テストや PFI，指定管理者制度がある．指定管理
者制度は，総務省の調査によれば，2012年 11月時点で都道府県の公共施設のうち，61.3％4)に導
入され，公共施設の外部委託・民間委託の手法として，最も多く用いられている．指定管理者制
度とは，2003年の地方自治法改正によって成立，施行された制度で，市民の多様なニーズに効果
的，効率的に対応するため，管理運営に民間の能力を活用し，公共サ－ビスの向上と経費の削減
を行うことを目的としている5)． 
公共サービスの提供は，主に公共施設を通じて行われ，なかでも，公立図書館は，「図書館法」
によって利用料金の徴収が禁止されている．このため，利用料金の徴収によって収益を上げ，図
書館費用に充当することができず，自治体の図書館費用の削減ができる公共施設ではない．その
ため，公立図書館への指定管理者制度導入は，日本図書館協会6)や片山善博元総務大臣7)によって
“なじまない”といった指摘がある．公立図書館へ指定管理制度を導入している事例としては，武
雄市立図書館の管理運営を TSUTAYAの親会社であるカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式
会社が行なっており，公立図書館に書店とカフェを併設し利益を上げようと試みていることが物
議をかもしている8)9)10)． 
公立図書館では，指定管理者制度を導入している図書館が毎年増加傾向にあり，2013年度には
全国の約 10％にあたる 333館11)で導入されている．公立図書館へ指定管理者制度を導入している
地方自治体，図書館は年々増加傾向にあり，指定管理者制度が一定程度導入されている現状では，
その在り方について検討する必要がある． 
本研究では，公立図書館に指定管理者が導入される要因を明らかにすることで，指定管理者制
度を導入するか否かを判断するための判断材料を提供し，地方自治体の公共施設の効率的な運営
をするための一助となることを目指す． 
 
 2 
 
1.2 問題意識 
1.2.1 研究目的 
 本研究の目的は，公立図書館における指定管理者制度の導入には，いかなる要因があるのかを
明らかにし，地方自治体が公共サービス改革に取り組む判断基準の策定に資するための，検討材
料を提供することである． 
指定管理者制度は，平成 15（2003）年の地方自治法改正によって制度化された．2006年に管
理委託制度から指定管理者制度に移行した地方自治体では，現在，指定管理者制度を導入して 2
期目～3期目に該当するため，中期的な評価が行える段階である．つまり，1期目の運営を踏まえ
た上で 2期目の検討を行っている可能性がある． 
指定管理者制度は，平成 15（2003）年地方自治法改正によって施行された，公立図書館を含む
美術館や博物館，体育館等の公共施設を外部委託・民間委託によって管理運営していく手法の一
つで，経費の削減とサービス水準の向上を目指した制度である．導入要因として，経費の削減が
導入要因であれば，図書館予算が指定管理者の導入後に削減されており，サービス水準の向上が
導入要因であれば，指定管理者の選考は適切な手順がとられていると考えられる． 
先行研究としては，公立図書館における指定管理者制度の導入については様々な議論があるが，
その多くは指定管理者制度の導入の是非や，導入後の実態に関するものである．公立図書館の指
定管理者制度に関する全国的な質問紙調査としては，現時点で，安藤友張の調査12)と日本図書館
協会の調査13)があるが，導入要因については調査が行われていない．  
指定管理者制度を導入した図書館では，指定管理者の選考において，その評価基準が不明確で
ある場合や，従来の管理委託制度で業務を行っていた管理受託者に有利な内容で公募が行われ，
公平性が十分ではない場合があることが指摘されている．指定管理者制度では，公募を行わなく
とも指定管理者を決定できるため，指定管理者を決定するまでの過程，つまり選考プロセスを地
域住民に分かりやすいかたちで公開しないことがあり，透明性が確保されていないことがある． 
そこで，筆者は，2011年に「公立図書館における指定管理者の選考プロセス」（以下，2011年
調査）に取り組み，指定管理者制度を導入する過程，特に指定管理者を選考する過程（以下，選
考プロセス）について明らかにした14)． 
地方自治体が指定管理者を選定，指定する際に，どのような選考プロセスを用いているのかを
質問紙調査によって明らかにし，問題点の指摘と解決策の提案を行った．質問紙調査では，管理
者の種類は「民間事業者（一般企業）」が最も多い．募集方法は「公募」が多く，非公募にした理
由としては，自由記述で“管理委託を行っていた団体をそのまま指定”等の回答が得られた．選考
方法では，「公募型プロポーザル方式」が最も多い．選考に関する委員会等の有無については「あ
る」が 87.7％で，ほとんどの地方自治体では 1 つ設置しているが，回答いただいた自治体 84 団
体のうち 4 団体で 2 つ設置していた．役割は“選定基準に基づく審査と候補者の決定”がほとんど
である． 
指定管理者制度において，2011年調査では，指定管理者の選定から決定するまでの過程の選考
プロセスというごく狭い範囲を対象として調査を行ったが，本研究では，更に対象を広げ，指定
管理者制度が導入される要因について着目する．具体的には，指定管理者制度を図書館へ導入す
 3 
 
る意思決定はいかなる手順で行われたのか，選考の手順や公募非公募の判断は図書館所管部署が
行ったのかを明らかにする．図書館予算が指定管理者の導入後に削減されており，指定管理者の
選考は適切な手順がとられていると考えられる．  
 
1.2.2 研究方法 
本研究では，質問紙調査とインタビュー調査，図書館費用等の統計的分析を行う．まず，質問
紙調査で，指定管理者制度の導入の決定に関わった人物・部署を把握するため，選考プロセスを
明らかにする．次に，選考の手続きを詳らかにするため，インタビュー調査で，各部署の位置づ
けや選考委員会の決定権を把握し，人的要因を明らかにする．そして，図書館費用等の統計的分
析によって，指定管理者制度の導入と予算の連関を把握し，予算的要因を明らかにする． 
 
1.3 方針と各章の説明 
本研究の目的が達成されることによって，公共サービス改革を行う上での判断材料を提供し，
公共施設の効率的な運営に資することで，より良いサービスの提供に貢献できればと考えている． 
個別の事例を取り上げて考えるのならば，経費削減のみを重視して指定管理者制度を導入するこ
とは望ましくない．経費削減のみの導入では，人件費と図書資料費が削減されるため，サービス
水準の低下を招く可能性があるためである．したがって，経費削減とサービス水準の向上を目指
した指定管理者制度の導入に貢献したいと考えている． 
 次に，各章の説明について述べる．第１章では，本研究の概要について述べ，第２章では，研
究の背景について主に行政改革について述べ，第３章では図書館と指定管理者制度について述べ
る．第４章から第６章までは，調査と調査結果について述べ，第７章では，第３章から第６章ま
での調査結果とを踏まえた上で，公立図書館における指定管理者の導入要因について論じる． 
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第２章 研究の背景 
 
2.1 日本における規制緩和を中心とした行政改革 
日本においては，第二次大戦後，驚異的に経済復興が進められるが，1973 年に高度成長
期は終わり，1980 年代になると財政危機になった．そこで，政府は，財政の危機的状況を
打開しようと，さまざまな政策を打ち出した．ここでは，地方自治体が指定管理者制度の
施行をはじめとした行政改革に取り組むための背景として，日本における政策とその背景
について述べる． 
 
2.1.1 1980 年代から 1990 年代の行政改革 
1980 年代前半，中曽根内閣は「増税なき財政再建」を基本方針とする行財政改革を推進
し，貿易摩擦を避けるため内需拡大をめざして公共投資の拡大政策を目指した．また，財
政悪化のため，経済の構造改革の一環として，いわゆる，三大公社（日本国有鉄道・日本
電信電話公社・日本専売業者）の民営化，中央省庁の再編，特殊法人改革等が行われた． 
昭和 61（1986）年「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時
措置法」（以下，民活法）が制定され，情報化や国際化等の経済的環境の変化に対応するた
め民間事業者の能力を活用，促進を目的とした施設を政府が認定することで，管理運営を
第三セクターや民間事業者（以下，民活事業者）が行えるようになった．具体的には，15
分野 29施設あり，研究開発のための施設，スポーツ産業の発展を図るための施設，物流の
ための施設や旅客ターミナル施設などがある15)
「民活法」の適用は，主に施設整備を目的として行われるもので，民活事業者によって
施設整備の計画書の提案を促し，それを行政が支援する．第三セクターによって管理運営
されているものに，関西国際空港や京都駅南口再開発などがある．また，「民活法」には，
補助金，融資，税制上の支援措置などがあり，具体的には， 
 
（1） 民間能力活用特定施設緊急整備費補助金 
（2） 日本政策投資銀行等からの出資・融資 
（3） 地方税（事業所税）の特例措置 
（4） 中小企業基盤整備機構による債務保証 
 
がある．つまり，「民活法」では，国や地方公共団体が出資・融資に民活事業者の債務保証
を行い，固定資産税などの減税措置もされる16)．国による支援措置としては，補助金が約
126億円，出資・融資が約 4,148億円で，減税は約 82億円が実施された． 
民活事業者の約 80％は第三セクターによって運営されており，その理由としては，平成
18（2006）年「民活法政策評価研究会報告書」によると，地方自治体が出資を通じて事業
に対するガバナンスを確保しようとしたことや，対象施設が一般に低収益であることから
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行政による一定の出資が求められたこと，「民活法」での事業所税の減免措置のほか，租税
特別措置法等によって第三セクターが優遇されたことが，第三セクターが多くなった理由
ではないかと報告されている17)．また，同報告書では運営状況について報告されており，当
初計画を達成した民活事業者の成功要因は，前段階の収支計画が現実的な想定のもとに作
成され，バブル経済崩壊後の環境の変化等に対応した民活事業者による経営努力や施設の
立地条件に恵まれていること等の特徴があると報告されている． 
「民活法」の理念は，公共性の高い施設は，従来は，国や地方自治体が自ら整備してき
たが，「民活法」では，公共性の高い施設であっても整備を民間の資金や技術を活用して，
出来る限り民間に委ねるという点にある．「民活法」制定以前には，研究開発のための施設
や物流のための施設や旅客ターミナル施設といったインフラ等の公共性の高い施設は，国
や地方自治体によって整備されていた． 
つまり，「民活法」は公共性の高い分野を国や地方自治体の独占とせず，“民間も公共を担
う主体として積極的に位置付ける”18)法律である．「民活法」は臨時措置法のため，平成 18
（2006）年 5 月が廃止期限であるが，制度の位置づけとしては，アウトソーシングの管理
運営形態を先取りするものとして，PFIや指定管理者制度等につながる制度であるといえる． 
1986年から 1991年には，好景気が 51ヶ月続き，いわゆるバブル経済が訪れたが，1990
年代の不況によって再び財政状況が悪化し，行政サービスの民営化が改めて注目された．
バブル崩壊後の 1990年代の各政権は前半では，宮崎内閣の「資産倍増計画」に代表される
ように景気回復策に重点を置いてきた結果，景気そのものは低空飛行ながらも持ち直しの
気配を見せつつ今日ほど深刻な状態ではなかった．1990 年代後半の橋本内閣では，経済化
区画を中心に，1）行政改革，2）財政構造改革，3）社会保障構造改革，4）経済構造改革，
5）金融システム改革，6）教育改革，の 6つの改革が行われた． 
6 つの改革のなかでも，1）行政改革では，平成 6（1994）年 12 月に行政改革委員会が
設置され，中央省庁改革，規制緩和の推進，地方分権の推進，情報公開法の制定，特殊法
人改革について検討を行った．平成 8（1996）年 12月に定めた「行政改革プログラム」19)
によって，A）新時代に対応できる簡素で効率的な行政の実現を目指して，行政組織の改変，
国家公務員の定員見直し，特殊法人の整理合理化等を推進した．そして，B）国民の主体性
が活かされる行政の実現のため，規制緩和，地方分権，公的部門を民間部門の活動領域の
見直し，が推進された．また，C）国民に開かれた信頼される行政の実現のために，情報公
開法の制定，行政手続きの適正化等が推進され，D）国民に対し質の高いサービスを提供す
る行政の実現のために，申請届け出など手続の電子化・オンライン化の実現，行政情報の
電子的な媒体による国民への提供等，を目指すとした． 
 つまり，行政改革の中に，国民の主体性が活かされる行政の実現のため，規制緩和が位
置づけられていることがわかる． 
 規制緩和の推進に着目すると，平成 7（1995）年 3 月「規制緩和推進計画」が閣議決定
され，1度改定された後に平成 9（1997）年 3月に再改定され，平成 10（1998）年 3月ま
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での実施を目標として策定されている．その後，「規制緩和推進計画」を引き継ぐ形で，平
成 10（1998）年 1 月に規制緩和委員会が設置され，同年 3 月「規制緩和推進 3 ヵ年計画」
が策定された． 
「規制緩和推進 3ヵ年計画」は，平成 10（1998）年度から平成 12（2000）年度までの 3
か年にわたり規制緩和等を計画的に推進することを目指して策定された．策定内容は，1）
経済的規制は原則自由，社会的規制は必要最小限との原則の下，規制の撤廃，又はより緩
やかな規制への移行，2）検査の民間移行等規制方法の合理化， 3）規制内容の明確化，簡
素化，4）規制の国際的整合化，5）規制関連手続の迅速化，6）規制制定手続の透明化を重
視等，を目指して策定されたものである20)．「規制緩和推進 3ヵ年計画」のなかで，公的規
制の現状，規制緩和の実施状況や計画の概要，規制緩和の国民生活等への影響や効果等を
国民に分かりやすい形で提供するため，各省庁の協力を得て，「規制緩和白書」を総務省（当
時，総務庁）が作成し公表することが定められていた． 
 
2.1.2 1990 年代から 2000 年代の行政改革 
1999 年の「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（以下，
PFI法という）の成立によって，公共事業に PFIを活用できるようになった．PFI（Private 
Finance Initiative）とは，“公共施設等の建設，維持管理，運営等を民間の資金，経営能力
及び技術的能力を活用して行う新しい手法”21)である．元来，この制度はイギリスで始まっ
たものであり，イギリスのサッチャー政権で「小さな政府」をめざす政策の中で行政改革
が行われ，それによって民営化や公共事業に対する政府関与の最小化，効率化が図られた22)． 
 
さらにイギリスは，EU の財政赤字規制（GDP の 3％以下を加盟条件とした）をク
リアする課題を抱え．九〇年代のメージャー政権下において，従来は公共機関が行っ
ていた事業を資金調達から建設，施設管理，運営まで民間に行わせる PFI 方式を導入
した． 
 
という経緯をもっており，行政の財政再建のための手法の一つであるといえる．小さな政
府とは，政府の経済や社会に対する政策の規模を小さくし，市場への介入を最小限に抑え，
企業の市場原理に基づく自由な競争によって，経済成長を促進させようとする考え方のこ
とである．規制を緩和し，民間の活力を引き出すことで，経済の発展を目指すものである23)． 
イギリスの行政の財政再建の考え方はNPM（New Public Management）理論を基礎と
しているといえる24)． 
 
ニュー・パブリック・マネジメント（New Public Management）理論とは，1980
年代の半ば以降，英国・ニュージーランドなどのアングロサクソン系諸国を中心に行
政実務の現場を通じて形成された革新的な行政運営理論である．その確信は，民間企
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業における経営理念・手法，さらには成功事例などを可能な限り行政現場に導入する
ことを通じて行政部門の効率化・活性化を図ること． 
 
とある．つまり，これまで行政の行ってきた業務について，民間事業者のコスト意識や手
法を取り入れることによって，能率を上げる行政運営の考え方だといえる．また，NPM理
論は．アングロサクソン諸国が行った行政改革を，行政学者が分析し定式化を試みたもの
であり，一つの概念であり，“一つの理論体系に基づく訳ではなく，実際，各国で行われる
NPMによる行政改革は一様ではない”25)ものである． 
 
2.1.3 日本における NPM 理論 
 前節までで日本における行政改革について述べたが，行政改革は日本のみで起こったも
のではなく，むしろ世界的な傾向としてあった．NPM理論がアングロサクソン諸国で確立
したころの初期には，日本では，中曽根政権の行った国鉄，電電公社，専売公社の民営化
が行われ，“日本ではバブル景気に沸いた 80 年代後半以降，一時改革の実質的な取り組み
は後退したものの”26)，本格的に NPM理論が取り入れられたのは，いわゆるバブル経済崩
壊後の景気低迷による財政収入の減少がはじまった時期である． 
明確に NPM理論を取り入れるとした方針は出されていないが，橋本内閣では省庁の統合
等の行政改革が行われ，また 1999年に PFI法が成立したことによって，NPM理論の一つ
の手法として PFI があるため，日本においても NPM 理論が取り入れられていると考えら
れる．また，小泉政権で行われた郵政民営化も NPM理論の実践事例の一つとして挙げられ
る． 
国の財政状況は，地方交付税等に係わるため，地方財政とも深く関わりがある．そのた
め，国の改革だけでは財政状況を好転させることは困難であり，また国からの地方交付税
等が地方財政を歪めていることも指摘されている27)．このような観点から，地方交付税の改
革や補助金の廃止・縮減，税源移譲を行う三位一体の改革が進められてきた． 
他にも，日本におけるNPM理論が影響を受けたものとして，本多28)は国立大学の法人化
を取り上げており，ニュージーランドの行ったクラウン・エンティティがこのモデルであ
るとしている．  
国や地方自治体が管轄してきた業務を民間委託するには，個別の施設に適用されている
法律がその導入を円滑にすすめる障害になっていた． 
内閣府が平成 15（2003）年にまとめた「行政サービスの民間開放などに関わる論点につ
いて」29)では，地方自治体に対して行政サービスの外部委託・民間委託を行う場合の制度的
な阻害要因を調査している．その中で，図書館における外部委託・民間委託が円滑に行わ
れない理由として，“図書館は、図書館法第十三条により館長を置くことといった規定があ
るため、館長を含めた包括的な管理委託ができない。”30)といった回答がなされており，こ
れに対し文部科学省は“地方自治法改正により指定管理者制度が導入されたことを受け，
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今後，館長業務を含めた全面的な民間委託が可能であることを明確に周知”31)との対応の方
針を示した．公民館や博物館においても同様の館長の規定が阻害要因として挙げられてい
たが，文部科学省の出した方針によって全面的な民間委託が可能となった． 
 
2.3 指定管理者制度成立の経緯 
指定管理者制度とは，“民間団体（民間企業，特殊法人，NPO 法人，地域団体等）を指
定管理者として指定し，公の施設の管理を代行させることができるというもの”32)である．  
指定管理者制度が成立された背景には，前節までで述べた行政改革のほか，直接的には
平成 13（2001）年 4月より発足した小泉政権が行った構造改革特区が大きく影響している．
構造改革特区とは，“規制改革を地域の自発性を最大限尊重する形で進め，我が国経済の活
性化及び地域の活性化を実現することを目的として”33)内閣が設置されたもので，現在も構
造改革特区推進室が行っている規制改革のひとつである．同年 6 月には，経済財政諮問会
議による「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」（以下，骨太の
方針）のなかで，地方自治における規制緩和及び公務市場開放の主要施策として，官民の
役割分担の項目の中に，建設，維持，管理，運営それぞれについて可能なものは民間に任
せることを基本とした．  
三野34)によれば，指定管理者制度は平成 14（2002）年７月の総合規制改革会議の第二次
答申ではじめて触れられた．そして同年 11月には公の管理委託の制度に関する研究会が総
務省に設置されたが，この研究会はあまり開催されておらず情報公開もされなかった．し
かし，地方自治法の改正は平成 15（2003）年の 6月に行われ，同年 9月に施行し指定管理
者制度が成立している．つまり，指定管理者制度は議論が始まって１年経たないうちに法
律改正がなされたのである．その後，平成 17（2005）年に総務省で，地方自治体における
民間委託の推進等に関する研究会が発足した．現在はこの研究会の報告が公表されている
が，当時は公開されていなかった．最終的なこの研究会の成果は平成 19（2007）年 3月に
報告されており，平成 18（2006）年 6月に中間論点整理の公表はされているものの，平成
14年（2002）から平成 19年（2007）までの約 5年間は総務省からの方針が出されていな
かったと考えられる． 
議論がされなかった一方で，成立に向けた動きは活発であった．平成 14（2002）年 7月
に構造改革特区推進本部が設置されて以来，構造改革推進室が総務省に対し，たびたび行
政改革についての再検討要請を行っており，三野は両者のやりとりを“内閣の強い意思によ
って総務省が早期の地方自治法改正に追い込まれているのが読み取れる”35)とし，その中に
は指定管理者制度のことも含まれていたという．これ以外にも，経済産業省の研究会や日
本経済団体連合会によって，公の施設の管理運営を民間に開放すべきという内容の提言が
なされており，“指定管理者制度は，経済界，経済産業省，地方自治体などの要望を受けた
内閣のリーダーシップによって制度導入へと導かれていった”36)と指摘している． 
つまり，検討するための期間が充分とは言えず，制度成立後も方針が出されなかったの
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は，小泉政権によって行政改革が急がれたためであると考えられる． 
また，「図書館法」において，公立図書館の館長は教育委員会が任命しなければならない
と規定されていたが，文部科学省は館長業務を含めた全面的な委任を可能とする方針転換
を行った．この方針転換によって，館長業務も指定管理者の業務範囲に含まれるとし，館
長業務を含む基幹業務を管理者に委ねることが可能となった． 
以上からわかることは，総務省と文部科学省は，主体的に指定管理者制度導入を行って
きたわけではないということである．文部科学省に関しては制度が成立した“後も，公立図
書館にとって影響が大きい指定管理者制度について主体的な行動をしなかったことについ
ては，公立図書館の担当官庁としての責任を果たしていないとの批判は免れないのではな
いか”37)という指摘があり，また“文部科学省は，図書館法に規定する図書館の本質的な機
能に立脚して指定管理者制度の導入を議論したのではなく，政府の方針に従い，図書館の
管理運営に関し図書館法を改正することなく，換言すれば法的整合性を図ることなく，政
策的転換を図ったものというべき”38)であるが，一方で“総務省ですら状況の対応に苦慮し
ていたことを考えると，成立時に文部科学省が後手に回ったのは致し方無かったと思う”39)
としている． 
 
2.4 指定管理者制度における入札・契約制度 
2.4.1 公共調達の入札・契約 
前節までで，指定管理者制度成立の背景となる行政改革と，成立経緯について述べた．
本節では，本研究の目的である選考プロセスについて詳らかにするため，まず，公共調達
における入札制度について述べる．国や地方自治体が市民に提供するサービスや工事を調
達する契約手続き等のことを政府調達40)あるいは公共調達41)（以下，公共調達という）と言
い，近年では IT技術の発注がその対象である．公共調達は，現在の入札制度は，可能な限
り安い価格での調達を行うことで，税金の無駄をなくすという考え方に基づいたもので，
一般競争入札（価格のみを重視した入札）が主流であるが，従来の入札方式の目的は，可
能なかぎり安い価格で調達を行うことであった．しかし，価格のみで事業者を選考するた
め，価格という単一要素で業者を選ぶという手法が，実際には談合や公正労働に関する問
題42)を生じさせている．公正取引委員会が設置した，公共調達と競争政策に関する研究会は，
平成 15（2003）年に，価格のみを重視した競争入札は適切ではない，という意見を発表し
ている43)。その解決策の一つとして近年用いられているのが，価格と価格以外のいくつかの
要素を総合的に評価し，発注者にとって最も有利なものを落札者とする総合評価方式であ
る． 
平成 23（2011）年の内閣府行政刷新会議「公共サービス改革プログラム」では，インフ
ラ整備等に比べて管理運営の比重が高い病院等の施設や情報システムなど，民間のノウハ
ウや創意工夫を活用すべき案件，事業内容が複雑な案件について次のような指摘をしてい
る．入札公告時，発注者による要求水準の確定が難しく，入札参加者の提案可能性を制限
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することがある。その場合，入札手続において，透明性と公平性に留意しつつ，発注者と
候補者で仕様等について交渉することが望ましい44)． 
公共調達において一般競争入札が主流である理由は，地方自治法第 234条によって“売買，
賃借売買，貸借，請負その他の契約は，一般競争入札，指名競争入札，随意契約又はせり
売りの方法により締結するものとする”と規定されているためと考えられる．また，45) 
 
1995年に発足したWTO(World Trade Organization:世界貿易機関)の協定により，
政府調達の改訂も行われ，物品などの調達に加えてサービス分野も対象になるととも
に，中央政府の他に都道府県及び政令指定都市の契約にも拡大された．この協定が 1996
年 1 月から発効した結果，WTO 対象(一定の金額以上)の案件については，制約がより
厳しくなり，明確な理由がない限り一般競争入札または総合評価一般競争入札を選択
しなければならなくなった 
 
とある．ここで使用されている一般競争入札とは価格のみを重視した入札方法であり，総
合評価競争入札とは総合評価方式のことである．推進されている総合評価方式については，
価格以外の幾つかの要素を規定する方式であるが，どのような価値を評価基準として盛り
込むかによって，その入札の意味は全く変わってくる．可能性としては，社会的価値に配
慮しない総合評価方式入札というのもあり得る．具体的には，点数配分を価格に重点を置
く等といったことである． 
発注者責任研究懇談会（旧建設省・運輸省設置）では，平成 11（1999）年に「中間とり
まとめ」,平成 12（2000）年「具体的方策のあり方（第一次とりまとめ）」,平成 13（2001）
年「第二次とりまとめ」の 3度にわたり開き報告書をとりまとめた46)．「第二次とりまとめ」
では，以下のように述べられている． 
地方自治体では，従来の主流であった指名競争入札から，現在は一般競争入札の導入が
進められつつあるため，価格を基準とした業者選定から，工事の種類によっては，技術力
を重視した入札に転換し，国や地方自治体の発注者の管理能力を向上させることが必要で
ある．そのために（1）工事の種類によっては，価格や技術についての提案を業者から受け，
それらを総合的に判断して落札者を決める総合評価方式を導入すること，（2）入札参加者
の資格審査の際に完工高や従業者数だけでなく，企業の技術力を評価すること，またその
ための体制を整えること，（3）発注者と工事業者が，価格や技術について交渉を行った上
で，契約の相手方や契約内容・価格を決定する交渉方式の導入を検討することといった指
摘である． 
また，公正取引委員会が設置した「公共調達と競争政策に関する研究会」でも平成15（2003）
年に価格のみを重視した競争入札を用いることが適切ではない，とする提言がなされてい
る． 
 ここで，主たる入札・契約方法について整理するため，公正取引委員会の「公共調達に
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おける競争性の徹底を目指して」47)を参考に表 1を作成した． 
 
表 1. 入札・契約方法一覧 
 
 
従来の入札・契約方法は，表 1 のように一般競争入札，指名競争入札，公募型指名競争
入札，随意契約の 4 つの方法であった．現在はこの方法に組み合わせる形で入札・契約方
法が多様化している．入札・契約方法が多様化した原因としては，公共調達の種類が多様
化し，施設の管理運営といった長期的な事業においては，価格のみの事業者の選定では適
格な選考が行えなくなったからだと考えられる． 
上林48)は，入札を通じて地方自治体が政策の目的を達成しようとする改革が進行している
とし，総合評価方式について言及しており，すでに昭和 36（1961）年の「会計法」改正に
よって総合評価方式の規定はされていたが，公共調達で実際に総合評価方式が採用された
のは，平成 2（1990）年のスーパーコンピュータ入札である，としている． 
また，地方自治体では平成 2（1999）年 3 月の「地方自治法施行令」改正によって第百
六十七条 10 の二項で，“価格その他の条件が当該普通地方公共団体にとつて最も有利なも
のをもつて申込みをした者を落札者とすることができる”規定が加わり，根拠規定が与え
られた．この改正は，品質の確保やコスト縮減とともに技術提案を受け付ける多様な入札
の導入を目的とした通知の発出を受けたもので，総合評価入札方式の導入促進を目的とし
ているものだとしている．そして現在は，公共工事に係わる総合評価方式の導入状況につ
いては，すべての都道府県及び政令指定都市が導入しており，また市区町村では 2010年 9
月には 61.7%の導入率である49)． 
システム調達における失敗例のひとつに，特許庁の基幹システム刷新プロジェクトがあ
る50．特許庁の調達では，総合評価方式が採用され，“価格だけでなく技術も評価する総合
入札・契約名 手法 メリット デメリット
一般競争入札
一定の資格がある不
特定多数の希望者す
べてを入札 において
競争させる
できるだけ広い範囲で
競争させることによっ
て，公正性と経済性を
確保できる
事 務 手 続 き が 煩 雑
で，不良業者の 排除
が困難である
指名競争入札
発注者が適当と認め
る複数の業者を指名
し，その中で入札にお
いて競争させる
事 務 手 続 き が 簡 便
で，不良業者の 排除
が容易である
指名の過程が不透明
で，辞退が困難，業者
の固定で談合を誘発
しやすい
公 募 型 指 名 競
争入札
参加の有資格者のう
ち，技術資料の提出を
した中から 入札 参加
業者を指名する
事業者の参加意欲を
反映し，資料の提出に
よって 技術 的適 性を
把握できる
参加資格を満たしてい
ても指名されなければ
入札に参加できない
随意契約
発注者が認める者を
選んで契約を締結す
る
競争によることが困難
な場合に使用される
公正性と経済性の確
保がされず ，癒 着が
懸念される
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評価方式を導入したことは間違っていなかったが，価格点と技術点の配分を「1対 1」に固
定したことが問題”51)だったとされている． 
 
2.4.2 入札・契約に係る法律と指定管理者制度 
指定管理者制度は，法律上，指定管理者を選定する際には競争入札やコンペをする義務
は課せられていない．総務省「指定管理者制度の運用について」52)では複数の申請者の申請
が望ましいとされているが，法的な文書ではないため，地方自治体は通知に従う義務はな
い．また，“随意指定であってもいったんは選定委員会のスクリーニングを踏まえるべき”
53)であり，“一方で，利用者や住民からの評価等を踏まえ同一事業者を再び指定している例
もあり，各地方公共団体において施設の様態等に応じて適切に選定”54)を行うようにと通知
を出している．  
管理委託制度から指定管理者制度へ移行する期間は 3 年と短期間であり，地方自治体が
運営する公の施設の全てを管理委託制度から指定管理者制度へ移行し，新たに管理者を選
び直し，新制度に対応した条例を制定するには充分といえる期間ではなかった．“多くの自
治体では，公の施設のあり方の検討がなされることのないまま，管理委託制度のもとで運
営されてきた施設を中心に指定管理者制度の導入が進められ”55)た，と考えられる． 
従来は，ある制度が施行されるにあたって，国は地方自治体に対し通知を行い，条例や
指針のひな型をつくり，それによって制度が円滑に運用されるのが通常だったが，指定管
理者制度にあってはそれが行われなかった56)． 
地方自治法では指定管理者制度にあたる文言は第二百四十四条の二に該当し，管理者に
ついて規定している記述は以下のとおりである． 
 
 ３  普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があ
ると認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通
地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理
者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 
  
この条文の解釈では，原則として公の施設の管理は，設置主体の地方自治体が行うもので
あり，“経費削減などを目的に制度導入を図るのは違法である”57)との指摘もある． 
そもそも，指定管理者制度の適用は公の施設に限られており，公の施設とは地方自治法
第二百四十四条によれば“住民の福祉を増進する目的”のために地方自治体が設置し，か
つ住民が利用するための施設である．ただし，地方自治体が設置した施設であっても，住
民の福祉の増進を目的にしていない施設は，指定管理者の対象外になる．例えば競艇場や
留置場などは財政や社会秩序のために設置されるため，指定管理者制度の対象ではない58)．
対象となる公の施設としては，保育所，児童館，体育館，公民館，図書館，博物館，美術
館，公園等である．指定管理者制度は，多様な公の施設を考慮せずに公の施設に対して包
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括的に適用される制度であるため，図書館への導入にあたっては特性が十分に考慮しなけ
ればならない． 
多くの地方自治体は公募によって管理者を募集している59)60)．しかし，評価基準があいま
いである場合や，従来の管理委託者に有利な内容で公募が行われ，公平性が十分ではない
場合があることが指摘されている61)．文部科学省の作成した報告書によると，指定管理者制
度を導入した施設の適切な管理運営に向けた留意点として，指定管理者選定における透明
性及び公平性の確保と，指定管理者の創意工夫を促すインセンティブの付与と柔軟性の確
保などが挙げられている62)． 
入札・契約には様々な法律が関係しており，その法律の一つとして「行政手続法」があ
る．「行政手続法」とは，行政機関がある決定を行う場合に踏むべきプロセスないし手順に
適用される法律である．「行政手続法」の目的に該当する第一条一項の条文を引用すると63)， 
 
（目的） 
第一条第一項 この法律は，処分，行政指導及び届出に関する手続並びに命令等を定
める手続に関し，共通する事項を定めることによって，行政運営における公正の確保と
透明性（行政上の意思決定について，その内容及び過程が国民にとって明らかであるこ
とをいう。第四十六条において同じ。）の向上を図り，もって国民の権利利益の保護に資
することを目的とする。 
 
ものである。つまり，行政手続法は，行政処分，行政指導，行政への届出，行政の命令等
制定へ適用される法律である．指定管理者制度はこの中で行政処分に該当する．しかし，
第三条第三項の適用除外の条文を確認すると， 
 
（適用除外） 
第三条第三項 第一項各号及び前項各号に掲げるもののほか、地方公共団体の機関が
する処分（その根拠となる規定が条例又は規則に置かれているものに限る。）及び行政指
導、地方公共団体の機関に対する届出（前条第七号の通知の根拠となる規定が条例又は
規則に置かれているものに限る。）並びに地方公共団体の機関が命令等を定める行為につ
いては、次章から第六章までの規定は、適用しない。 
 
と規定されている．つまり，地方自治体についての行政手続については行政手続法が適用
されないと考えることができ，“自治体の機関が行う行政指導および命令等制定行為には，
そもそも関係規定は適用されない”64)と解釈できる．しかし，“地方公共団体の機関が行う
処分であっても，法律に基づく処分であれば，行政手続法が適用される” 65)とある。ここ
で，指定管理者制度は，「地方自治法」で条例を定めることが規定されているため，根拠規
定は地方自治法であり，法律にあるのではないかと推察されるが66)， 
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法律において，『何々については，条例で規制することができる。』と定めており，実
際に，条例で処分規定が設けられた場合には，その処分規定は，法律に基づくものとい
えるのか，それとも条例に基づくものとなるのかという問題が生ずる。この場合には，
法律は，単に条例による規制が可能なことを示したにすぎず，根拠規定は条例に置かれ
ているとみるのが妥当であろう。 
 
とあり，地方自治体が条例を制定して導入される指定管理者制度には，行政手続法は適用
されないことがわかる。 
また，“地方公共団体の場合でも法令に基づく行政処分や届出については，行政手続法が
適用されることに留意すべき”67)とあり，そして， 
 
（地方公共団体の措置） 
第四十六条  地方公共団体は、第三条第三項において第二章から前章までの規定を適
用しないこととされた処分、行政指導及び届出並びに命令等を定める行為に関する手続
について、この法律の規定の趣旨にのっとり、行政運営における公正の確保と透明性の
向上を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
 
と，努力義務の規定があり，“ほぼすべての自治体において「行政手続条例」が制定され
ている”68)との記述から，地方自治体内で入札・契約に関する規定は「行政手続条例」にあ
る可能性が示唆される．  
 
2.5 指定管理者制度における情報公開の問題 
民営化された公の施設では，情報公開が積極的に行われていたとは言い難い．しかし，
情報公開法の施行とともに国や地方自治体の情報公開に対する意識が変わった．情報公開
法とは，平成 11（1999）年制定，平成 13（2001）年に施行された「行政機関の保有する
情報の公開に関する法律」69)である．情報公開法の施行によって行政が保有する情報に対し
国民が公開請求できる権利を得たため，これが契機となり地方自治体において情報公開条
例が制定されるなどの動きがあった70)．この条例は地方自治体の出資法人にも適用され，情
報公開規定を定めている場合や，努力義務を定めている場合もある．しかし，指定管理者
には情報公開条例の適用がない．公社や地方自治体の出資法人が管理者となったときには
情報公開条例が適用される場合があるが，それは自治体への適用が公社や地方自治体の出
資法人にも適用されるのであり，指定管理者制度の情報公開条例とは別の規定であるため，
指定管理者へ適用する場合の情報公開条例を制定しなければならない．指定管理者の指定
手続き，管理の基準，業務の範囲その他必要な事項は，条例で定めるべきとされているた
め71)，“公正・透明な選定手続きを定めた指定管理者条例を制定する必要がある”72)． 
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前述の通り，管理者を公募することは義務ではない．そのため，公募しない自治体があ
る．公募しない地方自治体においては，業務委託（一部委託）をしていた民間事業者等を
そのまま管理者として指定することがあるため，その選考プロセスを明らかにしない場合
があり，市議や議員が代表を務めている社会福祉法人や協会が市の公の施設の管理者とな
り物議をかもした例73)もある．必ずしも不正がある例ばかりではないが，選考プロセスが明
らかになっておらず，利害が一致する関係のものが管理者になった場合には何か不正があ
ったのではないかとの疑惑を生む温床となりえる．また，指定管理者を選考する選定委員
会の構成員に，直接の利害関係のあるものがいるときも同様である． 
ある市立の施設の指定管理者交代の経緯を調べ，資料収集のため管理者の応募書類を公
開請求したところ，旧管理者の書類に対して非公開決定通知を受け取ったため異議生立て
を行い，情報公開審査会で意見陳述を行ったという事例74)がある．この事例では，法人情報
非開示の基準として，条例では「利益を害すると認められるもの」となっており，開示に
よる不利益が客観的具体的に存在する必要があることが指摘され，当初の非公開決定通知
書に客観的具体的理由の提示がなく，行政手続条例違反であること等が指摘された． 
その一方で，図書館に指定管理者を導入する経緯をホームページ上で公開し，情報公開
に積極的である地方自治体がある．また，公共工事の入札をケーブルテレビで放送し，入
札場を公開するという地方自治体の事例75)も見られる．入札をテレビで放送した事例は，
市長が情報公開を積極的に行うことを公約として当選した地方自治体の事例であり，入札
予定価格を事前に公表したかたちでの入札であった．入札に参加した事業者から反発する
意見があることが予想されたが，それはなく，好意的意見があったという．民間事業者の
選考において公平性や透明性を確保し，公立図書館の運営において民間の創意工夫を生か
すには，選考プロセスについての情報公開のあり方を検討する必要がある． 
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第３章 公立図書館における指定管理者制度の導入 
 
3.1 指定管理者制度の導入状況 
3.1.1 総務省「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」での導入状況 
総務省が平成 21（2009）年に行った「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する
調査結果」（以下，総務省調査）76)では，都道府県，政令指定都市と市区町村を合計した指
定管理者制度の導入された公の施設は 70,022施設になる．これは前回調査（平成 18（2008）
年 9 月）に比べて 8,457 施設増加している．公の施設とは，地方自治法二百四十四条の一
に“住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供するための施設（これを公の施設と
いう。）を設けるものとする”77)と定められているもので，おおよその考え方としては，一
般に公共施設と呼ばれるもののうち，地方自治体が設置したものをいう． 
総務省調査の指定管理者制度の導入事例としては，図書館も含まれ，公営住宅，駐車場，
上下水道施設，体育館や公民館，博物館や美術館，病院，老人福祉施設などがあげられて
いる． 
公募か，非公募かについての項目を見ると，都道府県は 57.9%，政令指定都市は 55.8%，
市区町村の 36.0%が公募により指定管理者を選定しており，全体では 40.0%が公募である．
この数字は前回調査（平成 18（2008）年 9月）よりも 10%増加している．また，施設ごと
の具体的な選定の基準・手続きの事前公表，選定理由の公表についても調査しており，自
治体の約 5割が事前公表を実施していると回答している． 
指定管理者の指定の取消等についても調査されており，都道府県と市町村あわせて 672
件の取り消し，期間満了取り止めは 1420件になる．指定の取消は，前回調査（平成 18(2008)
年 9 月）よりも 638 件の増加となった．そのうち，図書館の含まれる文教施設は 275 件で
あり，施設種別では地域集会所や公民館が多い．指定取り消しとなった文教施設の指定期
間は，2 年以上 3 年未満が 44%となり，2 年未満は 46%で半数近くが短期間で取り消しと
なった．指定取り消し等の理由としては“民間譲渡等”が 29%と“休止・廃止”が 23%と
多い． 
指定管理者制度の導入後に管理者による公の施設の管理がうまく行かず，指定が取り消
される事例がホテルや保育所などであり，総務省はそれら指定取消しの事例を受けて指定
管理者選定の際と，運用上の際の留意点（平成 19（2007）年）を通知した78)．その通知で
は，サービスの水準確保の観点を取り入れ，そして導入施設によって外部識者の視点を取
り入れること，また指定管理者と自治体は施設の種別に応じて体制，リスクの具体的事項
をあらかじめ協議しておき，管理料は適切な額にすることなどが言及された． 
ここで，総務省調査から指定管理者制度が導入されている施設数をみてみる．都道府県
別に区分し，都道府県立や市区町村立の施設数を合計すると，導入館数の上位 3 県は北海
道が 5,717 施設，東京都が 5,357 施設，兵庫県が 3,351 施設となった．全施設数の合計に
対する指定管理者制度が導入された施設の割合は出されていないため，東京都が上位にな
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るのは予想できる結果となったが，北海道が上位となるのは予想外と言える．また，都道
府県立の公の施設に限れば，指定管理者制度が導入された施設数の割合は全体の 58.7%で
ある．図書館が含まれる文教施設については 50.9%となっている．指定管理者制度が導入
された施設数の割合の上位 3 県は表 2 の通りで，施設数の上位 3 県とは異なった結果とな
った． 
 
表 2. 都道府県別の指定管理者制度導入施設数 
順位 区分 導入率 
1 愛知県 90.3% 
2 山梨県 80.0% 
3 大阪府 77.2% 
 
 
3.1.2 文部科学省「社会教育調査」での導入状況 
 文部科学省は「社会教育調査」として，“社会教育行政に必要な社会教育に関する基本的
事項を明らかにすることを目的”79)として，昭和 30年度以降 3年から 5年ごとで，昭和 50
年度からは 3年ごとに調査を行っている． 
「社会教育調査」は，全数調査で，以下の 9 項目についての調査が実施されている．具
体的には，1）社会教育行政調査，2）公民館調査，3）図書館調査，4）博物館調査，5）青
少年教育施設調査，6）女性教育施設調査，7）体育施設調査，8）文化会館調査，9）生涯
学習センターを対象としている．調査項目としては，所在地や職員に関する事項や施設の
利用状況，ボランティア活動の他，設置者及び管理者の別について調査している．前節で
述べた公の施設との違いは，公の施設は地方自治法 244条 1項で規定された施設であるが，
社会教育関係施設は文部科学省の所管部署で，上記施設であるという点である．おおよそ
の考え方としては，公の施設の中に社会教育施設があるといえる．ただし，公の施設は，
地方自治法 244 条 1 項に則り地方自治体によって設置されているため，設置母体が地方自
治体でない場合には公の施設ではない．具体的には，国立科学博物館や国立国会図書館，
国立劇場や国立演芸場，国立天文台などは，設置母体が国であるため，公の施設に該当せ
ず，私立の場合も設置母体が地方自治体でないため同様に公の施設に該当しない． 
 平成 17（2004）年，平成 20（2007）年と平成 23（2010）年の「社会教育調査」では，
種類別指定管理者別施設数として，社会教育関係施設のうち指定管理者制度が導入された
施設の調査が実施されている．全数としては，社会教育関係施設には指定管理者制度が導
入されている施設が平成 23 年度の調査時点で 26.2%あり，社会教育関係施設のなかでも，
文化会館が最も多く 53.7%に指定管理者制度が導入されている．表 3 は，筆者が「社会教
育調査」平成 17年，平成 20年，平成 23年の調査結果から独自に作成した表である．表 3
をみると，社会教育関係施設の施設数は減少傾向にあるが，指定管理者制度の導入数は増
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加傾向にあり，そのため，社会教育関係施設への指定管理者制度が導入されている施設数
の割合は年々増加傾向にあることがわかる． 
 
表 3 施設別の社会教育関係施設数と指定管理者導入数 
 
 
 指定管理者制度を施設へ導入している割合は全施設の区分で増加しており，施設別に割
合の増加数だけを見てみる．まず，平成 17（2005）年から平成 23（2011）年の割合を引
いて，施設別の指定管理者制度を導入している割合の伸び率についてみてみる．公民館は，
平成 23（2011）年から平成 17（2005）年を引いてみると，施設別指定管理者制度を導入
している割合の伸び率が 4.9%である．図書館は，平成 23（2011）年から平成 17（2005）
年を引いてみると，施設別指定管理者制度を導入している割合の伸び率が 8.9%である．博
物館は，平成 23（2011）年から平成 17（2005）年を引いてみると，施設別指定管理者制
度を導入している割合の伸び率が 7.9%である．博物館類似施設は，平成 23（2011）年か
ら平成 17（2005）年を引いてみると，施設別指定管理者制度を導入している割合の伸び率
が 13.2%である．青少年教育施設は，平成 23（2011）年から平成 17（2005）年を引いて
みると，施設別指定管理者制度を導入している割合の伸び率が 11.8%である．女性教育施設
は，平成 23（2011）年から平成 17（2005）年を引いてみると，施設別指定管理者制度を
導入している割合の伸び率が 16.4%である．社会体育施設では，平成 23（2011）年から平
成 17（2005）年を引いてみると，施設別指定管理者制度を導入している割合の伸び率が
区分 施設数 導入数 割合 施設数 導入数 割合 施設数 導入数 割合
公民館
（類似施設含む） 18,173 672 3.7% 16,561 1,351 8.2% 15,392 1,319 8.6%
図書館
（類似施設含む） 2,955 54 1.8% 3,140 203 6.5% 3,249 347 10.7%
博物館
667 93 13.9% 704 134 19.0% 724 158 21.8%
博 物 館
類似施設 3,356 559 16.7% 3,467 965 27.8% 3,522 1,053 29.9%
青 少 年
教育施設 1,320 221 16.7% 1,101 369 33.5% 1,020 393 38.5%
女性教育
施　　設 91 14 15.4% 281 78 27.8% 277 88 31.8%
社会体育施
設* 27,800 5,766 20.7% 27,709 8,855 32.0% 27,469 9,714 35.4%
文化会館
1,749 626 35.8% 1,741 874 50.2% 1,742 935 53.7%
生涯学習セ
ンター … … … 384 68 17.7% 409 91 22.2%
計 56,111 8,005 14.3% 55,088 12,897 23.4% 53,804 14,098 26.2%
*社会体育施設は団体数
（平成17年から平成23年「社会教育施設」より筆者が作成）
平成20年 平成23年平成17年
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14.7%である．文化会館は，平成 23（2011）年から平成 17（2005）年を引いてみると，施
設別指定管理者制度を導入している割合の伸び率が 17.9%である．生涯学習センターは，
平成 17（2005）年の調査がされていないため，平成 23（2011）年から平成 20（2008）年
を引いてみると，施設別指定管理者制度を導入している割合の伸び率が 4.5%である． 
公民館は，伸び率が 4.9%である．図書館は，伸び率が 8.9%である．博物館は，伸び率が
7.9%である．博物館類似施設は，伸び率が 13.2%である．青少年教育施設は，伸び率が 11.8%
である．女性教育施設は，伸び率が 16.4%である．社会体育施設は，伸び率が 14.7%であ
る．文化会館は，伸び率が 17.9%である．生涯学習センターは，平成 17（2005）年の調査
がされていないため，平成 23（2011）年から平成 20（2008）年を引いてみると，施設別
指定管理者制度を導入している割合の伸び率が 4.5%である． 
導入している割合の伸び率をみてみると，最も指定管理者制度が導入されている施設の
増加数が多いのは文化会館であることがわかる． 
次に，三年間の指定管理者制度を施設へ導入している割合をそれぞれ前年度から引いて，
施設ベルの指定管理者制度を導入している割合の増加率をみてみる．公民館は，3年間で平
均 2.5%の増加である．図書館は，3年間で平均 5.0%の増加である．博物館は，3年間で平
均 4.0%の増加である．青少年教育施設は，3年間で平均 5.9%の増加である．女性教育施設
は，3年間で平均 8.2%の増加である．文化会館は，3年間で平均 9.0%の増加である．生涯
学習センターは，平成 17（2005）年の調査がされていないため，成 20（2008）年から平
成 23（2011）年は 4.5%の増加である．導入している割合の平均をみてみると，最も指定
管理者制度が導入されている施設の増加数が多いのは文化会館であることがわかる． 
 
3.1.3 公立図書館における導入状況 
2000 年から 2008 年までの公立図書館における一部業務委託ならびに指定管理者制度の
検討・導入状況についての整理によると80)，指定管理者制度の導入に積極的な地方自治体も
あるが，明確に図書館運営になじまないと判断した地方自治体もある．2005 年頃からは全
国的に図書館への指定管理者制度の導入の検討や模索が行われている． 
指定管理者制度の導入状況は，2007 年以降，日本図書館協会が毎年，調査している．そ
れによれば 2004 年以降，指定管理者制度を導入した図書館は年々増加しており，2013 年
11 月調査時点では 293 館81)になる．その一方で，指定管理者制度を導入する予定はないと
いう回答をしている地方自治体も散見される．現在，指定管理者制度によって運営されて
いる図書館は全国 3,214館中 333館82)と約 10,4%である．平成 17（2004）年，平成 20（2007）
年と平成 23（2010）年の「社会教育調査」では，種類別指定管理者別施設数として，社会
教育関係施設のうち指定管理者制度が導入された施設の調査が実施され，指定管理者制度
が導入されている施設が平成 23（2010）年度の調査時点で 26.2%ある．このうち，図書館
（類似施設含む）の導入数は 3,249館のうち 347館で，10,7%の図書館に指定管理者制度が
導入されていることが示されている．日本図書館協会との数字に齟齬があるのは，日本図
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書館協会の調査では類似機関を含めていないためと考えられる． 
上記報告書によって全国的な図書館への指定管理者制度の導入については概観できたた
め，次に，各都道府県別に図書館への指定管理者制度の導入について分析を行う．日本図
書館協会「指定管理者制度導入 2013 調査(報告)」83)を用いて各都道府県別の自治体数と図
書館へ指定管理者制度を導入している自治体の割合の一覧を表 4のように作成した． 
 
表 4 都道府県別の図書館への指定管理者の自治体単位での導入率 
 
表 4 をみてみると，導入率の高い順の上位三位は，第一位が栃木県 46.2%で，第二位が
都道府県 導入自治体数 自治体数* 導入率**
1 北海道 6 179 3.4%
2 青森県 3 40 7.5%
3 岩手県 0 33 0%
4 宮城県 2 35 5.7%
5 秋田県 0 25 0%
6 山形県 6 35 17.1%
7 福島県 1 59 1.7%
8 茨城県 1 44 2.3%
9 栃木県 12 26 46.2%
10 群馬県 1 35 2.9%
11 埼玉県 7 63 11.1%
12 千葉県 4 54 7.4%
13 東京都 23 62 37.1%
14 神奈川県 2 33 6.1%
15 新潟県 7 30 23.3%
16 富山県 0 15 0%
17 石川県 1 19 5.3%
18 福井県 0 17 0%
19 山梨県 2 27 7.4%
20 長野県 3 77 3.9%
21 岐阜県 6 42 14.3%
22 静岡県 1 35 2.9%
23 愛知県 10 54 18.5%
24 三重県 3 29 10.3%
25 滋賀県 0 19 0%
26 京都府 0 26 0%
27 大阪府 4 43 9.3%
28 兵庫県 7 41 17.1%
29 奈良県 2 39 5.1%
30 和歌山県 0 30 0%
31 鳥取県 0 19 0%
32 島根県 1 19 5.3%
33 岡山県 1 27 3.7%
34 広島県 4 23 17.4%
35 山口県 1 19 5.3%
36 徳島県 5 24 20.8%
37 香川県 4 17 23.5%
38 愛媛県 3 20 15.0%
39 高知県 2 34 5.9%
40 福岡県 14 60 23.3%
41 佐賀県 1 20 5.0%
42 長崎県 2 21 9.5%
43 熊本県 2 45 4.4%
44 大分県 1 18 5.6%
45 宮崎県 3 26 11.5%
46 鹿児島県 8 43 18.6%
47 沖縄県 2 41 4.9%
計 168 1742 9.6%
*市数は政令指定都市を含む。
**自治体数に対する導入自治体数の割合。
（「指定管理者制度導入2013調査(報告)」より筆者が作成）
 21 
 
東京都 37.1%で，第三位が香川県 23.5%となった．日本図書館協会の「日本の図書館」84)
による図書館の設置されている自治体をみてみると，都道府県立図書館の設置率は 47団体
で 100%，市区立図書館の設置率は 798 団体で 98.5%，町村立図書館の設置率は 502 団体
で 53.9%である．自治体の区分別で見ると，都道府県と市区は，ほぼ 100%図書館が設置さ
れているのに対して，町村の自治体は図書館の設置がされているのが約半数にとどまる．
したがって，町村が多い都道府県では図書館へ多く指定管理者制度が導入されているので
はないか，と推察される． 
図書館への指定管理者制度の導入形態を大別すると以下の 2 点のようになる．（1）地方
自治体が複数の図書館を一括して一つの民間事業者に委託する場合と，（2）複数の図書館
をそれぞれに民間事業者等へ委託するというかたちである． 
まず，（1）複数の図書館を一括して一つの民間事業者等に管理者とする場合には，メリ
ットが 2点挙げられる．まず 1点目は選考にかかるコストが（2）の場合に比べて少なくす
むことである．選考に関わる書類作成や手続き，日程調整などから考えても，地方自治体
と民間事業者等の両者にとって無駄がなくなる．2点目のメリットは，一つの民間事業者等
が複数館にわたって管理運営を行うため，図書館同士の意思疎通が円滑に行われ連携が取
りやすくなることが挙げられる．これは，例えば複数館が同時に同じ主題によって本の展
示を行うといったことである．デメリットとしては，2点挙げられる．まず 1点目は，他の
民間事業者等との館同士の比較がされないため，競争原理が働かないことが挙げられる．
デメリットの 2 点目は，図書館数が複数ある場合は，図書館ごとに繁忙であったり地域資
料を多く所蔵していたりと様々な館があることが考えられる．繁忙である館には効率的運
営に長けた民間事業者が適当であると考えられ，また地域資料を多く所蔵している館には
地域に密着したサービスを行うことができる NPO 法人や地元企業などが適当であると考
えられる． 
次に（2） 複数の図書館をそれぞれに民間事業者等を管理者とする場合では，メリット
が 2 点挙げられる．まずメリットの 1 点目は，それぞれの館を別の事業者に管理運営させ
ることで，市場原理が働き，事業者同士がより良い図書館運営を行おうと競い合うことが
予想できる． 具体的には，1 館が新規事業を積極的に行う管理者であった場合，その他の
管理者も率先して新規事業に取り組む等が考えられる．2点目のメリットは，図書館ごとの
特色に合わせた募集が行えるため，事業者もどのようなサービスを行うか，具体的に計画
しやすいのではと考えられる．これらは，どちらも（1）のデメリット部分であったものが
メリットとなる．デメリットも同様に（1）のメリットが（2）ではデメリットとなり，選
考にかかるコストが一括で行う場合と比較すると，高くかかることが予想でき，別の民間
事業者等が管理者となることによって，図書館同士の連携が取りにくくなることが挙げら
れる． 
この他の指定管理者の導入方法としては，複数の民間事業者が集まって一つの共同事業
者をつくり，管理運営を行う方法である．この手法は PFI で多く用いられており各専門分
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野に長けた企業がそれぞれの専門分野を担当するかたちで管理運営を行っている． 
 
3.2 公立図書館における指定管理者の事例研究 
3.2.1 指定管理者の事例 
総務省が平成 21（2009）年に行った総務省調査85)では，都道府県，政令指定都市と市区
町村を合計した指定管理者制度の導入された公の施設は 70,022施設になる．これは前回調
査（平成 18（2008）年 9 月）に比べて 8,457 施設増加している．3.1.2 で述べたとおり，
文部科学省「社会教育調査」によって社会教育関係施設の管理者が平成 17（2005）年より
調査されており，社会教育関係施設の施設数は減少傾向にあるが，指定管理者制度の導入
数は増加傾向にあり，社会教育関係施設への指定管理者制度が導入されている施設数の割
合は年々増加傾向にある． 
2000年代の公立図書館での業務委託や指定管理者制度の検討・導入状況の整理によると，
指定管理者制度の導入に積極的な地方自治体や図書館運営になじまないと判断した地方自
治体もあり，2005 年からは全国的に図書館への指定管理者制度の導入の検討や模索が行わ
れている86)．図書館は，地方自治法からみれば公の施設であり，社会教育法によって社会教
育機関としての原則が示されている．それぞれの法律が規定している図書館を考えれば，
指定管理者制度の導入によって，公の施設としての役割と，社会教育機関としての業務の
継続性の確保，は難しいという指摘もある87)． 図書館を新しく設置し，そこへ指定管理者
制度を導入した地方自治体もあり，読書推進事業やビジネス支援などの新しい取り組みを
行ない，市民から良い評価を得られている事例88)もある． 
現在，指定管理者制度によって運営されている図書館は，前節で述べたとおり，日本図
書館協会「図書館における指定管理者制度の導入の検討結果について 2013年調査」による
と，全国 3,214 館中 333 館89)と約 10,4%である．比率としては高くないが，図書館の管理
運営を民間事業者が行うことが可能になった制度として注目されている． 
指定管理者制度や PFI に関する文献は多く，事例研究も行われているが，特に指定管理
者制度を導入した図書館を取り上げ，全国的な調査を行っている文献や論文は多くない．
しかし，前述のとおり，図書館における指定管理者制度の導入は増加傾向にあり，指定管
理者制度の成立より 10年が経過している．したがって，図書館での指定管理者制度の導入
の事例研究がなされているのではないかという仮説が立てられる． 
 そこで，本節では，公立図書館における指定管理者についての事例研究について明らか
にするため，CiNii Articles 90)を用いた文献調査を行った．CiNii Articlesでキーワード「図
書館 指定管理」，を用いて検索したところ，2013年 9月現在，187件が検索結果として示
された．同様のキーワードで出版年「2003 年まで」で絞り込み検索を行ったところ，論文
数は 1 件のみで，図書館の管理運営全体について言及したものであった91)．よって，絞り
込み検索は，出版年「2004年」以降に設定し，「2004年から 2005年まで」のようにして 2
年毎に区切って行った．その後，「（図書館名）指定管理」を用いて，図書館における指定
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管理者の導入に関する事例論文の検索を行った． 
その結果，表 5のような結果となった．事例論文が最も多いのは「2006年から 2007年
まで」の期間で，図書館単位では北九州市図書館となった． 
 
表 5 年別の図書館へ指定管理者制度を導入した事例論文数推移 
 
 
北九州市の事例論文が最も多くなった要因については，平成 18（2006）年以前に指定管
理者制度を分館を含めた 6 館へ一括して導入されたからだと考えられ，地方自治体ではあ
まりみられない事例であったためではと推察される． 
 
3.3 公立図書館における指定管理者制度をめぐる論議 
前述した 3.1で述べたとおり，図書館は公の施設における指定管理者制度の導入よりも低
い割合を示している．他の公の施設よりも公立図書館に指定管理者制度が導入されていな
い理由についてはいくつか考えられる．図書館における指定管理者制度の導入に関して問
題点の指摘やメリット・デメリットについてここで述べる． 
まず，導入の反対意見として，日本図書館協会が“公立図書館への指定管理者制度の適
用について，公立図書館の目的達成に有効とは言えず，基本的になじまないものと考える”
92)という声明を示している．この声明では，その根拠として，5点を列挙している． 
具体的には．1）地方自治体が直接管理するよりも，指定管理者が設置の目的を効果的に
達成できることを示す必要があること，2）管理委託で直営に近い図書館経営が行われてい
図書館名 事例論文数 2004-2005年 2006-2007年 2008-2009年 2010-2011年 2012-2013年
北九州市図書館 5 2 3
山中湖情報創造館 4 2 1 1
横浜市山内図書館 4 3 1
北海道県立図書館 3 3
静岡市立図書館 3 3
岩手県立図書館 3 1 1 1
箕面市立図書館 3 3
千代田区立図書館 3 1 2
堺市図書館 2 1
名古屋市立図書館 2 1
武蔵野市立図書館 1 1
武雄市立図書館 1 1
小郡市立図書館 1 1
新宿区立図書館 1 1
所沢市立図書館 1 1
岐阜県立図書館 1 1
大阪狭山市立図書館 1 1
大磯町立図書館 1 1
東与賀町立図書館 1 1
鳥取県立図書館 1 1
大田区立図書館 1 1
計 43 6 14 9 10 2
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るところは，その職員の再雇用によって直営に戻すことも選択肢とすべきこと，3）地域住
民の設立したNPO法人管理者とする場合には，事業の安定した継続性についての見通しを
確認すること，4）民間事業者においては競争関係に立つため図書館間や地域との連携を図
ることは難しいと考えられ，また，図書館事業は収益が見込めないため営利を目的とする
民間事業者が管理を行うのは困難であり，民間事業者を管理者とするのはさけるべきであ
ること，5）業務委託で行ってきた業務と指定管理では，その範囲の違いを明確にすべきで
あり，業務が複線化することによって欠点が生じないか検討の余地がある，といったこと
を挙げている．  
また，近年では片山善博総務大臣（当時）の記者会見（2011）で“公共図書館とか，ま
して学校図書館なんかは，指定管理になじまないと私は思うのです”93)とし，官製ワーキン
グプアの問題に触れ，見直していくべきとの見解を示した．片山善博総務大臣（当時）は
元鳥取県知事であり，鳥取県知事の在任中にあっては県内のすべての公立学校に司書教諭
を配置する94)など図書館政策に積極的であった． 
田中95)によれば，指定管理者制度には 4 つの問題点がある．具体的には，指定管理者制
度に対する主体性，NPM(New Public Management)，情報公開，人材である． 
指定管理者制度は，経済界や地方自治体の要望を受け内閣の主導により成立したが，総
務省はその際に受動的な立場であり，成立後もそれは変わらなかった．制度自体が法的に
不明確であるにもかかわらず，それに対し総務省は対応せず，文部科学省も同様であった．
また，制度を導入された多くの地方自治体からも総務省の指導要領をそのまま採用してい
るところが散見され，主体性がないとしている．NPMの流れを受けて指定管理者制度は成
立したが，実質的に従来の請負契約と差がみられない地方自治体もある．情報公開につい
ては，“情報公開条例には指定管理者は適用されず，条例で何らかの手立てを講じない限り
指定管理者の運営に関する情報は情報公開の対象にならない”96)とし，積極的な情報公開を
すべきと言及している．人材について，指定管理者制度の導入によって専門性の向上やモ
チベーションの高い職員が雇用され，質の高いサービスの提供がされている図書館がある
ことに言及しているが，一方で職員の定着や低賃金労働，ノウハウの吸収に問題があると
指摘している． 
薬袋97)によれば，指定管理者制度を導入するメリット（長所）は 6点ある．1）民間のノ
ウハウの活用，2）迅速・柔軟な行動，3）運営コストの削減，4）競争原理の導入，5）運
営の規模の拡大，6）範囲の経済性，である．1）～4）については従来から言われているメ
リットであるが，5），6）はあまり挙げられてこなかったメリットである．この 2点につい
て薬袋は，以下のように説明している．まず，5）運営の規模の拡大については，規模の小
さな市町村では図書館組織も小さくなるが，受託する団体・企業が複数の図書館をまとめ
て受託すれば規模が広がり，受託している図書館間人事異動やノウハウの共有が可能であ
り，規模の拡大による規模の経済性がある，と指摘している．次に，6）範囲の経済性につ
いては，受託する企業・団体の業務の種類が広がり，また図書館以外の業務を行っている
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場合には他の業種で培ったノウハウを図書館に応用できる，と指摘している． 
同様に，指定管理者制度を導入するデメリット（短所）について 12点言及している．1）
仕事のノウハウの維持，2）運営能力の証明，3）実質的な競争の確保，4）他の行政部局と
の連携・協力，5）新しいニーズへの迅速な対応，6）サービスの質の評価，7）現場からの
新しいサービスの開発，8）利用の増加，サービスの質の向上，9）縁故企業・団体の排除，
10）司書の待遇と長期勤務の確保，11）司書の専門的業務の確立，12）地方自治体の社会
的責任，である．これら 12点は実行が困難であることである．同一の民間事業者等が永続
的に運営することはできないことにより，仕事のノウハウの維持や他の行政部局との連
携・協力は難しく，また司書の専門的業務の確立も難しい．管理者が営利を目的とする民
間企業である場合，コスト意識が高く低賃金で職員を雇用することが考えられ，専門職と
して司書の待遇と長期勤務の確保は難しいと指摘している．また，行政以外が図書館サー
ビスを行うために，地方自治体の社会的責任が果たされていないのではないかとの指摘も
している． 
無料の原則を法律として規定されている図書館では，サービスの充実・進展，利用の増
大によって収益を増やすという民間事業の経営手法を用いた事業の展開はむしろコストを
増やすばかりである98)． 
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第４章 質問紙調査 
 
4.1 調査概要 
4.1.1 調査目的 
 本調査では選考プロセスについて，全国的な公立図書館の概況を把握し，明らかにする
ことを目的とする．調査結果は，本調査の目的である概況の把握のためには，今回調査だ
けでは対象数が少なく不十分であるため，前回調査の結果に今回調査を合算して記載した． 
  
4.1.2 調査対象 
公立図書館に指定管理者制度を導入している地方自治体を対象とし，調査対象団体名は，
今回調査では日本図書館協会「指定管理者制度導入調査（報告）2011」との別表によって
特定した．この表では，特別区，政令市，市，町村に分類されており，複合施設内の図書
室や，図書分室，分館も含まれている．前回調査では調査期間が異なるため，当時の最新
調査である同調査の 2010年のものによって調査対象団体名の特定を行った．その結果，調
査対象の団体数は，前回調査が 119団体，今回調査が 18団体となった． 
 
4.1.3 調査方法 
郵送による質問紙調査を行った．宛名については，地方自治体における指定管理者制度
の導入の担当部署の名称を示した資料がないため，前述した 119団体のうち 30団体を無作
為抽出し，電話調査によって担当部署を確認した．電話調査の結果，公立図書館の指定管
理者制度の担当は各自治体によって異なること，指定管理者の担当部署は自治体内で明確
に定められていることがわかった．このことから，質問紙は，「公立図書館指定管理者担当
者」宛てに発送した． 
 
4.1.4 調査期間 
今回調査 平成 24（2012）年 9月１日から 10月 31日まで 
（前回調査 平成 23（2011）年 10月 5日から 11月 5日まで） 
 
4.1.5 回収率 
前回調査は．2011年 11月 7日時点で 65団体から回答があり，回答のなかった 55団体
について，葉書による督促を行った．最終的に 87団体から回答を得て，回収率は 72.5％と
なった．このうち，指定管理者制度から直営へ戻したとの回答が 2件，回答不可が 1件で
あった．そのため，有効回答数は 84団体となり，有効回答率は 70.6％である．なお，現在
は直営に戻したが，回答された団体が 1件あり，これは有効回答とした． 
今回調査は，追加調査として，2010年度までに新たに導入した 18の地方自治体に追加
調査した．2012年 10月 10日時点で 7団体から回答があり，回答のなかった 11団体につ
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いて，葉書による督促を行った．最終的に 10団体（回収率：55.6%）から回答を得て，前
回調査と今回調査の合計 97団体（回収率：70.8%）から回答を得た。 
本研究で実施した質問紙調査の結果が，図書館における指定管理者の実態を表している
かどうかをみるため，全国の自治体数と図書館へ指定管理者を導入した自治体の導入数，
質問紙調査の回答数を比較した．前回調査と今回調査を合計した回答を回答された自治体
数で集計し，市区町村別にみてみると，表 6のようになった．自治体数と回答数を比較す
ると，町の回答数は少ないが，導入数と比較してみると．大差はない．したがって，本研
究で実施した質問紙調査の結果は，図書館における指定管理者の実態をあらわしていると
いえる． 
 
表 6 全国の自治体数と図書館へ指定管理者の導入数と回答数の比較 
 
 
 
4.1.6 調査項目 
質問紙は 27項目の質問項目で構成し，以下の 6つの観点から作成した．質問のみの一覧
を下記に示し，本調査で作成し使用した質問紙は報告書の末尾に添付する．  
 
1) 管理者について 
2) 広報について 
3) 募集要項の策定について 
4) 運営基準について 
5) 選定について 
6) 市民の意見について 
 
1) 管理者について 
Q1  指定管理者の種類を 1～4より選択し，カッコ内にその団体の名称をご記入くだ
区分 自治体数
自治体数
合計に対
する割合
導入数*
導入数合
計に対する
割合
回答数*
回答数合
計に対する
割合
指定都市 20 1.1% 6 3.8% 6 6.2%
中核市 42 2.3% 3 1.9% 1 1.0%
特例市 40 2.2% 6 3.8% 3 3.1%
特別区 23 1.2% 10 6.3% 10 10.3%
市 790 42.8% 91 57.6% 59 60.8%
町 746 40.5% 37 23.4% 16 16.5%
村 183 9.9% 5 3.2% 2 2.1%
合計 1844 100% 158 100% 97 100%
*自治体数
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さい．（複数ある場合は複数の団体名をご記入ください） 
Q2  指定管理の業務範囲について，あてはまるものを一つお選びください． 
Q3  どのような理由でその管理者に決定しましたか．(複数選択可) 
 
2) 広報について 
Q4  指定管理者制度を導入するにあたり，管理者を公募しましたか． 
Q5  Q4.で「2.いいえ」を選択した方へお尋ねします．公募しなかったのはなぜです
か． 
Q6  Q4.で「1.はい」を選択した方へお尋ねします．指定管理者募集の広報手段につ
いてお聞かせください．（複数選択可） 
Q7  Q6.の募集の広報には指定管理者の資格要件も明示していましたか． 
Q8  Q7.で「2.いいえ」と選択した方へお尋ねします．指定管理者へ応募するための
資格要件などは，どうすれば入手できましたか． 
Q9  応募者（予定を含む）からの質問はありましたか．ある場合にはその内容と回
答もご記入ください． 
Q10  指定管理者の公募から締め切りまでの期間はどのくらいですか． 
 
3) 募集要項の策定について 
Q11  貴自治体は図書館の指定管理者制度導入にあたり，募集要項等の書類を策定し
ましたか． 
Q12  募集要項などの策定を担当する課などの名称をご記入ください． 
 
4) 運営基準について 
Q13  図書館に指定管理者を導入するにあたって，図書館の運営方針はどのように決
定しましたか 
Q14  上記 Q13.で 1～4と選択した方へお尋ねします．参考にした資料は何ですか  
 
5) 選定について 
Q15  指定管理者の選考方法はどのような方法でしたか． 
Q16  指定管理者を選考するにあたり，どのような点を評価するのか広報しましたか． 
Q17  指定管理者を選考するにあたり，段階を踏んで応募団体を選抜し，審査しまし
たか． 
Q18  Q17.で「1.はい」と選択した方へお尋ねします．それはどのような審査でした
か． 
Q19  指定管理者の選考過程で，事業者と図書館業務に関する話し合いは行いました
か 
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Q20  事業者の実績は評価基準の中に含まれますか． 
Q21  指定管理者の選考に関わる委員会や検討会はありますか．その名称と役割につ
いて具体的にご記入ください．複数ある場合は複数ご記入ください． 
Q22  指定管理者の選考のみを目的として設置した委員会などの構成員に関する規
定はありますか． 
 
6) 市民の意見について 
Q23  図書館への指定管理者の選考に関して委員（選考委員会などの構成員）の意見
が対立することはありましたか 
Q24  Q23.で「1.あった」と選択した方へお尋ねします．意見の対立にどう対応しま
したか（複数選択可） 
Q25  市民の意見を取り入れるためにパブリックコメントの募集等，意見を募ること
は行いましたか． 
Q26  収集したパブリックコメントや市民の意見はどのように活用されましたか．
（複数選択可） 
Q27  ご回答いただく方ご自身のことをうかがいます．あなたが所属する課などの組
織の名称をご記入ください． 
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4.2 調査結果 
 
回答の集計結果は次のとおりである．まず，回答結果を表で示した後に，当該の設問に
ついて述べる．回答は，回答選択肢，回答数，回答数に対する比率(％)の順に表に示した．
また，有効回答数を「N=実数」で示し，「その他」回答については，自由記述を求めている
ため，“自由記述では”として示した．ただし，複数回答が可能な設問については，（複数回
答）と示している．なお，Q27については，質問紙に回答した当該の地方自治体名のため，
掲載していない． 
 
 
4.2.1 単純集計結果 
表 7 指定管理者の種別 
（複数回答） N=101 
1.民間事業者 55 54.5% 
2.自治体の出資法人 18 17.8% 
3.NPO 法人 21 20.8% 
4.その他 7 6.9% 
 
Q1では，指定管理者の種類について尋ねた結果，表 7のようになった．「民間事業者」が
54.5％で最も多い．その次に「NPO法人」20.8％，「自治体の出資法人」17.8％が続く．
なお，「その他」の自由記述には，公共的団体を記入する回答が多く見られた．地方自治
体によって，複数の公立図書館をそれぞれ別の事業者に委託している場合と，一括して委
託している場合がある．そのため，有効回答数 N=101は，回答数とも回答団体の図書館数
とも一致しない．この条件を考えたとしても，管理者の割合は民間事業者が高いと推察で
きる．なお，その他には公共的団体を記入する回答が多かった． 
 
 
表 8 指定管理の業務範囲 
  
N=97 
1.図書館業務全般を任せている 75 77.3% 
2.一部業務のみ任せている 20 20.6% 
3.その他 2 2.1% 
 
Q2では，指定管理の業務範囲について尋ねた結果，表 8のようになった．「図書館業務
全般を任せている」が 77.3％で最も多い．「一部業務のみ任せている」場合，担当しない
業務について，自由記述で具体的に回答を求めたところ，“図書館協議会の運営”や“選
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書・資料の廃棄”，“図書館システムの契約”や“大規模な改修工事”，“館長業務以外”
などの回答が得られた． 
 
 
表 9 指定管理者を決定した理由 
（複数回答可） N=97 
1.当該館での経験のある人材を有する 23 24.0% 
2.経営理念が適切である 47 49.0% 
3.業務遂行能力がある 68 70.8% 
4.営利企業でない 17 17.7% 
5.自治体の意向を反映しやすい団体である 20 20.8% 
6.比較的コストがかからない 36 37.5% 
7.その他 20 20.8% 
 
Q3は，指定管理者を決定した理由について尋ねた結果，表 9のようになった．「業務遂
行能力がある」が 70.8％で最も多い．「経営理念が適切である」49.0％と「比較的コスト
がかからない」37.5％が続く．「その他」の自由記述では，“地方自治体が用いた選考方法
で最も適切であると判断されたため”などの回答が得られた． 
 
 
表 10 指定管理者の公募非公募 
  
N=97 
1.はい 74 76.3% 
2.いいえ 23 23.7% 
 
Q4は，指定管理者を公募したかどうかについて尋ねた結果，表 10のようになった．「は
い」が 76.3％で，「いいえ」が 23.7％である．つまり，公募を行なっている地方自治体は
非公募よりも多い． 
 
 
表 11 非公募の理由 
  
N=23 
1.業務の専門性を維持するため 9 39.1% 
2.新規事業者の参入が見込めないため 3 13.0% 
3.地方公社職員の雇用を配慮したため 1 4.3% 
4.その他 10 43.5% 
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Q5では，Q4で「いいえ」を選択した，つまり非公募の地方自治体について，その理由
を尋ねた結果，表 11のようになった．「その他」の回答が 43.5％で最も多い．その次は
「業務の専門性を維持するため」39.1％である．「その他」の自由記述では，“地域に密着
したサービスを行うために社会教育の経験があるNPO法人が良いと判断”や“収益の見込
める施設ではないため”，“管理委託を行っていた団体をそのまま指定”，“指定管理の
ための団体を設立したため”などの回答が得られた． 
 
 
表 12 公募の広報手段 
（複数回答可） N=97 
1.自治体ホームページ 72 75.0% 
2.区報などの自治体発行広報紙 57 59.4% 
3.指定管理者に関するウェブページ 6 6.3% 
4.指定管理者制度専門誌 0 0.0% 
5.窓口での案内 18 18.8% 
6.その他 5 5.2% 
 
Q6では，Q4で「はい」を選択した，つまり公募した地方自治体について，公募の広報
手段について尋ねた結果，表 12のようになった．「自治体ホームページ」が 75.0％で最も
多い．その次は「区報などの自治体発行広報紙」が 59.4％である．「その他」の自由記述で
は，“告示”や“新聞報道記事”，“ケーブルテレビ”などの回答が得られた． 
 
 
表 13 公募の際に指定管理者の資格要件の明示 
  
N=74 
1.はい 64 86.5% 
2.いいえ 7 9.5% 
3.資格要件はない 3 4.1% 
 
Q7では，公募の広報手段の内容として，指定管理者の資格要件を明示していたかについて
尋ねた結果，表 13のようになった．公募している地方自治体のうち，86.5％が資格要件を
明示している．この設問では「その他」の選択肢を設けなかったが，欄外の回答として，“募
集要項を窓口で配布し，そちらに資格要件を掲載したがホームページには載せていない”
などの回答が得られた． 
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表 14 資格要件を広報していない場合の入手方法 
 
N=7 
1.自治体(首長部局)への資料請求 0 
2.教育委員会へ資料請求 4 
3.資格要件を満たす団体へ広報した 0 
4.その他 3 
 
Q8では，Q7で「いいえ」つまり，資格要件を明示していない地方自治体に対して，資
格要件の入手方法について尋ねた．その結果，表 14のようになった．「教育委員会へ資料
請求」が最も多いが，回答数が少ないため，割合は示していない．「その他」の自由記述
では，“図書館の窓口で募集要項を配布”といった回答が得られた． 
 
 
表 15 応募者からの質問 
  
N=79 
1.あった 56 70.9% 
2.なかった 23 29.1% 
 
Q9では，応募者からの質問と内容について尋ねた結果，表 15のようになった．「あっ
た」が 70.9％と過半数の回答が得られた．質問内容を自由記述や資料の添付によって求め
たところ，人員配置，施設管理，図書館業務に関する質問が多く見られた．以下に内容を
抜粋して掲載する． 
図書館予算について，指定管理に係わる応募書類等，貸出予測や貸出冊数の変更等，コ
ピー機の料金徴収やリース代金等，使用可能な備品について，消耗品のコスト，ホームペ
ージに掲載可能な内容について等，メールカーの巡回頻度，巡回経路や冊数等，保険につ
いて，警備について，共同事業体での応募について，ゴミ処理に係わるコスト等，駐車場
は職員が利用可能かどうか等，学校や地域との連携について，蔵書点検について，移動図
書館のコスト，稼働状況について，図書館での連絡会議の頻度等，指定管理者選定委員の
構成員について，指定管理者選定基準について等の質問が多く見られた． 
これらの質問に対する回答では，予算等すでに規定してある事項に対してはそのまま回
答していたが，図書館業務に関する質問には，“事業者に判断を任せる”，といった内容
が多く，“条例や運営方針に従い行うこと”などと記述されていた．33団体から回答が得
られたが，内容を要約したものや抜粋したものもあり，他には“応募者からの質問はあっ
たが，その内容については回答できない”との回答も見られた． 
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表 16 公募から締め切りまでの期間 
 
N=75 
平均値 33.7  
最大値 90 
最小値 5 
中央値 31 
 
Q10では，指定管理者の公募から締め切りまでの期間について自由記述で尋ねた結果，表 
16のようになった．平均値は 33.7日間，最大値は 90日間，最小値は 5日間である．回答
を得られた 75団体のうち，40日間以上は 13団体，10日間以下は 5団体となった． 
 
表 17 募集要項の策定 
  
N=93 
1.はい 83 89.2% 
2.いいえ 10 10.8% 
 
Q11では，指定管理者制度を導入するにあたって募集要項を策定したかどうかについて
尋ねた結果，表 17のようになった．募集要項等を策定した地方自治体は 89.2％で，策定
していない地方自治体は 10.8％にとどまる．自由記述は設けていないが，欄外に“管理委
託より同じ事業者が指定管理者に移行したため検討する必要がなかった”といった回答が
あった． 
 
表 18 募集要項を策定する所管部署 
 （自由記述） N=64 
担当課    
教育委員会 
生涯学習課 29 45.3% 
社会教育課 8 12.5% 
図書館 5 7.8% 
その他 8 12.5% 
図書館   12 18.8% 
その他   21 32.8% 
 
Q12は，募集要項を策定した所管部署について，自由記述で尋ねた結果，表 17のよう
になった．回答を得た団体数は，Q11.で「はい」と回答された 83団体中 64団体で，“教
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育委員会生涯学習課”が最も多く，次に“中央図書館”との回答が多かった．「その他」
には，地方自治体独自の課名を分類した．地方自治体の特定を避けるため，名称は記載で
きないが，課名には“コミュニティ”や“文化”や“スポーツ”などが含まれていた．教
育委員会関係が半数以上を占めているため，募集要項などの策定を担当する所管部署は教
育委員会関係が多いといえる． 
 
表 19 図書館の運営方針の策定方法 
  N=86 
1.以前から策定していた図書館の運営方針を参考に策定した 48 55.8% 
2.指定管理者導入にあたって，新たに図書館の運営方針を策定した 10 11.6% 
3.地方自治体の図書館政策に基づいて運営方針を策定した 10 11.6% 
4.地方自治体の文化政策に基づいて運営方針を策定した 3 3.5% 
5.その他 1 1.2% 
6.特に検討しなかった 17 19.8% 
 
Q13は，指定管理者の導入にあたり図書館の運営方針の策定方法について尋ねた結果，
表 19のようになった．「以前から策定していた図書館の運営方針を参考に策定した」が
55.8％で最も多い．次は「特に検討しなかった」17.4％である．その他の自由記述による回
答では“文化会館、交流センターとの 3施設一体での指定管理としたので、3施設の総合的
な運営方針を策定した”という回答が得られた． 
 
表 20 図書館の運営方針を策定する際の参考資料 
   N=67 
参考にした資料 
 
 
図書館条例 図書館条例 14 20.9% 
直営時の運営方針 直営時の運営方針 6 9.0% 
市の施策に基づく計画  
総合計画 2 3.0% 
生涯学習計画 4 6.0% 
図書館構想 3 4.5% 
拡充計画 2 3.0% 
他団体の方針 他市の資料 6 9.0% 
内部参照 
前回の選考時の資料 3 4.5% 
内部資料 3 4.5% 
その他 
その他 4 6.0% 
特になし 10 14.9% 
 36 
 
 
Q14は，指定管理者を導入するにあたって，運営方針を策定する際に参考にした資料につ
いて自由記述で尋ねた結果，表 20のようになった．具体的に挙げられた資料名を見ると，
“図書館条例”という回答が最も多く，次に“特になし”が多くなった． 
 
 
表 21 選考方法 
 
 N=93 
1.一般競争入札 0 0.0% 
2.公募型プロポーザル方式 55 59.1% 
3.総合評価方式 24 25.8% 
4.その他 14 15.1% 
 
Q15は，指定管理者の選考方法について尋ねた結果，表 21のようになった．「公募型
プロポーザル方式」が 59.1％で最も多く，次が「総合評価方式」25.8％である．「その他」
が 15.1％で，自由記述では，“随意契約”や“指定”などの回答が得られた． 
 
 
表 22 選考での評価方法の広報 
  N=91 
1.金額のみ 1 1.1% 
2.金額と提案内容 7 7.7% 
3.評価項目を規定した 53 58.2% 
4.広報していない 27 29.7% 
5.その他 3 3.3% 
 
Q16は，選考での評価方法を広報したかどうかについて尋ねた結果，表 22のようにな
った．「評価項目を規定した」が 58.2％で最も多く，その次が「広報していない」29.7％
である．「その他」では，自由記述への記載がなく，具体的な回答は得られなかった． 
この設問では，複数回答を可能としていなかったが，「金額と提案内容」，「評価項目
を規定」の 2つを選択している回答がいくつか見られた．この場合，「金額と提案内容」
は「評価項目を規定した」に含まれると考え，「評価項目を規定」のみ集計し，「金額と
提案内容」については集計しなかった． 
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表 23 選考での複数段階の審査の有無 
  
N=91 
1.はい 48 52.7% 
2.いいえ 43 47.3% 
 
Q17は，選考にあたって段階を踏んで審査を実施したかについて尋ねた結果，表 23の
ようになった．「はい」は 52.7％，「いいえ」は 47.3％である．複数段階審査を行なって
いる地方自治体は約半数であることが明らかとなった． 
 
 
表 24 複数段階審査の内容 
  
N=48 
1.選考委員会等による複数段階審査 41 85.4% 
2.行政担当者による複数段階審査 4 8.3% 
3.その他 3 6.3% 
 
Q18は，Q17で「はい」と回答した，つまり複数段階によって審査を実施した地方自治
体へどのような審査を行ったか尋ねた結果，表 24のようになった．「選考委員会等による
複数段階審査」が 85.4％で最も多い．「その他」の自由記述では“行政担当者が選抜した
後に選考委員会で選考を行った”などの回答が得られた． 
 
 
表 25 選考過程での話し合い 
  
N=87 
1.業務を確認する話し合いがあった 15 17.2% 
2.業務に関する事業者の提案を聞いた 47 54.0% 
3.話し合いはない 20 23.0% 
4.その他 5 5.7% 
 
Q19は，選考過程で事業者と図書館業務に関する話し合いを実施したかについて尋ねた
結果，表 25のようになった．「業務に関する事業者の提案を聞いた」が 54.0％と最も多
い．これに，「業務を確認する話し合いがあった」17.2％を合計すると，71.2％となる．約
70％の地方自治体が事業者との話し合いの機会を設けているといえる． 
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表 26 事業者の実績は選考基準に含まれるかの是非 
 
N=88 
1.含まれる 55 62.5% 
2.主な評価基準ではないが，参考にする 23 26.1% 
3.含まれない 9 10.2% 
4.その他 1 1.1% 
 
Q20では，事業者の実績が評価基準，つまり選考基準に含まれるかどうかについて尋ね
た結果，表 26のようになった．「含まれる」62.5％が最も多く，次が「主な評価基準では
ないが，参考にする」26.1％で，合計で，88.6％となる．約 90％の地方自治体が事業者の
実績を評価基準に含めている． 
 
 
表 27 選考委員会の設置の有無 
  N=91 
1.ある 81 89.0% 
2.ない 10 11.0% 
 
Q21 では，選考に関わる委員会や検討会を設置したかどうかについて尋ね，その名称と
役割についても尋ねた結果，表 27のようになった．選考に関わる委員会が「ある」が 89.0％
と最も多い．選考に関わる委員会は，ほとんどの地方自治体では１つのみ設置されている
が，4団体では 2つ設置していた．1つのみ設置していた地方自治体では，名称は“指定管
理者選考（選定）委員会”が多く，役割は“選定基準に基づく審査と候補者の決定”であ
った．2つ設置していた地方自治体では，選定基準を検討する委員会と選定基準に基づき候
補者を決定する委員会といった役割分担を行なっていた．この設問では，選択肢を回答し
た後に，ある場合はその名称の回答を求めていたが，有無の回答をせずに委員会の名称と
役割のみを記入している回答がいくつかみられた．そのため，委員会の名称と役割が記入
してある場合には，「ある」という回答が得られたこととし，集計している． 
 
 
表 28 選考委員会の規定の有無 
  N=82 
1.規定はある 53 64.6% 
2.規定はない 29 35.4% 
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Q22では，選考委員会の構成員について規定があるかどうかについて尋ねた結果，表 28
のようになった．「規定がある」が 64.6％で，最も多い．「規定はない」場合には，具体
的な構成員を自由記述欄へ記述するよう求めている． 
また，規定を作成している場合には，その送付を依頼したところ，25団体から規定を返
送いただいた．そのうち，21団体が選考委員会等のみの条例を作成しており，他 4団体は，
指定管理者制度に係わる条例の中で選考委員会等について規定している．選考委員会等の
みの条例では，任務内容，人数，任期，選考方法，公開か非公開か等が規定されていた．
なかでも特徴的なのは，行政内部ではなく外部の選考委員会を構成員に含める規定と，利
害関係にある団体の応募がある場合は構成員として認められない等の規定である．  
 
 
表 29 選考委員等同士での意見の対立 
  
N=83 
1.あった 9 10.8% 
2.なかった 74 89.2% 
 
Q23では，選考委員会での選考に関して，委員同士（又は構成員同士）で意見の対立が
あったかどうかについて尋ねた結果，表 29のようになった．意見の対立が「なかった」と
の回答が 89.2％である． 
 
 
 
表 30 選考委員の意見の対立への対応 
（複数選択可） N=9 
1.選考委員会や検討会のなかで議論した 8 
2.専門家に意見を求めた 0 
3.指定管理者を再検討する要因となった 0 
4.その他 1 
 
Q24は，Q23で選考委員会の意見の対立が「あった」と回答した地方自治体に対して，
その際にどう対応したかについて尋ねた結果，表 30のようになった．「選考委員会や検討
会の中で議論した」が最も多い．回答数が少ないため，割合は示していない． 
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表 31 パブリックコメント募集の実施 
  N=87 
1.はい 9 10.3% 
2.いいえ 75 86.2% 
3.その他 3 3.4% 
 
Q25は，市民の意見を取り入れるためにパブリックコメントの募集等は実施したかにつ
いて尋ねた結果，表 31のようになった．「いいえ」が 86.2％で最も多い．「その他」の
回答の自由記述では“選考委員会に市民を招くことで市民の意見を取り入れることにつと
めた”，“図書館協議会で諮問を実施”などの回答が得られた． 
 
 
表 32 パブリックコメント等の活用方法 
N=8 
1. 図書館の運営方針作成の際に参考にした 4 
2. 選考委員会や検討会で取り上げて議論した 2 
3. 委員全員に配布した 0 
4. 民間事業者等に閲覧できるようにした 0 
5. その他 2 
 
Q26は，パブリックコメントの活用方法について尋ねた結果，表 32のようになった．「図
書館の運営方針作成の際に参考にした」が 4件で，「選考委員会や検討会で取り上げて議論
した」と「その他」がそれぞれ 2件である．自由記述に回答はなかった．回答数が少ない
ため，割合は示していない． 
 
 
4.2.2 単純集計結果まとめ 
回答の単純集計の結果についてまとめる．ここでは，設問の選択肢のうち，回答数が多
い上位三位までについて言及する．ただし，選択肢が 3 つまでである場合には全ての割合
について言及する． 
指定管理者の種類は，「民間事業者」が 54.5％で最も多い．その次に「NPO法人」20.8％，
「自治体の出資法人」17.8％が続く．なお，「その他」の自由記述には，公共的団体を記入
する回答が多く見られた．地方自治体によって，複数の公立図書館をそれぞれ別の事業者
に委託している場合と，一括して委託している場合がある． 
指定管理の業務範囲については，「図書館業務全般を任せている」が 77.3％で最も多い．
「一部業務のみ任せている」場合，担当しない業務について，自由記述で具体的に回答を
 41 
 
求めたところ，“選書・資料の廃棄”や“図書館システムの契約”や“大規模な改修工事”，
など，経費に係る回答が得られた． 
指定管理者の選定理由については，「業務遂行能力がある」が 70.8％で最も多い．「経
営理念が適切である」49.0％と「比較的コストがかからない」37.5％が続く． 
指定管理者を公募したかについては，「はい」が 76.3％で，「いいえ」が 23.7％である．
つまり，公募を行なっている地方自治体は非公募よりも多い． 
非公募の地方自治体で，公募しなかった理由については，「その他」の回答が 43.5％で
最も多い．「その他」の自由記述では，“管理委託を行っていた団体をそのまま指定”，“指
定管理のための団体を設立したため”などの回答が得られた．その次は「業務の専門性を維
持するため」39.1％で，次に「新規事業者の参入が見込めないため」13.0%となった．  
公募の地方自治体で，公募された広報手段については，「自治体ホームページ」が 75.0％
で最も多い．その次は「区報などの自治体発行広報紙」が 59.4％で，次が「窓口での案内」
18.8%となった． 
公募の自治体で，公募された広報手段で資格要件を明示していたかについて，86.5％が資
格要件を明示し，9.5%が明示しておらず，4.1%が資格要件はないと回答している．資格要
件を明示していない場合には，その入手方法を尋ねたところ，「教育委員会へ資料請求」
が最も多く，その他が続き，自由記述では“窓口で配布”等といった回答が得られた． 
指定管理者の応募者からの質問について，「あった」が 70.9％と過半数の回答が得られ，
「なかった」が 29.1%となった．質問内容を自由記述や資料の添付によって求めたところ，
人員配置，施設管理，図書館業務に関する質問が多く見られた．これらの質問に対しては
“事業者の判断に任せる”や“条例や運営方針に従うこと”といった回答がされていた． 
公募から締切までの期間について，平均値は 33.7日間，中央値は 31日間，最大値は 90
日間，最小値は 5日間である．回答を得られた 75団体のうち，40日間以上は 13団体，10
日間以下は 5団体となった． 
募集要項を策定したかどうかについて，募集要項等を策定した地方自治体は 89.2％で，
策定していない地方自治体は 10.8％にとどまった．また，募集要項を策定する担当課につ
いて自由記述で尋ねたところ，回答を得た団体数は 64団体で，“教育委員会生涯学習課”
が最も多く 45.3%，次に“中央図書館”との回答が 18.8%となった．その他は次に多くな
ったが，独自の課名であった．教育委員会所属で集計すると 78.1%と半数以上を占めてい
るため，募集要項などの策定を担当する所管部署は教育委員会関係が多いといえる． 
 図書館に指定管理者を導入するにあたって運営方針の策定について，「以前から策定して
いた図書館の運営方針を参考に策定した」が 55.8％で最も多い．次は「特に検討しなかっ
た」19.8％で，その次が「指定管理者導入にあたって，新たに図書館の運営方針を策定した」
と「地方自治体の図書館政策に基づいて運営方針を策定した」11.6%と同数の回答数となっ
た．また，策定の際に参考にした資料について自由記述で尋ねたところ，“図書館条例”が
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最も多く 20.9%，次に“特になし”が 14.9%で，その次が“直営時の運営方針”と“他市
の資料”で 9.0%となった． 
指定管理者の選考方法について，「公募型プロポーザル方式」が 59.1％で最も多く，次
が「総合評価方式」25.8％である．「その他」が 15.1％で，自由記述では，“随意契約”や“指
定”などの回答が得られた． 
指定管理者の選考にあたって選考基準を広報したかについて，「評価項目を規定した」
が 58.2％で最も多く，その次が「広報していない」29.7％で，次が「金額と提案内容」7.7%
となった． 
指定管理者の選考にあたって，段階を踏んで選抜したかについて，「はい」は 52.7％，「い
いえ」は 47.3％である．複数段階審査を行なっている地方自治体は約半数であることが明
らかとなった．また，複数段階審査を行っている地方自治体に対して，どのような審査か
尋ねたところ，「選考委員会等による複数段階審査」が 85.4％で最も多く，次に「行政担
当者による複数段階審査」8.3%で，「その他」の自由記述では“行政担当者が選抜した後
に選考委員会で選考を行った”などの回答が得られた． 
指定管理者の選考にあたって，事業者と図書館業務に関する話し合いは行ったかについ
て，「業務に関する事業者の提案を聞いた」が 54.0％と最も多く，「話し合いはない」が 23.0%
で，次に，「業務を確認する話し合いがあった」17.2％となった． 
事業者の実績は評価に含まれるかについて，「含まれる」62.5％が最も多く，次が「主な
評価基準ではないが，参考にする」26.1％で，その次が「含まれない」10.2%となった． 
指定管理者の選考に関わる委員会はあるかについて，選考に関わる委員会が「ある」が
89.0％と最も多く，「ない」が 11.0%となった．また，委員会の構成員の規定について，「規
定がある」が 64.6％で，最も多く，「規定はない」35.4%となった． 
指定管理者の選考に関して委員の意見が対立したかについて，意見の対立が「なかった」
との回答が 89.2％で，「あった」が 10.8%である．また，あったと回答した 9団体にどう対
応したか尋ねたところ，「選考委員会や検討会の中で議論した」が最も多くなった． 
市民の意見を取り入れるためにパブリックコメント等を行ったかについて，「いいえ」
が 86.2％で最も多く，「はい」10.3%で，「その他」3.4%の自由記述では“選考委員会に市
民を招くことで市民の意見を取り入れることにつとめた”，“図書館協議会で諮問を実施”
などの回答が得られた．また，収集したパブリックコメントの活用方法について，「図書館
の運営方針作成の際に参考にした」が 4件で，「選考委員会や検討会で取り上げて議論した」
と「その他」がそれぞれ 2件である． 
 
4.2.3 クロス集計結果 
本節では，前節での単純集計結果を用いてクロス集計を行う．指定管理者の選考プロセ
スにおいては，確立された導入の方法がなく，指定管理者の選考は入札による必要が無い
ため，透明性や公平性に疑義がある．そこで，選考プロセスにおいて透明性や公平性を担
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保するにあたって重要であると思われる，特に，自治体の規模，公募非公募，選考方法，
選考委員会を中心にクロス集計を行った． 
自治体の規模は，指定都市，中核市，特例市，特別区，市，町，村の別で集計を行う．
指定都市は，人口 50万以上の市のうちから政令で指定された市であり，中核市は人口 30
万以上の市の申出に基づき政令で指定された市であり，特例市は，人口 20万以上の市の申
出に基づき政令で指定された市である．その他の市は，人口 5万以上等の要件があり，町
村はそれ以外と位置づけられている99)．人口の過多はそのまま税収の過多と考えられ，クロ
ス集計をする指標の一つとして用いる． 
公募非公募は，指定管理者の選考は入札による必要がないため，コスト削減だけを目的
とした場合には，指定管理者の指定は非公募で行うことができる．具体的には，当該の施
設で既に業務委託を受託していた受託業者を指定管理者として指定すれば，選考にかかる
コスト削減ができ，また業務の引き継ぎ等にかかるコストを考慮しなくとも良い利点があ
る．一方で，公募では市場原理を導入することによって複数業者から最も運営コストのか
からない民間事業者等を指定管理者として指定することもできる．こういった利点は一つ
の導入要因として考えられ，クロス集計をする指標の一つとして用いる． 
選考方法は，一般競争入札や公募型プロポーザル方式等の入札方法によって．調達でき
るサービスが異なることは第三章で既に述べた．このため，選考方法によって図書館にお
ける指定管理者の行うことができるサービスに対して，地方自治体がいかなる意識をもっ
ているかが推察できる．具体的には，インフラ整備等といったできるかぎり安い値段で入
札を行い，節税を行うといった単純な調達では，一般競争入札が用いられるが，ソフトウ
ェアシステムの導入といった，適切なサービスの提供を行うために行政が作成する要求水
準書や仕様書による詳細な指示が必要な複雑な調達では，総合評価方式や公募型プロポー
ザルが用いられる．こういった選考方法の違いは地方自治体の図書館サービスへの意識を
推察でき，導入要因を考えるうえでの重要な点と言えるため，クロス集計をする指標の一
つとして用いる． 
選考委員会は，選考委員会が設置されているか，規定があるかについて，またどういっ
た委員で実施しているかは，提供されるサービスに係る． 
これらの回答結果をみることで，図書館における指定管理者の導入要因を特定するに至
る判断材料を得ることができる． 
公募非公募は，質問紙調査 Q4の設問で，選考方法は Q15の設問で，選考委員会は Q21
の設問で尋ねており，自治体の規模は，回答された自治体の区分に基づき，総務省ウェブ
サイトを参考に分析を行ったいる100)．集計結果の詳細については，公募非公募についての
単純集計結果は，前節の表 10に示しており，また自治体の区分についての単純集計結果は
表 6に，選考方法についての単純集計結果は，表 21に，選考委員会についての単純集計
結果は，表 27に，選考委員会の規定の有無についての単純集計結果は，表 28に示してい
る． 
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4.2.3.1 公募非公募を中心とした分析 
（1）自治体の区分 
公募非公募の別が，自治体の区分と関連があるかどうかを明らかにするため，クロス集
計を行った結果，表 33のようになった．  
 
表 33 自治体の区分と公募非公募の関連表（N=97） 
 
 
表 33をみてみると，全体の傾向である表 10と同様に，いずれの自治体の区分でも，公
募の割合が非公募の割合を上回っている．したがって，公募非公募の割合は，全体の傾向
と自治体の区分の傾向が同じとなることがわかった．その他の傾向としては，自治体の区
分が大規模である場合には公募の割合が高く，自治体の区分が小規模になるに従って非公
募の割合が高くなっていることがわかった． 
 
 
（2）指定管理者の区分 
 公募非公募の別が，指定管理者の区分と関連があるかどうかを明らかにするため，クロ
ス集計を行った結果，表 34のようになった． 
 
表 34 指定管理者の区分と公募非公募の関連表（N=97） 
 
公募 非公募 計
回答数 5 1 6
割合 83.3% 16.7% 100%
回答数 1 0 1
割合 100% 0% 100%
回答数 3 0 3
割合 100% 0% 100%
回答数 10 0 10
割合 100% 0% 100%
回答数 44 15 59
割合 74.6% 25.4% 100%
回答数 10 6 16
割合 62.5% 37.5% 100%
回答数 1 1 2
割合 50.0% 50.0% 100%
74 23 97
市
町
村
計
区分
指定都市
中核市
特例市
特別区
公募 非公募 総計
回答数 51 1 52
割合 98.1% 1.9% 100%
回答数 7 10 17
割合 41.2% 58.8% 100%
回答数 13 8 21
割合 61.9% 38.1% 100%
回答数 3 4 7
割合 42.9% 57.1% 100%
74 23 97
自治体の出資法人
NPO法人
その他
区分
計
民間事業者
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表 34をみてみると，指定管理者の区分の 4つのうち公募で指定された指定管理者の区
分 2つと，非公募で指定された指定管理者の区分 2つとなり，半分にわかれた．公募では
「民間事業者」と「NPO法人」が指定されている割合が高く，非公募では「自治体の出資
法人」と「その他」が指定されている割合が高いことがわかった． 
 
（3）選考方法 
公募非公募の別が，選考方法と関連があるかどうかを明らかにするため，クロス集計を
行った結果，表 35のようになった． 
 
表 35 選考方法と公募非公募の関連表（N=93） 
 
 
表 35をみてみると，公募型プロポーザル方式では公募の割合が高く，その他では非公募
の割合が高いため，公募型プロポーザル方式では公募が多く用いられ，その他では非公募
が多く用いられていることがわかった． 
 
（4）選考委員会の有無 
 公募非公募の別が，選考委員会の有無と関連があるかどうかを明らかにするため，クロ
ス集計を行った結果，表 36のようになった． 
 
表 36 選考委員会の有無と公募非公募の関連表（N=91） 
 
 
表 36をみてみると，公募では選考委員会がある割合が高く，非公募では選考委員会がな
い割合が高い．公募では複数の候補者のなかから選考するため，選考委員会を設置して選
公募 非公募 総計
回答数 0 0 0
割合 0% 0% 0%
回答数 54 1 55
割合 98.2% 1.8% 100%
回答数 17 7 24
割合 70.8% 29.2% 100%
回答数 2 12 14
割合 14.3% 85.7% 100%
計 73 20 93
その他
区分
一般競争入札
公募型プロポーザル方式
総合評価方式
公募 非公募 総計
回答数 70 11 81
割合 86.4% 13.6% 100%
回答数 2 8 10
割合 20.0% 80.0% 100%
72 19 91
選考委員会がある
選考委員会がない
計
区分
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考する必要があるが，非公募であっても選考委員会が設置されている地方自治体があるこ
とがわかった． 
 
（5）選考委員会の規定の有無 
 公募非公募の別が，選考委員会の規定の有無と関連があるかどうかを明らかにするため，
クロス集計を行った結果，表 37のようになった．選考委員会を設置している 82団体のう
ち，選考委員会の規定を定めているかを尋ねた結果とのクロス集計である． 
 
表 37 選考委員会の規定の有無と公募非公募の関連表（N=82） 
 
 
表 37をみてみると，公募非公募のうち，委員会の規定はないが公募である場合の割合が
最も高い． 
 
4.2.3.2 自治体の規模を中心とした分析 
（1）指定管理者の区分 
 自治体の規模の別が，指定管理者の区分と関連があるかどうかを明らかにするため，ク
ロス集計を行った結果，表 38のようになった． 
 
表 38 自治体の規模と指定管理者の区分の関連表（N=101） 
 
公募 非公募 総計
回答数 45 8 53
割合 84.9% 15.1% 100%
回答数 26 3 29
割合 89.7% 10.3% 100%
計 71 11 82
選考委員会の規定はある
選考委員会の規定はない
区分
民間事業者
自治体の出
資法人
NPO法人 その他 計
回答数 5 1 0 0 6
割合 83.3% 16.7% 0% 0% 100%
回答数 1 0 0 0 1
割合 100% 0% 0% 0% 100%
回答数 3 0 0 0 3
割合 100% 0% 0% 0% 100%
回答数 10 0 2 0 12
割合 83.3% 0% 16.7% 0% 100%
回答数 31 11 15 4 61
割合 50.8% 18.0% 24.6% 6.6% 100%
回答数 5 5 3 3 16
割合 31.3% 31.3% 18.8% 18.8% 100%
回答数 0 1 1 0 2
割合 0% 50.0% 50.0% 0% 100%
55 18 21 7 101計
指定都市
中核市
特例市
特別区
市
町
村
区分
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 表 38をみてみると，自治体の区分のうち，指定都市，中核市，特例市ではNPO法人
とその他の事業者を指定しておらず，民間事業者が指定されている割合が高いことがわか
る．そして，特別区では民間事業者が指定されている割合が高いものの，NPO法人も指定
されており，市では民間事業者が指定されている割合が高いものの，自治体の出資法人，
NPO法人，その他が指定されている．町では，全ての事業者が指定されており，比較的民
間事業者と自治体の出資法人が指定されている割合が高い．村では，自治体の出資法人と
NPO法人が指定されており，民間事業者とその他は指定されていない．指定都市，中核市，
特例市，特別区を大規模な自治体と考え，市，町，村を小規模な自治体と考えてみると，
大規模な自治体ほど民間事業者を指定している割合が高く，それ以外の割合は低い．した
がって，大規模な自治体では民間事業者が指定されている事が多く，小規模な自治体では
様々な事業者が指定されていることが明らかとなった． 
 
（2）選考方法 
自治体の規模の別が，選考委方法と関連があるかどうかを明らかにするため，クロス集
計を行った結果，表 39のようになった． 
 
表 39 選考方法と自治体の区分の関連表（N=93） 
 
 
表 39をみてみると，自治体の区分のうち，中核市と特例市では公募型プロポーザル方式
が用いられている割合が 100%と高く，特別区も高い．一方で指定都市，市，町では公募型
プロポーザル方式の割合が半数を超えるものの，総合評価方式とその他の選考方法も用い
られていることがわかった．村では，総合評価方式とその他の選考方法の割合が高い． 
 
（3）選考委員会の有無の区分 
 自治体の規模の別が，選考委員会の有無の区分と関連があるかどうかを明らかにするた
め，クロス集計を行った結果，表 40のようになった． 
一般競争入札
公募型プロポー
ザル方式
総合評価方式 その他 総計
回答数 0 3 2 1 6
割合 0% 50.0% 33.3% 16.7% 100%
回答数 0 1 0 0 1
割合 0% 100% 0% 0% 100%
回答数 0 3 0 0 3
割合 0% 100% 0% 0% 100%
回答数 0 8 2 0 10
割合 0% 80.0% 20.0% 0% 100%
回答数 0 32 15 9 56
割合 0% 57.1% 26.8% 16.1% 100%
回答数 0 8 4 3 15
割合 0% 53.3% 26.7% 20.0% 100%
回答数 0 0 1 1 2
割合 0% 0% 50.0% 50.0% 100%
0 55 24 14 93
市
町
村
区分
計
指定都市
中核市
特例市
特別区
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表 40 自治体の規模と選考委員会の有無の区分の関連表（N=91） 
 
 
 表 40をみてみると，自治体の区分のうち，指定都市，中核市，特例市では選考委員会を
設置している割合が 100%で，特別区，市，町，村でも選考委員会を設置している割合は設
置していない自治体に比べて高いことがわかった．大規模な自治体ほど選考委員会を設置
している割合が高く，小規模な自治体では設置していない傾向があることがわかった．  
 
（4）選考委員会の規定の有無 
自治体の規模の別が，選考委員会の有無の区分と関連があるかどうかを明らかにするた
め，クロス集計を行った結果，表 41のようになった．選考委員会を設置している 82団体
のうち，選考委員会の規定を定めているかを尋ねた結果とのクロス集計である． 
 
表 41 選考委員会の規定の有無と自治体の区分の関連表（N=82） 
 
選考委員
会はある
選考委員
会はない
総計
回答数 6 0 6
割合 100% 0% 100%
回答数 1 0 1
割合 100% 0% 100%
回答数 3 0 3
割合 100% 0% 100%
回答数 8 1 9
割合 88.9% 11.1% 100%
回答数 50 7 57
割合 87.7% 12.3% 100%
回答数 12 2 14
割合 85.7% 14.3% 100%
回答数 1 0 1
割合 100% 0% 100%
計 81 10 91
市
町
村
区分
指定都市
中核市
特例市
特別区
選考委員会の
規定はある
選考委員会の
規定はない
総計
回答数 4 2 6
割合 66.7% 33.3% 100%
回答数 0 1 1
割合 0% 100% 100%
回答数 2 1 3
割合 66.7% 33.3% 100%
回答数 9 1 10
割合 90.0% 10.0% 100%
回答数 30 18 48
割合 62.5% 37.5% 100%
回答数 7 6 13
割合 53.8% 46.2% 100%
回答数 1 0 1
割合 100% 0% 100%
計 53 29 82
特別区
特例市
区分
市
指定都市
村
中核市
町
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表 41をみてみると，選考委員会の規定がある自治体の区分としては，特別区と村が高い
傾向があることがわかった． 
 
4.2.4クロス集計結果まとめ 
クロス集計では，特に，公募非公募，自治体の規模，選考方法，選考委員会を中心にク
ロス集計を行った．まず，公募と非公募を中心としたクロス集計について述べる． 
自治体の区分の「指定都市」「特例市」「中核市」「特別区」「市」「町」「村」いずれの区
分でも，公募の割合が非公募の割合を上回っており，したがって，公募非公募の割合は，
全体の傾向とそれぞれの自治体の区分の傾向が同じとなることがわかった．その他の傾向
としては，自治体の区分が大規模である場合には公募の割合が高く，自治体の区分が小規
模になるに従って公募よりは低いが，非公募の割合が高くなっていることがわかった． 
指定管理者の区分の「民間事業者」，「自治体の出資法人」「NPO法人」「その他」4つの
うち，公募では「民間事業者」「NPO法人」の割合が高く，非公募では「自治体の出資法
人」「その他」の割合が高くなった．  
選考方法では，「公募型プロポーザル方式」では「公募」の割合が高く，「その他」では
「非公募」の割合が高いため，「公募型プロポーザル方式」では「公募」が多く用いられ，
「その他」では「非公募」が多く用いられていることがわかった． 
選考委員会の設置の有無では，公募は「選考委員会はある」割合が高く，非公募は「選
考委員会はない」割合が高い．公募では複数の候補者のなかから選考するため，選考委員
会を設置して選考する必要があると推察されるので，設置されている割合が高いことは予
測されたが，非公募であっても選考委員会が設置されている地方自治体があることがわか
った．選考委員会の規定の有無では，公募非公募のうち，公募で「選考委員会の規定はな
い」割合が最も高い． 
次に，自治体の区分を中心としたクロス集計について述べる．指定管理者の区分では，
自治体の区分のうち，「指定都市」，「中核市」，「特例市」では「民間事業者」が指定されて
いる割合が高く，「NPO法人」と「その他」の事業者を全く指定していないことがわかる．
そして，「特別区」では「民間事業者」が指定されている割合が高い．「市」では「民間事
業者」が指定されている割合が高いものの，「自治体の出資法人」，「NPO法人」，「その他」
が指定されている．「町」では，全ての事業者が指定されており，比較的に「民間事業者」
と「自治体の出資法人」が指定されている割合が高い．「村」では，「自治体の出資法人」
と「NPO法人」が指定されており，「民間事業者」と「その他」は指定されていない．「指
定都市」，「中核市」，「特例市」，「特別区」を大規模な自治体と考え，「市」，「町」，「村」を
小規模な自治体と考えてみると，大規模な自治体では「民間事業者」が指定されている事
が多く，小規模な自治体では様々な事業者が指定されている傾向があることがわかった． 
選考方法では，自治体の区分のうち，「中核市」と「特例市」では「公募型プロポーザル
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方式」が用いられている割合が 100%と高く，「特別区」も 8割と高い．一方で「指定都市」，
「市」，「町」では「公募型プロポーザル方式」の割合が半数を超えるものの，「総合評価方
式」と「その他」の選考方法も用いられていることがわかった．「村」では，「総合評価方
式」と「その他」の選考方法の割合が高い． 
自治体の区分のうち，「指定都市」，「中核市」，「特例市」では「選考委員会はある」割合
が 100%で，「特別区」，「市」，「町」，「村」でも「選考委員会はある」割合は設置していな
い自治体に比べて高いことがわかった．「指定都市」，「中核市」，「特例市」を大規模な自治
体と考え，「市」，「町」，「村」を小規模な自治体と考えてみると，大規模な自治体ほど選考
委員会を設置している割合が高く，小規模な自治体では設置していない傾向があることが
わかる．ただし，大規模な自治体の特別区でも設置していない自治体があり，例外もある
ことがわかる．選考委員会の規定がある自治体の区分としては，「特別区」と「村」の割合
が高い傾向があることがわかった． 
 
4.3 調査結果の分析 
指定管理者の種類は，「民間事業者」が 54.5％で最も多い．その次に「NPO法人」20.8％，
「自治体の出資法人」17.8％が続く．なお，「その他」の自由記述には，公共的団体を記入
する回答が多く見られた．地方自治体によって，複数の公立図書館をそれぞれ別の事業者
に委託している場合と，一括して委託している場合がある．クロス集計では，公募では「民
間事業者」「NPO法人」の割合が高く，非公募では「自治体の出資法人」「その他」の割合
が高くなった．また，自治体の区分のうち，「指定都市」，「中核市」，「特例市」では「民間
事業者」が指定されている割合が高く，「NPO 法人」と「その他」の事業者を全く指定し
ていないことがわかった．「指定都市」，「中核市」，「特例市」，「特別区」を大規模な自治体
と考え，「市」，「町」，「村」を小規模な自治体と考えてみると，大規模な自治体では「民間
事業者」が指定されている事が多く，小規模な自治体では様々な事業者が指定されている
傾向があることがわかった． 
指定管理者を公募したかについては，「はい」が 76.3％で，「いいえ」が 23.7％である．
つまり，公募を行なっている地方自治体は非公募よりも多い．クロス集計では，自治体の
区分の「指定都市」「特例市」「中核市」「特別区」「市」「町」「村」いずれの区分でも，「公
募」の割合が「非公募」の割合を上回っており，自治体の区分が大規模である場合には公
募の割合が高く，自治体の区分が小規模になるに従って公募よりは低いが，非公募の割合
が高くなっていることがわかった． 
指定管理者の選考方法について，「公募型プロポーザル方式」が 59.1％で最も多く，次
が「総合評価方式」25.8％である．「その他」が 15.1％で，自由記述では，“随意契約”や“指
定”などの回答が得られた．クロス集計では，「公募型プロポーザル方式」は「公募」の割合
が高く，「その他」では「非公募」の割合が高いため，「公募型プロポーザル方式」では「公
募」が多く用いられ，「その他」では「非公募」が多く用いられていることがわかった．そ
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して，自治体の区分のうち，「中核市」と「特例市」では「公募型プロポーザル方式」が用
いられている割合が 100%と高く，「特別区」も 8割と高い．一方で「指定都市」，「市」，「町」
では「公募型プロポーザル方式」の割合が半数を超えるものの，「総合評価方式」と「その
他」の選考方法も用いられていることがわかった．「村」では，「総合評価方式」と「その
他」の選考方法の割合が高い． 
指定管理者の選考に関わる委員会はあるかについて，選考に関わる委員会が「ある」が
89.0％と最も多く，「ない」が 11.0%となった．また，委員会の構成員の規定について，「規
定がある」が 64.6％で，最も多く，「規定はない」35.4%となった．クロス集計では，「公
募」は「選考委員会はある」割合が高く，「非公募」は「選考委員会はない」割合が高い．
「公募」では複数の候補者のなかから選考するため，選考委員会を設置して選考する必要
があると推察されるので，設置されている割合が高いことは予測されたが，「非公募」であ
っても選考委員会が設置されている地方自治体があることがわかった．選考委員会の規定
の有無では，公募非公募のうち，「公募」で「選考委員会の規定はない」割合が最も高い．
自治体の区分のうち，「指定都市」，「中核市」，「特例市」を大規模な自治体と考え，「市」，
「町」，「村」を小規模な自治体と考えてみると，大規模な自治体ほど選考委員会を設置し
ている割合が高く，小規模な自治体では設置していない傾向があることがわかる．ただし，
大規模な自治体の特別区でも設置していない自治体があり，例外もあることがわかる．   
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第５章 インタビュー調査 
 
5.1 調査の概要 
 
5.1.1 調査目的 
インタビュー調査の目的は，質問紙調査の内容をインタビュー調査によって詳らかにす
ることにある．質問紙調査では，選考プロセスについて，悉皆調査を行い，全国的な公立
図書館の概況を把握し，明らかにした．よってインタビュー調査では，質問紙調査の回答
に基づき，より選考プロセスについて詳らかにすることで意思決定の過程を明らかにし，
導入要因を特定することを目的とする． 
本研究の目的は，公立図書館における指定管理者制度の導入要因があるのかを明らかに
し，地方自治体が公共サービス改革に取り組む判断基準の策定に資するための，検討材料
を提供することである．この目的を達成するために設定した仮説のうち，インタビュー調
査では仮説 1の「指定管理者制度の導入の決定に関わった人物・部署は，指定管理者の選
考手続きに関与している．」を検証する． 
 
5.1.2 調査対象 
対象は，質問紙調査の回答をより詳らかにする目的のため，公立図書館に指定管理者制
度が導入され，質問紙調査に回答した地方自治体 95団体とした． 
 
5.1.3 調査依頼 
調査依頼は，質問紙調査に回答した部署へ依頼状を送付し，インタビュー調査への協力
を依頼した．依頼した順序は，公立図書館へ指定管理者制度を導入された年度が新しい順
に，2010年度より順次依頼を行った．回答期限は送付日より 2週間後に設定し，督促は，
依頼状に記載した回答期限の 1週間後に送付した． 
 
5.1.4 調査協力の回答 
2010年度に指定管理者制度を導入された 11団体に依頼したところ，8団体から回答があ
り，「協力する」と回答が得られたのは 2団体で，回答保留が 1団体となった．2009年度
に指定管理者制度を導入された 18団体に依頼したところ，15団体から回答があり，「協力
する」と回答が得られたのは 5団体で，回答保留が 2団体となった． 
合計で，2010年度と 2009年度では 29団体に依頼し，「協力しない」が 13団体，「協力
する」が 7団体となった．回答保留の 3団体については，「課内で検討し再回答を行う」や，
「現在選考中のため，選考終了後に協力を行う」や，「繁忙期のため対応後に協力する」と
いった回答で，調査日程について再依頼を行ったが，回答が得られなかった． 
「協力しない」と回答した地方自治体からは，特に協力しない理由を記述で求めたわけ
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ではないが，「担当者が退職・異動したため協力できない」とされた地方自治体が 13団体
のうち 3団体あった．導入年度を鑑みても，通常 2～3年で部署異動を行う自治体が多くあ
ることから，2008年度以降の地方自治体に対しては，2009年までの協力できると回答した
6団体の属性（人口規模，図書館総数，公募非公募）をみて，偏りが出ないように，6団体
へ依頼した．6団体のうち，5団体から「協力しない」という回答が得られた．調査協力を
依頼した 35団体のうち，インタビュー調査を実施したのは 7団体となった． 
2014年 1月 16日時点で，協力が得られた地方自治体は，表 42のとおりで，インタビ
ュー順に示した． 
 
表 42 実施団体の概要 
  人口（約） 図書館数 導入館数 導入率 公募非公募 導入年 
A 自治体 60,000 1 1 100% 公募 2010 
B 自治体 170,000 9 2 22% 公募 2010 
C 自治体 40,000 1 1 100% 公募 2009 
D 自治体 50,000 1 1 100% 公募 2009 
E 自治体 30,000 1 1 100% 非公募 2009 
F 自治体 30,000 1 1 100% 公募 2009 
G 自治体 320,000 10 6 60% 公募 2009 
関東 3団体，近畿 2団体，東北 1団体，九州 1団体 
 
5.1.5 調査方法 
焦点面接法による半構造化インタビューを用いる．焦点面接法とは，“ある事象の特定の
側面について詳細に質問をする面接法”101)のことで，調査者がある事象について仮説を立て
ておき，仮説に沿ってシナリオを準備する手法である． 
 
5.1.6 調査期間 
 平成 25年 1月 1日から平成 25年 12月 31日まで 
上記の調査期間のうち，1日間を調査日として，1自治体あたり 1時間程度 
 
5.1.7 設問の内容 
インタビュー調査は，質問紙調査の設問をより詳細に尋ねる形で，半構造化インタビューを
用いて行った．そのため，インタビュー調査の設問は，質問紙調査の調査項目とその内容を元
に作成した．主に質問紙で調査していない項目と，回答にばらつきが見られた項目について尋
ねた．具体的な内容としては設問 Aのとおりである．なお，E自治体については，選考委員会
がなく，図書館へ指定管理者を導入するための団体を設立されているため，設問 B を尋ねた． 
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設問 A 
（1）ご担当されていること 
（2）部署の役割分担 
（3）選考委員にはどのような意見を期待したか 
（4）指定管理者制度の導入前の管理運営について 
（5）選考の方法について 
（6）直営に戻す予定 
（7）指定管理者制度を導入することに反対意見 
（8）指定期間と更新回数について 
（9）その他 
 
設問 B 
（1）担当されていること 
（2）団体を設立した経緯についてお聞かせください． 
（3）部署の役割分担 
（4）指定管理者制度の導入前の管理運営 
（5）庁議では何を話し合ったのでしょうか． 
（6）指定期間が変更される予定はありますか． 
（7）指定管理者制度での団体の評価基準等あればお聞かせください． 
（8）総合計画のなかで，団体を設立する旨が予定されていたということですが，行政改革の一
環として盛り込まれていたのでしょうか． 
（9）団体が入った後にサービスの面で変わった部分はありますか． 
（10）図書館協議会はまだありますか． 
（11）更新回数に制限を設ける可能性はありますか． 
（12）1期目を終えて 2期目の検討をするうえで，仕様書を変える予定はありますか． 
（13）図書館の併設されている複合施設は，指定管理者制度を前提で作られた施設ですか． 
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5.2 調査結果 
 
インタビュー調査結果は次のとおりである．自治体ごとに調査結果を記載し，インタビューの
設問には番号を付けて示した．（9）その他については，設問の文頭に Qを，回答に Aを付けて示
した． 
 
 
5.2.1 A自治体 
A自治体は，人口が約 60000人で，図書館数 1館のうち，導入館数は 1館で，図書館への指定
管理者導入率は 100%である．指定管理者の選考は，公募で，図書館へ指定管理者を導入したの
は 2010年度である． 
 
（1）ご担当されていること 
生涯教育課の所属で，施設（図書館）指定管理者と首長部局や市民との調整役． 
 
（2）部署の役割分担について 
政策室行政改革担当：制度全般について，施設に指定管理を導入するか否か 
教育委員会生涯教育課：指定管理を導入するにあたっての募集要項作成等の実務 
→政策室からは丸投げではなく，募集方法等は両部局で話し合いながら行なっている 
→選考委員の選定や運営などは生涯教育課 
公募非公募の判断は政策室で，基本的には公募．老人保健施設等が非公募なのはもともと管理委
託で請け負っていた団体がいたため 
 
（3）選考委員にはどのような意見を期待したか 
市民 2名→市民の声 
センター長→実務者 
教育委員長→行政 
知識→有識者 
施設（図書館）を取り巻く様々な視点からの意見を期待 
このほか，事業者の財務状況を公認会計士に診断してもらった 
 
（4）指定管理者制度の導入前の管理運営について 
導入前は直営で，（複合）施設の窓口は業務委託 
施設を設置した当初は，直営の計画で建てられていた 
 
（5）選考の方法について 
プレゼン 45分質疑 45分 
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選考委員会は全部で 3回，基準作成，選考，協議 
→選考結果，議事録は公開されている 
 
（6）直営に戻す予定 
特に予定はない指定管理者制度を導入してうまくいっている 
 
（7）指定管理者制度を導入することに反対意見 
・図書館協議会から「有料化するのでは」の反対意見 
・市議会での市議から反対意見（教育長対応） 
・パブリックコメントからは強い反対はなかった 
・利用者からの反対の声はあったが，反対運動まではなかった 
・ボランティアや臨時職員からは不安の声が少し→指定管理者に直営時と同様の待遇を募集要項
に盛り込んだ 
それぞれの反対意見に対し，説明を行い納得してもらった 
 
（8）指定期間と更新回数について 
現段階では設けていない． 
 
（9）その他 
指定管理者制度を導入してよかったこと 
人を集める取組が多くなった 
 ・布絵本サークルが新しくできて活動 
 ・分館でも自主事業が増え，利用が増えた 
 ・映画会が 2回→4回 
 ・本の見せ方が良くなった→POP等の装飾 
 ・学校への出張読み聞かせが 2ヶ所→全校 
 ・貸出冊数と利用登録者数が増えた 
相互貸借等の事務作業が早くなった 
 ・司書資格所持者が 2人→14人 
よくなかったことはあまりない 
 ・クレーム等はあるが，融通がきかないといった日常的なもの 
 
 
5.2.2 B自治体  
B 自治体は，人口が約 170000 人で，図書館数 9 館のうち，導入館は 2 館で，図書館への指定
管理者の導入率は 22%である．指定管理者の選考は公募で，図書館へ指定管理者を導入したのは
2010年度である． 
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（1）ご担当されていること 
市教育委員会図書館主査で，市教育部図書館主査 
図書館の管理運営に支障は生じないか，サービスの向上が図れるのか，利用状況はどのように変
わるのかなど，指定管理者制度導入に伴う検証を実施し，他の地区図書館への拡大を検討してい
くために設置された役職 
 
（2）部署の役割分担について 
行政経営課は，指定管理者制度導入の方針や公募・選考手順，各種報告書の提出等についての方
針（ガイドライン）作成，関連条例・規則の制定，選定審査会の運営，評価検討委員会の運営（モ
ニタリング２次評価の実施）など 
図書館：指定管理者募集要項，業務仕様書等の作成，参加申込等公募事務，指定管理者との調整
事務，連絡調整会議の開催，モニタリング（１次評価）の実施など 
モニタリングの評価シートは行政経営課が作成しているため，すべての施設で共通のもの，評価
できない部分が多いというのが課題である．評価対象外となる項目（利用料や施設管理に関わる
項目など）が多く，図書館のサービスについて正しく評価できる項目が少ない． 
 
（3）選考委員にはどのような意見を期待したか 
「期待する意見」というよりは，専門職でないと評価が難しい項目（財務状況や図書館のサービ
スなど）については，各項目の専門分野の委員から意見をいただき，その意見等を参考にして，
すべての委員が全項目（図書館の場合は 14項目）を同じように評価する．選考基準表は 14項目
あり，公認会計士は財務状況，市民は市民の意見として広く浅く，それぞれの委員が全ての項目
を同じように評価する．選考委員同士で評価について話し合いをする．条例上，専門分野の委員
（２名まで）を加えてもよいことになっており，加える場合には，図書館側が図書館情報学等を
専門とする大学教授等に依頼することになる（必ずしも図書館が依頼しなければならないわけで
はなく，他の施設では行政経営課が依頼をする場合もある）． 
 
（4）指定管理者制度の導入前の管理運営について 
指定管理導入前は直営だったが，嘱託と臨時職員もいた． 
 
（5）選考の方法について 
選考は，まず教育委員会（事務局：図書館）から公の施設指定管理者候補者選定審査会（事務局：
行政経営課）に選定の諮問を行う．ただし，指定管理者への審査結果等の通知は図書館が行って
いる． 
具体的な審査方法としては，書類審査とプレゼンがある．書類審査は，選考基準によって 3 社選
び，プレゼンは評価一位を決定して候補者を決める．実績も評価の対象になるが，具体的に何点
という形にはしていない．募集そのものに図書館業務の実績があるところでないと応募できない
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という旨を入れた．仕様書や提出書類の配布は窓口のみで CD-ROMで行った． 
 
（6）直営に戻す予定 
現時点では段階的に導入する方針は変わっていない．「図書館見直し方針」の中では，第１段階と
して地区図書館に一括で導入し，その後第２段階として中央図書館に導入することになっていた．
現在は，中央図書館については，どうしても直営で行わなければならない業務が若干あるので，
指定管理を導入した場合と，窓口業務を委託化した場合とで，どの程度違いがでてくるのかは，
今後研究をしてみないと分からない． 
 
（7）指定管理者制度を導入することに反対意見 
平成 22年度は，市議会や市民団体，職員から反対の声があり，最終的に導入するのが 2館になっ
た上で，なおかつ試行的導入という位置づけとした．指定管理者制度は根強い反対の声があった
が，貸出冊数や利用者数が増え，利用者の満足度も高かったことと，管理運営上，大きな支障が
生じなかった．この検証結果が出てからは，拡大導入について表立って反対する意見は少なくな
り，残りの館すべてに導入するのではなく，段階的な導入を検討すべきという意見が多くなった．
司書採用を続けるべきという意見があり，長年の経験が必要なレファレンス等は指定管理で大丈
夫なのかといった意見があった． 
 
（8）指定期間と更新回数について 
特に制限は設けていない．公募を行い，その手続き上の公正性があれば同じ事業者であっても指
定する予定である．つまり，良いサービスを行なっていた事業者をわざわざ外すことはないと考
えている．「手続き上の公正性」は市側が確保するもの．審査の結果，総合的に評価が高ければ（１
位であれば），引き続き指定管理者に指定することを拒む規定等（更新回数制限等）は，現在のと
ころない． 
 
（9）その他 
自主事業も含めた指定管理者の全体の取り組みに刺激を受けて，直営館がどうするかということ
で，結果としては，そういった刺激を受けて，同じようなことや何か新しいことに取り組んだと
いうことはなかった． 
他自治体は，「１件 50 万円未満」という基準で指定管理者に修繕をさせているところが多いので
すが，本市は１件ではなく，「年間 30万円」を限度額にしている． 
修繕をすべて市が行うことにすると，手続きの関係で迅速な対応ができなくなるため，一定の限
度額を設けて，少額の修繕は指定管理者に行わせることにした． 
 
 
5.2.3 C自治体 
C自治体は，人口が約 40000人で，図書館数 1館のうち，導入館数は 1館で，図書館への指定
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管理者導入率は 100%である．指定管理者の選考は，公募で，図書館へ指定管理者を導入したの
は 2009年度である． 
 
（1）ご担当されていること 
生涯学習課に相当する部署に所属している．業務内容としては，指定管理者と首長部局との連絡
調整．指定管理者への要望を伝えたり，講座や郷土資料館をフォローしたりしている．どちらか
に決定権があるわけではなく，両名とも主たる担当で協議して決めている． 
 
（2）部署の役割分担について 
・生涯学習課に相当する部署（図書館の図書館所管部署） 
・財務グループ（指定管理者制度の図書館所管部署） 
選考委員会は，生涯学習課に相当する部署が決めた．図書館協議会が選考委員会の構成員である．
平成 26年度の指定管理者制度について，平成 24年度に財務グループから公募か非公募か直営に
戻すかという照会があった．生涯学習課に相当する部署は継続して指定管理者制度で，公募型プ
ロポーザル方式で行うと回答した．財務グループは指定管理者全体に関する調査や，今後につい
ての検討，評価委員会の運営を行っている．図書館所管部署が作成した選考の要綱等は，財務グ
ループが統括している．指定管理者制度を導入するかどうかを検討する判断は，生涯学習課に相
当する部署が行った．導入にあたってのスケジュールのガイドラインは財務グループからあった． 
 
（3）選考委員にはどのような意見を期待したか 
構成員としては，図書館協議会 6名＋1名．図書館協議会は，直営の頃からいた． 
図書館協議会の構成員は，教育委員長，図書館所管部署長，元司書（直営のころから働いていた．
利用者についても知っているので，専門的な視点からの図書館サービスへの意見），図書館ボラン
ティア（日常的に施設を利用しており，図書館について詳しいので利用者目線），公民館長（視点
としては第三者，図書館に関する専門知識がない一般市民として），小学校教諭（学校図書館との
システム連携をする予定なので，学校と図書館の連携からの視点，学校が望むこと）である． 
 
（4）指定管理者制度の導入前の管理運営について 
直営でした． 
 
（5）選考の方法について 
平成 26年度で，以下の日程で進行中である． 
7月 1回目 選考委員会が選考基準について協議 
10月 公募（募集要項の必要項目を満たしているか，必要書類があるか見る） 
10月 2回目 選定委員会で書類審査，プロポーザル 
12月 議会に上程 
1-3月 引き継ぎ，基本協定（指定期間全体）と年度協定（単年度）について協議する． 
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プレゼンは 15分くらいで質疑は 10分くらい．一期目は委員同士の話し合いはなく，議事録は残
っていない．プレゼン，質疑後の評価の際には評価用紙に備考欄があるので，委員の意見はそち
らへ自由記述をお願いしている．選考委員会は図書館協議会委員であり，必ず選考委員は協議会
委員である選考委員会は任用期間がないが，図書館協議会は 2 年の任期がある．プレゼンのなか
で，新たなサービスの提案をお願いしている．選考基準について協議，とは，現行の運用を踏ま
えて，これからの指定期間に，行政がなにを望むかを募集要項に盛り込んでいるので，それに関
する意見．また，協議会からの意見もあるので，その調整．選考基準の点数配分について協議を
行った．協議会の意見を肉付けしていくかたち．選考基準として，実績の項目は設けていない．
現在の指定管理者とは，募集要項や提案等が現状の改善になるので，その点では有利になるかも
しれないが優遇はしていない．団体の受託実績は資料を提出してもらっているので，参考にはし
ている． 
 
（6）直営に戻す予定 
直営に戻す予定はない．現在の運営が指定管理者でうまくいっていおり，直営時よりも小展示が
増え，POPや見出しが増えてサービスが向上したという意見がある． 
 
（7）指定管理者制度を導入することに反対意見 
地域住民からの反対意見，反対運動は聞いたことがないが（導入当時の担当ではなかったが），市
議会の中でメリット・デメリットについて議論があった．市議から反対意見があったようだが，
国の構造改革が進んでいる時期で，市も行政改革をしていた．美術館が先行して指定管理者を導
入していたので，市全体の中で流れがあった．図書館だけが指定管理者制度を導入したわけでは
なく，市としては段階的に行政改革を行ってきた．隣町と図書の共同利用に関する協定を締結し
た．隣町も指定管理者に関する検討を行っているところ．館長さんが悩まれているようだ． 
 
（8）指定期間と更新回数について 
一期目と二期目で指定期間は変わらず，同じで 5 年間になった．現在の指定管理者が 5 年でうま
くいったので 5 年にした．現段階ではまだ二期目なので，更新回数の制限はない．むしろ，施設
設備の老朽化等については現行の団体がよく知っているため，計画的な修繕を行う際にも意見を
聞けるため，同じ団体のほうが良い面もある． 
 
（9）その他 
Q行政改革の計画の中に指定管理者を行うといった方針が組み込まれていたのでしょうか？ 
A 行政改革というと市の方針としては総合計画に組み込まれているが，指定管理者制度の導入は
組み込まれていない．総合計画は平成 19年に策定されたものなので，そのなかには指定管理者に
関する記述の明示はない．大きな方針として，行政改革のながれはある． 
 
Q職員に嘱託職員・臨時職員は多くおられましたか？ 
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A 非常勤がいた．いま指定管理者で再雇用されている一人が直営の頃から働いていた職員で，非
常勤だった．再雇用については仕様書に盛り込んでいない．公民館では再雇用について仕様書に
書いている． 
 
Q導入の目的としてはサービスの向上を目指したのでしょうか． 
図書館協議会を選考委員会とすることで，サービスの向上に重点をおくようにした．経費は直営
の頃とあまり変わらない．ただ同じ金額でも，直営の頃と比べてスタッフ数が増えて，館内の整
備が整った．展示特集が直営時よりも良くなった．経費の削減よりはサービスの向上を主眼にお
いた導入といえる． 
直営の頃から継続している事業や，新たな事業もある．現在の指定管理者は全国区の事業者なの
で，他市で行っている事業からの提案もあり，積極的にやってもらっている． 
 
 
5.2.4 D自治体 
D自治体は，人口が約 50000人で，図書館数 1館のうち，導入館数 1館で，図書館への指定管
理者導入率は，100%である．指定管理者の選考は，公募で，図書館へ指定管理者を導入したのは
2009年度である． 
 
（1）ご担当されていること 
所属は，生涯学習スポーツ課，業務は，公民館，図書館，文化会館等の施設の管理全般を行って
いる．全施設に指定管理者を導入しているので，主に指定管理者との連絡調整役である． 
 
（2）部署の役割分担について 
指定管理者制度の担当部署，行政改革部署は特にない．企画課が選考や指定管理者の導入や取り
まとめを行い，生涯学習スポーツ課は運用を担当している．企画課が指定管理者制度のガイドラ
インを作成しており，選考方法については総合評価方式が推奨されている．ガイドラインなので，
強制ではない．所管が抱えている事情等があるので，そこは図書館所管部署の判断で変更が可能
であるが，その変更については企画課に相談が必要． 
公募非公募について，ガイドラインによって原則は公募と定められている．施設の事情に寄って
は非公募が認められることもある．また，他市で公募が多くなってきたのも公募を選択した要因
となった． 
指定管理者制度を導入・継続（直営に戻さない）するか否かの判断について，原則は導入・継続
するということが財政プランの中で定められているが，特別な事情があって導入できない場合に
は，企画課と協議して導入しないこともできる． 
 
（3）選考委員にはどのような意見を期待したか 
選考委員については，要綱が定められているので，要綱にそって決定した．教育委員会の委員等
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は施設を活用している人が多い．教育委員としての意見と利用者としての意見の両方が期待でき
る． 
 
（4）指定管理者制度の導入前の管理運営について 
直営だった．嘱託職員は多くなかったが，臨時職員は多かったと聞いている．指定管理者に再雇
用されている職員も何人かいる．業務の引き継ぎの面や，雇用問題に配慮して，市内の市民を雇
うように，といったことを仕様書に盛り込んでいる． 
 
（5）選考の方法について 
平成 20年では，選考委員会は 2回開いた．一回目は書類審査と二回目は面接審査を行った．書類
審査では，提出書類をみて点数をつけて評価を行い，面接審査では，１企業 20分程度で点数をつ
けたところの差がどのような差なのかを，質疑で確認した． 
書類審査は各社ごとに行い，特に厳しく時間制限は設けていないが，1 日で数社を審査するので
目安は設けている．1 日かけて行うので，選考委員会は二回あるが，選考委員の都合がつかず，
他の人にお願いすることもあった． 
 面接は選考委員の疑問を解消する場なので，面接後に委員同士で話し合いは行っている．書類
審査の基準は，他市で指定管理者制度を導入しているところに視察へ行くなどして参考にした．
選考委員会では基準を作成しておらず，図書館所管部署で作成した．企画課から何を重視するか，
といった指導はあった． 
 
（6）直営に戻す予定 
現在はない．直営に戻すということは職員を配置するということなので，配置するのは難しい．
職員の配置については，図書館や公民館の単体の問題ではなく，市全体の問題であり，職員が削
減されている状況では難しい．市の財政が厳しく，人件費が削減対象になったため職員が少なく
なって，人手が足りなかったので指定管理者制度を導入した面もある． 
図書館に限って言えば，利用者が増えたので効果があったといえると思う．窓口対応が良くなっ
た，等の声もある．学校等に読み聞かせの出張をするといった自主事業が増えた．指定管理料の
増額につながるわけではないが，指定管理者からの提案で積極的な取り組みが増えた． 
 
（7）指定管理者制度を導入することに反対意見 
資料をみる限りだとあったようだ．反対運動まではなく，いくつかの意見があったが多数意見で
はなかったようだ．指定管理者制度を導入するのがはじめてだったため，不安視する意見はあっ
た．ただこれらは導入を中止するまでには至らなかった． 
文化会館が本市ではじめて指定管理者制度を導入した施設で，指定管理者は非公募で第三セクタ
ーにお願いしていた．ただ，第三セクターでの管理運営が，あまり評判が良くなく，公募で民間
のノウハウを活用した管理運営をしてもらったほうが良いのでは，となった．指定管理者制度の
導入は，サービス水準の向上が目的でもあったため，第三セクターでの運営では，市職員が運営
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している時とあまり変わらなかったのもひとつの原因といえる． 
公民館に市職員がいなくなって，指定管理者制度の導入されることによってコミュニティが成り
立たなくなってしまう，といった声もあった．市職員が撤退することの問題点としては，地域の
声が聞こえてこないことが挙げられる．地域の声がわからないと，ニーズに答えることもできな
いのでその部分は検討する必要があると考えている．議員からの反対意見はあったようだが，市
の財政状況をうけて指定管理者制度を導入することになったので，決定を撤回するまでには至ら
なかったようだ． 
 
（8）指定期間と更新回数について 
二期目も一期目と同様に 5 年間となった．これまでの運営で特に問題がなかったので，同じにし
た．事業者から，3年では短く，5年間という期間であれば経営の立て直し等をした際に効果が出
るといった意見があった．現段階では更新回数に制限はない．業務の引き継ぎの面を考えると，
同じ事業者に頼みたいというのはある． 
 
（9）その他 
Qまとめて指定管理者に出しておられますが，施設同士の連携は重視しておられますか？ 
A 図書館と公民館の分館（図書室）の連携はお願いしているが，その他の施設については共同事
業体で，別の事業者になるので特に重視していない．連携する場合には，生涯学習スポーツ課が
間を取り持つ形になります．学校図書館との連携もあまり重視していないが，事業者が自主的に
公立図書館と学校図書館との連携を行っているようだ． 
 
Q選考基準で特に重視しているところがあれば教えていただけますか． 
A 利用促進に関する方策の提案に挙げること，経費削減について，の 2 点が重視されている．現
在は，直営のころよりも経費が削減されている．平成 20年には施設全体の提案も含めており，直
営のころのサービス水準を保った上で民間のノウハウを活かした提案はされていた．管理と運営
の両方をお願いするので，共同事業体が落札した． 
2 期目での変更点は，公民館にある分館（図書室）の管理も，図書館の管理と一緒に委託してい
るため，公民館は貸し館業務と窓口業務をお願いしていたが，講演事業の実施等の運営面をお願
いすることになった．公民館での業務の範囲が広がって，その分の選考基準も追加された．特に
図書館だけの基準を設けているわけではない． 
 
Q 総合計画の中に行政改革の項目があり，指定管理者制度を導入する旨が書かれていたのでしょ
うか？ 
A 明確に指定管理者制度について触れてはいない．財政再生プランが別途作成されており，その
なかで指定管理者制度を導入するように，とのことが書いてある． 
 
Q2期目の選考基準は 1期目を踏まえて変わりましたか？ 
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A基本的な項目は変わっていないが，1期目よりもさらに細かくなった．項目を細かくしたので，
点数配分も細かくしてより精密に評価ができるようになった．事業者の実績は参考にはしている． 
 
 
5.2.5 E自治体 
E自治体は，人口が約 30000人で，図書館数 1館のうち，導入館数は 1館で，図書館への指定
管理者導入率は 100%，指定管理者の選考は，非公募で，図書館へ指定管理者を導入したのは，
2009年度である． 
 
（1）ご担当されていること 
所属は，生涯教育課で，業務は，図書館に関することの統括，文化係を兼務している． 
・導入当時：平成 22年度まで業務引き継ぎ． 
 
2.団体を設立した経緯についてお聞かせください． 
・平成 12年 第四次市総合計画の中で「市民の手による生涯学習の展開」 
・平成 13年 総合計画を受けて施設設置，施設文化実行委員会（市民が設置）当面は市職員が運
営されていた． 
・平成 17年 団体設立準備会設置 
・同年 11月 団体審議会設置 
・平成 18年 3月 審議会の報告書が提出される 
・同年 6月 団体が設立 
・平成 19年，20年 に引き継ぎ．市職員と団体職員が混在した状態． 
・平成 21年 には完全委託．図書館はここから引き継ぎ開始． 
・平成 22年 市職員が図書館業務の引き継ぎを行った． 
→図書館の引き継ぎが遅れたのは，大臣が「図書館は指定管理になじまない」としたため 
 
（3）部署の役割分担について 
生涯学習課が図書館運営方針の指導，図書館に関して指定管理者制度の全権限を持っている．（仕
様書の作成等） 
庁議では，指定管理に関する検討や団体の組織について検討を行った． 
 
（4）指定管理者制度の導入前の管理運営 
業務委託はしておらず，直営だった． 
 
（5）庁議では何を話し合ったのでしょうか． 
・公の施設に関する指定管理者の指定手続き等に関する条例で公募によらない合理的な理由（3
つ）に当てはまるかどうかを検討した．（1）地域自治の振興，（2）地域住民団体による自主
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的な管理運営が期待される，（3）専門的で高度な技術力を有する施設である．市の計画を実
施させるために特定の団体に管理運営させるための要件を満たしていた．それでも，庁議で
可決後に議会にかけたら反対派はいた．政党によっては絶対反対のところもある．ワーキン
グプアの問題などがあるが，給与は高いが昇給はない．議会では賛成多数で指定管理の導入
は可決された． 
 
（6）指定期間が変更される予定はありますか． 
いまちょうど二期目の検討に入っている時なので，まだわからない．特に現在の運営に問題があ
るわけではないが，庁議で検討する予定．特に現在は運営上で問題はないので，指定団体を 2 期
目も指定する予定． 
 
（7）指定管理者制度での団体の評価基準等あればお聞かせください． 
公募であれば他社との比較のためにあるかもしれない．本市では指定管理のために教育委員会が
設立した団体なので，特に団体に関する評価は行っていない．団体内で職員の評価（企画立案等）
はされているようだ． 
もちろん，運営について（指定期間でどのようなことを行っているか等）検証は行っている． 
 
（8）総合計画のなかで，団体を設立する旨が予定されていたということですが，行政改革の一環
として盛り込まれていたのでしょうか． 
そうです．予算の削減を行いましょう，との方針だったので，教育委員会で検討した．経費削減
もしつつ，文化水準を落とさないために団体を設立した．毎年経費を削減するのではなく，団体
に運営を任せたことで運営費を 1度に下げられたことで経費削減の目的は達成できた．他市では，
指定管理を導入することで開館日数が多くなることも聞くが，その代わりに人件費を大幅に削減
していてうまくいかないという話をよく聞く． 
 
（9）団体が入った後にサービスの面で変わった部分はありますか． 
ある．開館日数と開館時間が増えた．蔵書点検が 2 週間の閉館から 5 日間と短くなって開館日数
が増えた．開館時間は10時開館が9時半になった．おはなし会を年齢別に開催するようになった．
ブックスタートの類似事業として，保健センターが図書館に隣接しているので，4 ヶ月検診の待
ち時間に赤ちゃんを対象に，読み聞かせと絵本の紹介を行っている．その際，0 才児向けのおは
なし会（毎週）やっているので来てください，と紹介している． 
おはなし会は３パターンあり，0-１才児向け（毎週），1-2才児には（隔週），3才児以上向け（毎
週土曜）を開催している．その他は高齢者向けに福祉施設へ読み聞かせをはじめた．指定管理者
制度を導入してから，アウトリーチサービスを重視するようになった． 
 
（10）図書館協議会はまだありますか． 
あります．年三回会議を行っている．議題としては，諮問機関なので図書館事業の検証を行って
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いる．メンバーは，7名で学識経験者です．元教員がほとんど． 
 
（11）更新回数に制限を設ける可能性はありますか． 
今年度，2 期目に入るので，検討は慎重に行っている．現時点ではないが，今後状況を見て考え
ていく． 
 
（12）1 期目を終えて 2 期目の検討をするうえで，仕様書を変える予定はありますか． 
特に予定はない．図書館だけでなく，施設全体を団体にお願いしているため，特に図書館だけを
変更する予定はない．ただし，指定管理者制度の流れとして，経費の削減からサービスの質の向
上が重視されている傾向があるので，その部分は検討する．仕様はほぼ図書館設置条例と同じで，
細かいところまでは定めていない．口約束のレベルでは細かいことを言っている．他市で良いや
り方があれば真似していきたいとは思っている． 
 
（13）図書館の併設されている複合施設は，指定管理者制度を前提で作られた施設ですか． 
いいえ，違います． 
 
（14）その他 
Q 質問紙調査で反対意見があったと回答いただきましたが，これは図書館に指定管理の導入が遅
れたことと関係がありますか． 
A 図書館協議会のなかに反対と賛成意見があった．郷土資料館と博物館がないため，図書館がそ
の役割を担っていた． 
 
Q市民からの指定管理者導入の反対の意見や反対運動はありましたか． 
A なかった．導入後も特にクレームはない．働いている職員が変わらなかったからではないかと
思う．市職員でなくとも図書館で働ける機会があるのか，といった声も聞こえた．産休と育休等
の手厚い待遇があり，給与も高いからではないか． 
 
Q運営の主体が団体に変わって職員は増えましたか． 
A 館長（正職員）1 名，正職員 8 名，準職員（臨時職員のようなもの）3 名，パート 2 名，障害
者雇用枠 1名 計 15名は変わらない．フルタイムが増えた．嘱託職員が正職員になった．採用試
験は公募で行ったが，いままで働いていた人が採用される形となった．ただし，嘱託職員 3 名の
うち 1 名は採用試験に不合格となった．正職員は臨時職員だった人が何名かいる．市民の手によ
る生涯学習を掲げて設置した団体なので，特に仕様書に住民を積極採用するように，等の旨は盛
り込まなかった． 
 
Qアウトリーチサービスは図書館協議会のススメで行ったんでしょうか． 
A平成 21年に，とにかくいろんなサービスをやってみようということで，平成 22年に精査して
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みようということで，120％くらい，いろんなサービスに取り組んだ．平成 22年度にはやってみ
た中から，反応が良かったもの，職員のできるものを今に残した．団体側がやってみようという
ことで自主的に取り組んだようだ．団体は月に一度会議している． 
 
Q運営に関して生涯学習課から要望を出すことはありますか． 
A 課長が図書館協議会に出席しており，団体の理事でもある．市として団体の運営に関与はして
いる．公募だと，金額で一番安いところにお願いするのかもしれない．本市では，団体がやりた
いことについて話し合いで予算を出すか出さないかを決めている．それは毎年度，市の財政状況
を鑑みて決定している．五カ年の契約だが，単年度で予算を決めている．人件費は変わらないが，
物価や保険料，光熱費は毎年変化があるので，単年度で契約している．年度途中に自主事業をや
るための予算はない． 
 
Q修繕のための費用はどうなっていますか． 
A 委託料の中に含めている．規模の大きな修繕で，金額が 5 万円以上になる場合には，市が修繕
を行う． 
 
 
5.2.6 F自治体 
F自治体は，人口が約 30000人で，図書館数 1館のうち，導入館数は 1館で，図書館への指定
管理者導入率は 100%である．指定管理者の選考は，公募で，図書館へ指定管理者を導入したの
は 2009年度である． 
 
（1）ご担当されていること 
導入時の図書館長で，選考委員会の委員だった．現在は別部署で，建築課課長． 
 
（2）部署の役割分担について 
 図書館所管部署が主体となって導入を進める．総務課は条例整備等の助言を行う．図書館は，
本市で公募による指定管理がはじめてだった．総務課が，指定管理者制度の方針（ガイドライン）
を定めており，選考方法，選考委員の任命・進行，資料作成，選定結果の取りまとめを行う．図
書館所管部署は，指定管理者制度を導入するか否かの判断と，事前説明会，候補者の募集，選考
委員への説明，要綱・仕様書の作成を行う．選考基準の作成は総務課が作成した指定管理者制度
の方針（ガイドライン）をもとに，所管課が詳細な施設ごとの項目の作成を行っている．イメー
ジとしては，総務課が選考基準の大項目を作成し，所管課が少項目を作成するといったかたち． 
 
（3）選考委員にはどのような意見を期待したか 
総務課が構成員を決めている． 
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（4）指定管理者制度の導入前の管理運営について 
業務委託だった．市の職員は，館長を含む 2 人で，6 人が業務委託職員だった．地方自治法の改
正で，業務委託は一部業務委託に限るようになったので，業務のほとんどを業務委託職員が行っ
ていた図書館では，指定管理者制度を導入した．業務委託から指定管理者制度に移行することで，
図書館から館長（市職員）と市職員が引き上げ，民間でできることは民間で，という行政改革を
進める意味もあった． 
 
（5）選考の方法について 
本市では原則が公募である．本市で指定管理者制度を導入した 2 例目が図書館だった．1 例目
は郷土資料館兼美術館の施設で，ここは財団法人が業務委託で既に受託していたため，非公募で
同様の事業者を指定した．募集要項には，実際に業務を行う職員の司書資格所持者の人数を明記
して，サービスの向上にも配慮した． 
選考委員会の 1 回目会議では，仕様書と募集要項，選考基準の検討を行った．選考基準は図書
館所管部署が作成した．2 回目会議では，選考委員へは，事前に仕様書等の書類が配布され，候
補者の説明，委員からの候補者への質疑，その後に図書館所管部署に委員が不明点を確認し，そ
の後に選考基準にもとづいて採点を行う． 
応募が 1社のみで，プレゼンは 10分で質疑が 20分で行った．事前説明会に参加し，以前に業
務委託で受託していた事業者と同じ． 
 
（6）直営に戻す予定 
今後も行政改革を推進していき，指定管理者制度の導入によって図書館の利用が増加しているた
め，予定はない．司書資格の所持者が業務委託時でも市職員 2 名のうち 1 名のみで，業務委託，
指定管理者制度を導入した際には，委託職員が司書資格を所持していた．図書館が業務委託にな
って 4 年が経過しており，業務委託は評判が良かった．同じ事業者が指定管理者になるというの
で，あまり反対がなかったのではないか． 
 
（7）指定管理者制度を導入することに反対意見 
反対意見はあった．議員からの反対意見があったが，方針を変更する数には至らず，図書館で働
いている市職員からの反対意見はなかった． 
 
（8）指定期間と更新回数について 
平成 21年度は図書館に指定管理者制度を導入する初年度だったので，試行の意味もあった．更新
回数の制限は特に設けていない．3 年間にした理由としては，電気料金の値上げ等があり指定管
理料を 5年間で設定するのはよくないといった声があった． 
 
（9）その他 
Q事業者から新しい提案はありましたか． 
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A 事業者からの提案は三つあった．小学生，中学生向けに夏休みの休館日をゼロにする提案があ
った．また，オープン図書館といって，図書館が公園の中にあるのでテーブルと椅子を置いて，
天気の良い日は外に読書できるスペースを設ける提案があった．移動図書館の増便も提案された． 
 
Q．指定管理者制度の問題点等はありましたか． 
A指定管理者制度の問題点としては，指定管理者に任せきりになってしまわないか．市の施設で，
市が責任を持つべきところだが，実際に行っている業務や管理を職員が知らない．また，勤務時
間が業務委託の時よりも指定管理者になってから長くなったので，給与は増えたと思うが，指定
職員の賃金が十分であるかといった懸念もある． 
 
Q指定管理を導入するのに，市長の意向等は関係ありますか？ 
A 施政方針を定めているので，ある程度は関係はある．しかし，準備等があるので，具体的な進
め方も図書館所管部署の管轄になる． 
 
 
5.2.7 G自治体 
G自治体は，人口が約 320000人で，図書館数 10館のうち，導入館数は 6館で，図書館への指
定管理者導入率は 60%である．指定管理者の選考は，公募で，図書館へ指定管理者を導入したの
は 2009年度である． 
 
（1）ご担当されていること 
指定管理者の選定する担当部署，運営・調整部署が別になっており，選定する担当部署の所属．
図書館の選定は，中央図書館の選定に係ることを行っている． 
 
（2）部署の役割分担について 
行政管理課は，区全体の指定管理に関する業務を担当しており，選定の流れ，選定方法も含めた
手順のマニュアル作成等を行っている．図書館所管部署は，それに基づいて選定を行っている．
行政管理課は全体の方針を決めており，個別の業務には一切関わらず，図書館所管部署が行う．
図書館に指定管理者を導入するか否か，といった判断は，区全体の方針の中で決められる．図書
館所管部署は選定の手続き等の事務作業を行う．公募か非公募か，といった判断をするのは図書
館所管部署だが，どういった場合に公募にするか非公募にするかという基準は行政管理課が定め
ている． 
 
（3）選考委員にはどのような意見を期待したか 
選考委員を選ぶのは図書館所管部署だが，外部委員を含めるかどうかといった部分は行政管理課
が定めている．導入初年度は，学識経験者は専門的な観点からの意見，学校関係者は学校と図書
館との連携の観点からの意見，地域団体は区立図書館なので地域の方の観点からの意見を取り入
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れながら事業者の選定を行いたい，といったところ．それぞれの立場からの意見を期待している． 
現在，選定中の選考委員の構成には変更がある．導入の図書館数 2 館から 8 館に増えて，全ての
地域から地域の方を選定委員として任命すると，多人数になってしまう．各地域から一人ずつ選
ぶと 8 名になってしまうため，地域関係団体ではなく区民から公募した．初年度は，地域関係団
体の方を地域の意見として 2 名いたが，現在は区民から公募することで，区民全体を代表した意
見を期待し，3名とした． 
 
（4）指定管理者制度の導入前の管理運営について 
業務委託していた． 
 
（5）選考の方法について 
書類審査は選考委員会が行う．書類審査にも選考基準の項目があり，加点方式で行っている．選
考基準の原案は図書館所管部署が作成し，選定委員会で検討を行い，変更を加えて決定した．変
更点は，点数割合の配分や項目の追加等があった．書類審査とプロポーザルの基準は別に作成し
たが，図書館条例で定めている内容を項目として設けているので，内容としては変わっていない．
現在の選考では全 7 回の会議があり，うち，審査は書類審査とプロポーザルの 2 回行っている．
具体的には，一回目が選考基準の検討，二回目が書類審査で，3,4,5,6回目にプロポーザルがあり，
7回目に全館の候補者が決定する．審査の段階としては 4回の会議が行われる． 
 
（6）直営に戻す予定 
ない． 
 
（7）指定管理者制度を導入することに反対意見 
議会のなかで反対意見はあったが，導入された．平成 17年図書館協議会の方針で運営形態を見直
す方針が出されている．平成 20年基本方針が策定され，ここで指定管理を導入する方針が明確に
示されている．平成 19年に導入を見込んで意識調査等もされている．区政についてのアンケート
の中で，図書館について，運営主体や運営そのものについての意識調査を行っている． 
 
（8）指定期間と更新回数について 
初年度の指定期間は 5年間だったが，段階的に導入を行ったため，全館の終了期間が揃うように，
同時に公募できるようにそれぞれの指定期間を設定した．導入時期が違うために，指定期間が変
わった．プロポーザルの結果であるため，現在は，同一の事業者が指定管理者になることに関し
て更新回数は設けておらず，ガイドラインにも定められていない．現在の選考が 2 期目の更新に
あたるので，これから弊害があるようだったら検討を行う． 
 
（9）その他 
Q 選考の過程や進捗状況について自治体ウェブサイトで公開している自治体がありますが，公開
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されていないのには理由があるのでしょうか． 
A 途中経過や進捗状況，選考委員について掲載する方針がないため行っていない．募集要項や要
求水準書，選考結果，選考項目は，自治体ウェブサイトではなく，図書館ウェブサイトに掲載し
ている． 
 
 
Q図書館協議会の方針を受けて区の方針が出された，ということでしょうか． 
Aあくまで協議会なので，意見を述べるだけで意思決定機関ではない． 
 
Q 図書館所管部署に任命が任されているため，選考委員に実務者を選ぶこともできたと思います
が． 
A今回はしていない．図書館の意見の立場としては教育委員会事務局員が入っている． 
 
Qプロポーザルの場以外での選考委員と事業者の話し合いはもたれますか． 
A ない．候補者が絞りこまれた後にも特にない．選考委員の氏名は非公開で行っており，プロポ
ーザルの場以外での，選考委員と事業者の接触は機会の平等に反するため． 
 
Q区民を公募されたということですが，どう選ばれたのでしょうか． 
A 作文を書いてもらい，図書館所管部署が応募の中から選んだ．テーマは「地域図書館における
指定管理者のあり方について」というもので，指定管理者制度の導入が前提となった内容のもの． 
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5.3 調査結果の分析 
 
5.3.1 設問毎の分析 
（1）ご担当されていること 
 質問紙調査では，Q27 で質問紙に回答された部署を尋ねており，その結果，生涯学習課に相当
する部署が最も多い結果となった．インタビュー調査にご協力いただいた方の所属と担当業務に
ついて各地方自治体別にまとめると， 表 43のとおりである． 
 
表 43 インタビュー回答者の所属と図書館における業務 
 所属 図書館における担当業務 
A 自治体 生涯教育課 指定管理者と首長部局や市民との調整 
B 自治体 図書館 指定管理者制度導入に伴う検証を実施し，他の地区図書
館への拡大を検討していくために設置された役職 
C 自治体 生涯学習課に相当す
る部署 
指定管理者と首長部局との調整 
D 自治体 生涯学習スポーツ課 公民館，図書館，文化会館等の施設の管理全般．主に指
定管理者との連絡調整役 
E 自治体 生涯教育課 図書館に関することの統括，文化係を兼務 
F 自治体 建築課（導入前の図
書館長） 
現在は別部署 
G 自治体 図書館 指定管理者の選定する担当部署 
 
（2）部署の役割分担について 
質問紙調査では，Q12 で募集要項の策定を担当する部署について尋ねており，その結果，最も
多いのが，図書館の所管部署の「生涯学習課」34.9%．次に，「その他」25.3%，次に「図書館」
14.5%となった．質問紙調査では，図書館所管部署が募集要項の策定を行っている事が明らかに
なったため，インタビュー調査では，指定管理者制度を担当する部署について尋ね，それぞれの
役割分担について尋ねた． 
まず，図書館における指定管理者制度の導入に係る部署は 1 自治体あたりに 2 つあることが明
らかになった．1つは図書館，または図書館の所管部署（以下，図書館所管部署）で，2つめは行
政改革の所管部署（以下，行政改革所管部署）である．図書館所管部署では，中央図書館が所管
している場合と，生涯学習課に相当する部署が所管している場合がある．行政改革所管部署は，
当該自治体の行政評価や総合計画の策定，外部委託・民間委託等を所管している部署で，その他，
会計等の入札に関する業務を行っている部署が所管している場合もあった． 
部署の役割分担としては，行政改革所管部署が，選考に関するガイドラインを作成し，図書館
所管部署では，行政改革所管部署が作成したガイドラインに則って選考を行う．したがって，選
考の方法については，行政改革所管部署が作成したガイドラインに定められているため，公募非
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公募の別や，総合評価方式を用いるのかは，ガイドラインに定められた基準に則って図書館所管
部署が判断する．具体的には，公募非公募の別は，原則が公募で，特に非公募である理由が認め
られる場合に限って，非公募と定めている．原則が定められており，例外を用いる場合には図書
館所管部署が申し出て行政改革所管部署と協議の上決定する．また，候補者を選考するための選
考基準の大項目を行政改革所管部署が作成し，小項目を図書館所管部署が作成，あるいは図書館
の指定管理者を選考するにあたって必要な項目を図書館所管部署が加えるといった分担を行う．
また，指定管理者を導入するか否かの判断を，行政改革所管部署が図書館所管部署に照会すると
いう回答が 2 団体あり，原則は導入・継続するが図書館所管部署の判断で行政改革所管部署と協
議して再検討を行うこともできると回答した団体が 1団体あった． 
指定管理者の導入が当該自治体の初期である場合には，図書館所管部署が募集要項や仕様書等
について他市への照会を行っていることもある． 
 
（3）選考委員にはどのような意見を期待したか 
質問紙調査では，Q21で選考委員会の有無を尋ね，Q22で選考委員会の構成員について規定は
あるかとない場合には構成員の所属を尋ねており，その結果，選考委員会は「ある」89.0%で，
選考委員会の構成員について「規定はある」64.6%となった．選考に関わる委員会は，ほとんど
の地方公共団体では 1 つのみ設置されているが，4 団体では 2 つ設置していた．1 つのみ設置し
ていた地方自治体では，役割は“選定基準に基づく審査と候補者の決定”であった．2つ設置してい
た地方自治体では，“選定基準を検討する委員会”と，“選定基準に基づき候補者を決定する委員会”
といった分担を行なっていた．質問紙調査では，選考委員会の有無と選考委員会の構成員と規定
の有無について明らかになったため，インタビュー調査ではどのような意見を期待したかについ
て尋ねた． 
まず，選考委員会には行政職員のみで構成されている場合と，行政職員と外部委員で構成され
ている場合がある．外部委員とは，当該自治体に雇用されていない所属していない委員であり，
主に公募された区民や会計士，図書館ボランティア等が相当する．  
そして，選考委員会の設置は，所管部署ごとに選考委員会を設置する場合と，選考する施設ご
とに選考委員会を設置する場合，当該自治体の全体で共通した選考委員会を設置する場合がある．  
行政職員が選考委員として期待される意見としては，当該自治体の行政からの観点の意見や，
図書館所管部署の職員が委員の場合には，当該自治体の生涯教育からの観点の意見を期待されて
いた．選考委員会の構成員と設置の別で選考委員に期待する意見に違いは見られなかった． 
 
（4）指定管理者制度の導入前の管理運営について 
 質問紙調査では，指定管理者制度の導入前の管理運営について尋ねていなかったため，インタ
ビュー調査で尋ねた． 
直営が 5 団体で，図書館業務を業務委託されていたのは 2 団体となった．ただし，直営の場合
でも臨時職員や嘱託職員を雇用されていた図書館もあった． 
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（5）選考の方法について 
質問紙調査では，Q4 で公募であるかを尋ね，Q15 で選考方法を尋ね，Q17 で段階を踏んで選
考を行ったか，Q18 でどのような段階選考だったかを尋ねた．その結果，公募であるか「はい」
76.3%で，選考方法は「公募型プロポーザル」59.1%で，段階を踏んで選考を行ったか「はい」52.7%，
どのような段階選考だったか「選考委員会等による複数段階審査」85.4%となった．質問紙調査
では，公募されている地方自治体が多く，段階を踏んで選考を行い，選考委員会による複数段階
審査が行われていることが明らかになったため，インタビュー調査では，より具体的な選考の方
法について尋ねた． 
選考方法は 7 団体のうち 2 団体を除く 5 団体が公募型プロポーザルを用いており，1 団体は非
公募で，もう 1 団体は総合評価方式を用いていた．このため，公募型プロポーザルの具体的な方
法について述べる． 
まず，公募型プロポーザルは，書類審査とプレゼンテーション審査（質疑含む）がある．書類
審査は，選考基準に則って加点方式で行われる．選考基準は，図書館所管部署が作成する場合と，
図書館所管部署が原案を作成して選考委員会で作成し検討する場合，選考委員会が作成する場合
がある．選考基準についての検討事項としては，項目のほか，点数配分についても協議を行う．
書類審査は，選考委員会が行う場合と図書館所管部署のどちらか一方が行う場合がある．また，
書類審査後に選考委員同士で互いの採点について協議していることがあるが，しない自治体もあ
った． 
プレゼンテーション審査も書類審査と同様に，選考基準に則って加点方式で行われる．プレゼ
ンテーション審査の選考基準は，書類審査とは別の選考基準を設ける場合がある．プレゼンテー
ションの時間は，概ね 10分程度で，質疑は 10～20分程度設けられている場合が多い．  
選考委員会が選考基準を作成する際には，1回目選考委員会で選考基準の検討，2回目選考委員
会で書類審査とプレゼンテーション審査を行う． 
 
（6）直営に戻す予定 
質問紙調査では，直営に戻す予定ついて尋ねていなかったため，インタビュー調査で尋ねた． 
 
（7）指定管理者制度を導入することに反対意見 
質問紙調査では，Q23で選考委員の意見の対立があったかを尋ね，Q24で対立への対応につい
て尋ねて，Q25でパブリックコメント等で意見を募ったか，Q26で募った意見の活用方法につい
て尋ねた．その結果，選考委員の意見の対立は「ない」89.2%，対立への対応は「選考委員会や
検討会のなかで議論した」88.9%，パブリックコメント等で意見を募ったか「いいえ」86.2%，募
った意見の活用方法が「図書館の運営方針作成の際に参考にした」50.0%となった．質問紙調査
では，選考委員会の中での意見や委員の対応についてや，パブリックコメントを募ったかと募っ
た意見の活用について明らかになったため，インタビュー調査では，選考委員会以外での指定管
理者への意見について尋ねた． 
反対意見としては，7 団体全てで市議からの反対意見があり，また利用者から反対意見はあっ
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たが，反対運動までが起こる多数の反対意見はなかったことが明らかとなった．また，図書館ボ
ランティアや臨時職員，市職員から反対意見があったようだが，反対意見というよりはどうなる
のかわからない，といった不安に思う意見があったようだ． 
  
（8）指定期間と更新回数について 
質問紙調査では，指定期間と更新回数について尋ねていなかったため，インタビュー調査で尋
ねた．指定期間は，平成 24年「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」102)
によって，公の施設全体では 5 年間が最も多いことが明らかとなっており，また，指定管理者制
度導入施設の指定の回数は，2 回が最も多いことが明らかとなっている．よって，公の施設全体
の指定期間と更新回数については明らかとなっているが，図書館については明らかになっていな
い．また，指定期間をどのように定めているか，指定の回数や更新回数が複数回に渡る場合，同
一事業者が連続して指定管理者となる可能性についてはどのように検討を行っているかについて
尋ねた． 
まず，インタビューを行った図書館はほとんどが指定管理者制度を導入して 1 期目であり，現
在選考中である場合や，来年度に 2 期目となる場合がほとんどであった．このため，指定期間に
ついては，前回と同様の指定期間である予定の図書館がほとんどで，短いと回答した図書館は，
複数館ある図書館のうち，指定管理者制度を一部に段階的に導入し， 最終的に一括で選考が行え
るように指定期間を調整したとの回答が得られた．また，前回と同様の指定期間であるとした図
書館の検討状況については，“前回の指定期間で運営がうまくいっているようだったので今回も同
様の指定期間を設定した”といった回答が得られた． 
更新回数については，特に現段階では設けていないといった回答が多く，複数回に渡って同一
事業者が連続して指定管理者となった場合には検討するかもしれない，といった回答が得られた． 
 
（9）その他 
導入要因として，総合計画を挙げた回答が多くあった． 
導入要因として，首長の意向はあまりないという回答があった． 
利用者からの評判は，良いといった回答が多くあった． 
修繕のための費用は，年間で定めているところと件数で定めているところがあった． 
 
5.3.2 まとめ 
 質問紙調査では，選考プロセスについて悉皆調査を行い，全国的な公立図書館の概況を把握し，
明らかにした．したがって，インタビュー調査では，質問紙調査の回答に基づき，より選考プロ
セスについて詳らかにすることで意思決定の過程を明らかにし，導入要因を特定することを目的
として実施した．インタビュー調査の結果のまとめを以下に示す． 
部署の役割分担としては，行政改革所管部署が，選考に関するガイドラインを作成し，図書館
所管部署では，行政改革所管部署が作成したガイドラインに則って選考を行う．したがって，選
考の方法については，行政改革所管部署が作成したガイドラインに定められているため，公募非
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公募の別や，総合評価方式を用いるのかは，ガイドラインに定められた基準に則って図書館所管
部署が判断する．指定管理者を導入するか否かの判断を，行政改革所管部署が図書館所管部署に
照会するという回答が 2 団体あり，原則は導入・継続するが図書館所管部署の判断で行政改革所
管部署と協議して再検討を行うこともできると回答した団体が 1団体あった． 
選考委員会には行政職員のみで構成されている場合と，行政職員と外部委員で構成されている
場合がある．行政職員が選考委員として期待される意見としては，当該自治体の行政からの観点
の意見や，図書館所管部署の職員が委員の場合には，当該自治体の生涯教育からの観点の意見を
期待されていた．選考委員会の構成員と設置の別で選考委員に期待する意見に違いは見られなか
った． 
直営が 5 団体で，図書館業務を業務委託されていたのは 2 団体となった．ただし，直営の場合
でも臨時職員や嘱託職員を雇用されていた図書館もあった． 
選考基準は，図書館所管部署が作成する場合と，図書館所管部署が原案を作成して選考委員会
で作成し検討する場合，選考委員会が作成する場合がある．選考委員会が選考基準を作成する際
には，1回目選考委員会で選考基準の検討，2回目選考委員会で書類審査とプレゼンテーション審
査を行う．選考方法は 7 団体のうち 2 団体を除く 5 団体が公募型プロポーザルを用いており，1
団体は非公募で，もう 1団体は総合評価方式を用いていた． 公募型プロポーザルは，書類審査と
プレゼンテーション審査（質疑含む）がある．書類審査は，選考基準に則って加点方式で行われ
る．プレゼンテーション審査も書類審査と同様に，選考基準に則って加点方式で行われる． 
直営に戻す予定は 7 団体ともない，との回答だったが，指定期間の終了ごとに検討は行う予定
であるとされていた． 
反対意見としては，7 団体全てで市議からの反対意見があり，また利用者から反対意見はあった
が，反対運動までが起こる多数の反対意見はなかったことが明らかとなった．また，図書館ボラ
ンティアや臨時職員，市職員から反対意見があったようだが，反対意見というよりはどうなるの
かわからない，といった不安に思う意見があったようだ． 
更新回数については，特に現段階では設けていないといった回答が多く，複数回に渡って同一
事業者が連続して指定管理者となった場合には検討するかもしれない，といった回答が得られた． 
 したがって，指定管理者制度を図書館へ導入するかの判断は図書館の所管部署が判断し決定す
る権限があり，またその権限がなくとも，行政改革所管部署に対して協議を行うよう意見を述べ
ることができる場合があることがわかる． 
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第６章 図書館費用の分析 
 
6.1 図書館費用の分析の概要 
 
6.1.1 調査目的 
図書館費用の分析の目的は，指定管理者制度を導入された自治体と導入されていない自治体の
図書館費用の比較分析を行い，公立図書館における指定管理者の経費の削減について明らかにす
ることである．指定管理者制度は，平成 15（2003）年地方自治法改正によって施行された，公立
図書館を含む公共施設を外部委託・民間委託によって管理運営していく手法の一つで，経費の削
減とサービス水準の向上を目指した制度である．経費の削減が導入要因であれば，図書館費用が
指定管理者の導入後に削減されているのではないか，という仮説が立てられ，これを実証するこ
とを目的とする． 
 
6.1.2 調査対象と方法 
6.1.2.1 図書館費用 
 対象は，日本図書館協会「指定管理者制度導入 2013調査（別表）」103)（以下，日図協指定管理
調査）と，日本図書館協会「日本の図書館」104)105)106)107)108)109)110)111)112)113)（以下，日図協統計）
平成 15（2003）年から平成 25（2013）年までを用い，2003年から 2012年までの当年度の図書
館経常費と資料費を対象とした． 
まず，1）日図協指定管理調査を用いて，指定管理者制度が導入された図書館（以下，導入館）
の導入年度と図書館名を特定する．次に，2）図書館名を用いて日図協統計より図書館コードを特
定し，それを用いて指定管理者制度が導入された図書館費用を特定する．この作業を平成 15（2003）
年から平成 25（2013）年まで行う．ただし，図書館費用の比較を行うため，2003年から 2012
年までの間に新設された図書館や，統廃合によって館名が変更された図書館は図書館コードが変
更され，決算額や予算額の推移が辿れないため除外し，また図書館経常費と資料費が計上されて
おらず，図書館費用の比較が行えない図書館も除外した．その結果，指定管理者制度が導入され
た図書館の図書館経常費では 110館，資料費では 106館が対象となり，年度別の内訳は表 44に
示した． 
次に，指定管理者制度が導入されていない図書館（以下，未導入館）の一覧を 2）の作業で作
成した導入館の一覧から作成する．未導入館の図書館費用一覧から図書館経常費の比較ために
110館，資料費の比較のために 106館を乱数による無作為抽出を行った． 
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表 44 図書館費用の分析対象数 
 
※全導入館数は日本図書館図書館「指定管理者制度導入 2013調査(報告)」114)より引用 
 
6.1.3 調査の対象期間 
 指定管理者制度は，平成 15（2003）年の地方自治法改正で成立し，施行されたものであり，管
理委託制度からの移行期間として平成 18（2006）年までの 3年間の期間が設けられていた．また，
図書館の指定管理者制度導入も平成 17（2005）年以降にされている．このため，調査の対象期間
は，平成 15（2003）年からとする．図書館費用との比較では，対象期間としては，日図協統計が
平成 25（2013）年 12月時点で 2012年まで刊行されているため，平成 24（2012）年までを対象
とする． 
  
6.1.4 調査項目 
 図書館費用のなかでの経費削減を明らかにするため，前節で既に述べたが，比較のための調査
項目は図書館経常費と資料費を対象とする．図書館経常費には資料費が含まれるが，人件費も含
まれることから，図書館費用のうち，図書館経常費と資料費の予算遷移を対象とする． 
 
 
 
  
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 計
11 58 49 47 52 61 18 37 333
図書館経常費分析館数 2 30 12 19 20 12 7 8 110
資料費分析館数 1 28 12 19 20 13 5 8 106
自治体数 6 34 21 27 25 21 9 13 156
対象数
全導入館数
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6.2 図書館費用の分析の結果 
 
図書館費の分析結果を以下に示す．「全国図書館経常費平均」は，日図協統計を用いて算出した，
全国の公立図書館の当該年度の図書館経常費の平均値である．「全国資料費平均」も同様の資料を
用いて，全国の公立図書館の当該年度の資料費の平均値を算出した．導入館と未導入館の図書館
費と資料費の算出方法は 6.1.2で述べたとおりである． 
 
6.2.1 導入館と未導入館の図書館費用の分析 
（1）全国図書館費用と導入館と未導入館の図書館費用の平均比較 
 図書館費用の平成 15（2003）年から平成 24（2012）年までの全国的な図書館費用の推移を把
握するため，全国公立図書館の図書館経常費と資料費の平均を算出し，
 
図 1に示した．また，導入館の図書館費用の推移はいかなる傾向があるか明らかにするため，導
入館と未導入館の図書館費用の平均を算出して，同様に
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図 1に示した． 
凡例は，導入館の図書館経常費の平均は「導入図書館経常費平均」，未導入館の図書館経常費の
平均は「未導入図書館経常費平均」のように示した． 
 
 
 
図 1 指定管理者制度の導入館と未導入館の図書館費用比較 
  
図 1をみてみると，資料費は「全国資料費平均」，「導入資料費平均」，「未導入資料費平均」に
差はみられないが，図書館費は「全国図書館費経常費平均」と比較してみると，「導入図書館経常
費」と「未導入図書館経常費」に差がみられる． 
図書館費は，「導入図書館経常費」では，平成 15（2003）年から平成 18（2006）年にかけて減
少しているが，平成 19（2007）年から平成 22（2010）年まではやや増加傾向にあり，平成 23
（2011）年からは減少傾向にある．これに対して，「未導入図書館経常費」では，平成 15（2003）
年から平成 22（2010）年まではゆるやかな増加傾向にあり，平成 22（2010）年から平成 23（2011）
年にかけて著しく増加し，平成 23（2011）年から平成 24（2012）年は微増している．  
 導入館の図書館費が，平成 15（2003）年から平成 18（2006）年にかけて減少傾向となった原
因の一つとしては，平成 18（2006）年に指定管理者制度が導入された図書館が多いためと考えら
れる． 
 
（2）自治体の区分別にみた導入館と未導入館の図書館費用の平均比較 
 自治体の区分によって導入館と未導入館の図書館費用に差があるかを明らかにするため，図書
館費用を自治体の区分（政令市，市，特別区，町村）別にし，それぞれ導入館と未導入館の平均
値を算出した． 
凡例は，導入館は「導入政令市図書館経常費平均」，未導入館は「未導入館政令市図書館経常費
平均」のように示した．自治体の区分別に算出した図書館費用の平均値は以下のとおりである． 
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・政令市（図書館経常費） 
 
 
図 2 政令市の導入館と未導入館の図書館経常費比較 
 
 図 2をみてみると，最も高低差のある線グラフが「導入政令市図書館経常費平均」である．他
の線グラフと比較すると，図書館経常費が高く，未導入館は全国平均よりも図書館経常費が低い
結果となった．したがって，政令市の導入館では，図書館経常費に関して未導入館と比較すると
高く，経費の削減はあまりされていないと推察される． 
 
 
 
 
・政令市（資料費） 
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図 3 政令市の導入館と未導入館の資料費比較 
 
図 3をみてみると，平成 15（2003）年から平成 24（2012）年にかけて，最も増加傾向にある
のが「導入政令市資料費平均」であり，また他の線グラフと比較すると最も高い数値で推移して
いる．他方，「未導入政令市資料費平均」に注目すると，平成 15（2003）年から平成 24（2012）
年にかけて，やや減少傾向にある．したがって，政令市の導入館では，資料費に関して未導入館
と比較すると高いことがわかり，経費の削減があまりされていないと推察される． 
 
・特別区（図書館経常費） 
 
 
図 4 特別区の導入館と未導入館の図書館経常費比較 
 図 4をみてみると，最も高低差のある線グラフが「導入特別区図書館経常費平均」であること
がわかる．平成 18（2006）年から平成 19（2007）年にかけて激減し，平成 19（2007）年から
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平成 21（2009）年にかけては激増しており，平成 23（2011）年から平成 24（2012）年は再び
激減している．激減している年度は「未導入特別区図書館経常費平均」を下回っている．他方，
「未導入特別区図書館経常費平均」は平成 15（2003）年から平成 23（2012）年にかけて増加傾
向にある．他の線グラフと比較すると，「導入特別区図書館経常費平均」と「未導入特別区図書館
経常費平均」共に図書館経常費が高いことがわかる．したがって，特別区の導入館では，年度に
よって経費の削減がされており，未導入館では図書館経常費は増加傾向にあると推察される． 
 
・特別区（資料費） 
 
 
図 5 特別区の導入館と未導入館の資料費比較 
 
 図 5をみてみると，最も高い線グラフが「導入館特別区資料費平均」であることがわかるが，
平成 18（2006）年に最も高くなり，平成 19（2007）年以降は減少傾向にある．他方，「未導入特
別区資料費平均」は全期間にかけてゆるやかな推移である．したがって，特別区の導入館では，
資料費に関して，未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまりされていないと推察される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
・市（図書館経常費） 
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図 6 市の導入館と未導入館の図書館経常費比較 
 
図 6をみてみると，全体の線グラフの傾向と「導入館市図書館経常費平均」が同じである．全
期間にかけて緩やかな増加傾向にあるが，「未導入市図書館経常費平均」は減少傾向にある．「導
入市図書館経常費平均」と「未導入市図書館経常費平均」を比較すると，「導入市図書館経常費平
均」は「未導入市図書館経常費平均」よりも高いことがわかる．したがって，市の導入館では．
図書館経常費に関して，未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまりされていないと推察さ
れる． 
 
・市（資料費） 
 
 
図 7 市の導入館と未導入の資料費比較 
図 7をみてみると，全体の線グラフの傾向と「導入館市資料費平均」が同じである．全期間に
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かけて増加も減少もしていないが，「未導入市資料費平均」は減少傾向にある．「導入市図書館資
料費平均」と「未導入市資料費平均」を比較すると，「導入市資料費平均」は「未導入市資料費平
均」よりも高いことがわかる．したがって，市の導入館では．資料費に関して，未導入館と比較
すると高く，経費の削減はあまりされていないと推察される． 
 
・町村（図書館経常費） 
 
 
図 8 町村の導入館と未導入の図書館経常費比較 
 
図 8 をみてみると，「導入町村図書館経常費平均」は全期間で最も低い線グラフであることが
わかる．「導入町村図書館経常費平均」と「未導入町村図書館経常費平均」を比較すると，「導入
町村図書館経常費平均」は「未導入町村図書館経常費平均」よりも低く，「未導入町村図書館経常
費」はゆるやかな増加傾向にある．したがって，町村の導入館では．図書館経常費に関して，未
導入館と比較すると低く，経費の削減がされていると推察される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・町村（資料費） 
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図 9 町村の導入館と未導入の資料費比較 
 
 
図 9 をみてみると，「未導入町村資料費平均」が最も低い線グラフであり，その次に低い線グ
ラフが「導入町村資料費平均」である．したがって，町村の導入館では，資料費に関して未導入
館と比較すると高く，経費の削減はあまりされていないと推察される． 
 
本節で用いた数値については，p.87の表 45，表 46を参照されたい． 
 
6.2.2 導入館と未導入館の図書館費用の分析まとめ 
政令市の導入館では，図書館経常費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまり
されていないと推察される．また，資料費に関して未導入館と比較すると高いことがわかり，経
費の削減があまりされていないと推察される． 
特別区の導入館では，年度によって経費の削減がされており，未導入館では図書館経常費は増
加傾向にあると推察される．また，資料費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削減はあ
まりされていないと推察される． 
市の導入館では．図書館経常費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまりされ
ていないと推察される．また．資料費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまり
されていないと推察される． 
町村の導入館では．図書館経常費に関して未導入館と比較すると低く，経費の削減がされてい
ると推察される．また，資料費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまりされて
いないと推察される． 
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表 45 自治体の区分別の図書館経常費一覧 
 
  
 
 
表 46 自治体の区分別の資料費一覧 
 
 
 
6.2.3 導入年度別の図書館費用の分析 
（千円）
2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年
全国図書館経常
費平均
57178.3 54589.2 56135.2 57570.6 60052.1 63394.0 64661.3 63505.5 67681.5 68619.2
全未導入図書館
経常費平均
49006.6 47037.0 48497.4 50140.3 52014.8 54650.1 55495.6 56205.1 69340.8 70638.4
全導入図書館経
常費平均
50372.3 48053.1 46626.1 41574.5 43571.5 47248.8 51515.3 58301.0 56437.3 55156.8
未導入政令市図
書館経常費平均
26159.5 25026.9 20091.0 21632.3 23127.3 23479.8 22848.7 25100.3 25675.8 23223.2
導入政令市図書
経常費平均
172243.6 163445.8 152130.2 86523.0 109353.0 135910.4 140800.2 156088.8 159811.4 178717.2
未導入特別区図
書館経常費平均
57975.8 67790.5 76324.4 93074.1 97981.2 105319.3 112543.4 122891.3 122769.2 119262.6
導入特別区図書
館経常費平均
82971.2 77567.4 107501.6 106165.4 63283.4 129224.0 156171.8 141622.6 144811.2 59477.6
未導入市図書館
経常費平均
42241.0 38912.4 32291.0 28862.7 28659.2 29969.7 29835.9 28964.4 29510.3 30101.4
導入市図書館経
常費平均
51149.3 48940.6 47565.1 43516.0 47546.7 46582.2 51502.7 61465.4 57644.2 61592.6
未導入町村図書
館経常費平均
50108.4 53351.5 54307.7 60968.4 63320.2 67644.5 71189.6 75927.8 76139.8 74682.0
導入町村図書館
経常費平均
26159.5 25026.9 20091.0 21632.3 23127.3 23479.8 22848.7 25100.3 25675.8 23223.2
（千円）
2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年
全国資料費平均 16491.7 15651.7 15903.0 15858.5 15681.4 16270.1 15601.9 16526.5 15312.1 15390.9
全未導入資料費
平均
14047.5 13430.3 13553.0 13559.9 13406.0 13841.5 13233.5 13063.1 15614.6 15614.7
全導入資料費平
均
15329.4 13858.8 14208.5 14492.0 13674.3 13591.2 14006.9 14422.4 14220.8 14526.9
未導入政令市資
料費平均
21768.0 20004.9 17848.7 16500.9 17457.2 17589.2 14560.4 14960.0 14725.4 14360.6
導入政令市資料
費平均
25064.5 22353.8 22546.3 34267.3 33927.0 38407.8 42475.8 45237.5 46983.5 52202.0
未導入特別区資
料費平均
15100.0 17146.1 17305.7 18272.8 18761.3 20215.4 19679.0 19788.9 19293.7 19242.2
導入特別区資料
費平均
20948.0 20383.2 37703.6 44282.8 34279.8 35880.4 32012.6 31847.6 29967.6 31546.0
未導入市資料費
平均
11627.3 10949.5 8970.1 7986.2 7804.3 7833.9 7349.7 7328.1 7101.6 7263.3
導入市資料費平
均
16977.0 15220.7 14880.8 14563.3 14013.6 13766.0 14318.1 14653.8 14300.4 14244.3
未導入町村資料
費平均
4969.6 4960.2 4312.4 4115.0 3979.2 4112.8 3929.9 4071.3 3613.6 3745.8
導入町村資料費
平均
9836.3 8968.4 8108.4 7218.2 7223.3 6646.0 6993.0 7370.6 7500.8 7741.0
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 次に，指定管理者制度の導入前と導入後の図書館費用を比較し，導入前と比較して導入後は経
費の削減がされたのかを明らかにするため，導入年度別に図書館費用を線グラフで示した．期間
は，指定管理者制度の計画を立案し予算をたてるのに 1年，選考に 1年と仮定し，導入前 2年間
としたため，導入後も同様に 2 年間とした．また，本分析で用いた日図協調査は平成 15（2003）
年から平成 24（2012）年までのため，平成 22（2010）年度までの分析を行った． 
  
 
図 10 導入年度別の導入前後 2年間の図書館経常費比較 
 
図 10をみてみると，2005年の図書館経常費が最も低くなった．平均値をみると，導入前と導
入後はごく緩やかな増加傾向があるようにみえる．中央値をみても同様に，導入前と導入後はご
く緩やかな増加傾向があるようにみえる．導入前と比較して，導入後に図書館経常費の減少傾向
があるのは，2005年と 2006年の線グラフのみである．したがって，指定管理者制度の成立・施
行初期に導入された図書館では，導入前よりも導入後の図書館経常費が減少しているため，経費
の削減がされたのではと推察される．図 10で用いた数値は，表 47のとおりである． 
 
表 47 導入年度別の導入前後 2年間の図書館経常費一覧 
 
（千円）
導入前2年 導入前1年 導入年 導入後1年 導入後2年
2005年 32691.0 31603.5 11786.5 11827.0 19929.5
2006年 69027.4 64770.6 50511.6 51694.5 57381.9
2007年 51367.1 47531.5 41844.5 61359.2 39923.9
2008年 39784.3 51507.9 47842.5 56593.2 61136.8
2009年 43599.9 43936.7 64093.9 57720.5 59103.0
2010年 32184.8 34288.7 47716.0 50225.4 43373.7
平均値 44775.7 45606.5 43965.8 48236.6 46808.1
中央値 41692.1 45734.1 47779.2 54143.8 50377.8
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図 11 導入年度別の導入前後 2年間の資料費比較 
 
図 11 をみてみると，平均値と中央値は共に導入前と導入後を比較しても減少傾向や増加傾向
は見られない．2008 年と 2010 年のみ導入後にごく緩やかな増加傾向がみられる．したがって，
資料費においては指定管理者制度の導入前と導入後を比較してみると，減少傾向が見られず，導
入前とほぼ同じ数値で推移しているため，経費の削減はされていないのではないかと推察される．
図 11で用いた数値は表 48のとおりである． 
 
表 48 導入年度別の導入前後 2年間の資料費一覧 
 
 
6.2.4 導入年度別の図書館費用の分析のまとめ 
 指定管理者制度の成立・施行初期に導入された図書館では，導入前よりも導入後の図書館経常
費が減少しているため，経費の削減がされたのではと推察される．他方，資料費においては指定
管理者制度の導入前と導入後を比較してみると，ほぼ同じ一定の数値を推移しているため，経費
の削減はされていないのではないかと推察される． 
  
（千円）
導入前2年 導入前1年 導入年 導入後1年 導入後2年
2005年 10112.0 12046.0 12061.0 11944.0 10464.0
2006年 16896.9 15948.0 16985.7 16549.1 17092.1
2007年 13690.8 13201.4 12934.9 13493.9 12411.5
2008年 14512.3 14401.1 13551.7 15651.1 15974.2
2009年 16217.4 15324.8 16027.0 16027.9 15714.1
2010年 10897.5 10157.5 12073.2 12105.4 12145.0
平均値 13721.1 13513.1 13938.9 14295.2 13966.8
中央値 14101.6 13801.2 13243.3 14572.5 14062.8
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6.3 図書館費用の分析まとめ 
 
図書館費の分析では，指定管理者を図書館へ導入した自治体と導入していない地方自治体の図
書館費用の比較と，導入前後の図書館費用の比較を行った． 
その結果，政令市の導入館では，図書館経常費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削
減はあまりされていないと推察される．また，資料費に関して未導入館と比較すると高いことが
わかり，経費の削減があまりされていないと推察される．特別区の導入館では，年度によって経
費の削減がされており，未導入館では図書館経常費は増加傾向にあると推察される．また，資料
費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまりされていないと推察される．市の導
入館では．図書館経常費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまりされていない
と推察される．また．資料費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまりされてい
ないと推察される．町村の導入館では．図書館経常費に関して未導入館と比較すると低く，経費
の削減がされていると推察される．また，資料費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削
減はあまりされていないと推察される． 
また，指定管理者制度の成立・施行初期に導入された図書館では，導入前よりも導入後の図書
館経常費が減少しているため，経費の削減がされたのではと推察される．他方，資料費において
は指定管理者制度の導入前と導入後を比較してみると，ほぼ同じ一定の数値を推移しているため，
経費の削減はされていないのではないかと推察される． 
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第７章 おわりに 
 
7.1 公立図書館における指定管理者の導入要因：人的要因 
指定管理者の種類は，公募では「民間事業者」「NPO 法人」の割合が高く，非公募では「自治
体の出資法人」「その他」の割合が高くなった．また，自治体の区分のうち，「指定都市」，「中核
市」，「特例市」では「民間事業者」が指定されている割合が高く，「NPO 法人」と「その他」の
事業者を全く指定していないことがわかった．「指定都市」，「中核市」，「特例市」，「特別区」を大
規模な自治体と考え，「市」，「町」，「村」を小規模な自治体と考えてみると，大規模な自治体では
「民間事業者」が指定されている事が多く，小規模な自治体では様々な事業者が指定されている
傾向があることがわかった． 
指定管理者を公募したかについては，自治体の区分の「指定都市」「特例市」「中核市」「特別区」
「市」「町」「村」いずれの区分でも，「公募」の割合が「非公募」の割合を上回っており，自治体
の区分が大規模である場合には公募の割合が高く，自治体の区分が小規模になるに従って公募よ
りは低いが，非公募の割合が高くなっていることがわかった． 
指定管理者の選考方法について，部署の役割分担としては，行政改革所管部署が，選考に関す
るガイドラインを作成し，図書館所管部署では，行政改革所管部署が作成したガイドラインに則
って選考を行う．したがって，選考の方法については，行政改革所管部署が作成したガイドライ
ンに定められているため，公募非公募の別や，総合評価方式を用いるのかは，ガイドラインに定
められた基準に則って図書館所管部署が判断する．指定管理者を導入するか否かの判断を，行政
改革所管部署が図書館所管部署に照会するという回答が 2団体あり，原則は導入・継続するが図
書館所管部署の判断で行政改革所管部署と協議して再検討を行うこともできると回答した団体が
1団体あった．「公募型プロポーザル方式」は「公募」の割合が高く，「その他」では「非公募」
の割合が高いため，「公募型プロポーザル方式」では「公募」が多く用いられ，「その他」では「非
公募」が多く用いられていることがわかった．そして，自治体の区分のうち，「中核市」と「特例
市」では「公募型プロポーザル方式」が用いられている割合が 100%と高く，「特別区」も 8割と
高い．一方で「指定都市」，「市」，「町」では「公募型プロポーザル方式」の割合が半数を超える
ものの，「総合評価方式」と「その他」の選考方法も用いられていることがわかった．「村」では，
「総合評価方式」と「その他」の選考方法の割合が高い． 
指定管理者の選考に関わる委員会はあるかについて，「公募」は「選考委員会はある」割合が高
く，「非公募」は「選考委員会はない」割合が高い．「公募」では複数の候補者のなかから選考す
るため，選考委員会を設置して選考する必要があると推察されるので，設置されている割合が高
いことは予測されたが，「非公募」であっても選考委員会が設置されている地方自治体があること
がわかった．選考委員会の規定の有無では，公募非公募のうち，「公募」で「選考委員会の規定は
ない」割合が最も高い．自治体の区分のうち，「指定都市」，「中核市」，「特例市」を大規模な自治
体と考え，「市」，「町」，「村」を小規模な自治体と考えてみると，大規模な自治体ほど選考委員会
を設置している割合が高く，小規模な自治体では設置していない傾向があることがわかる．ただ
し，大規模な自治体の特別区でも設置していない自治体があり，例外もあることがわかる．選考
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委員会は行政職員のみで構成されている場合と，行政職員と外部委員で構成されている場合があ
る．行政職員が選考委員として期待される意見としては，当該自治体の行政からの観点の意見や，
図書館所管部署の職員が委員の場合には，当該自治体の生涯教育からの観点の意見を期待されて
いた．選考委員会の構成員と設置の別で選考委員に期待する意見に違いは見られなかった． 
選考基準は，図書館所管部署が作成する場合と，図書館所管部署が原案を作成して選考委員会
で作成し検討する場合，選考委員会が作成する場合がある．選考委員会が選考基準を作成する際
には，1回目選考委員会で選考基準の検討，2回目選考委員会で書類審査とプレゼンテーション審
査を行う．選考方法は 7 団体のうち 2 団体を除く 5 団体が公募型プロポーザルを用いており，1
団体は非公募で，もう 1団体は総合評価方式を用いていた． 公募型プロポーザルは，書類審査と
プレゼンテーション審査（質疑含む）がある．書類審査は，選考基準に則って加点方式で行われ
る．プレゼンテーション審査も書類審査と同様に，選考基準に則って加点方式で行われる． 
 
7.2 公立図書館における指定管理者の導入要因：予算的要因 
図書館費用の分析では，指定管理者を図書館へ導入した自治体と導入していない地方自治体の
図書館費用の比較と，導入前後の図書館費用の比較を行った． 
その結果，政令市の導入館では，図書館経常費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削
減はあまりされていないと推察される．また，資料費に関して未導入館と比較すると高いことが
わかり，経費の削減があまりされていないと推察される．特別区の導入館では，年度によって経
費の削減がされており，未導入館では図書館経常費は増加傾向にあると推察される．また，資料
費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまりされていないと推察される．市の導
入館では．図書館経常費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまりされていない
と推察される．また．資料費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削減はあまりされてい
ないと推察される．町村の導入館では．図書館経常費に関して未導入館と比較すると低く，経費
の削減がされていると推察される．また，資料費に関して未導入館と比較すると高く，経費の削
減はあまりされていないと推察される． 
また，指定管理者制度の成立・施行初期に導入された図書館では，導入前よりも導入後の図書
館経常費が減少しているため，経費の削減がされたのではと推察される．他方，資料費において
は指定管理者制度の導入前と導入後を比較してみると，ほぼ同じ一定の数値を推移しているため，
経費の削減はされていないのではないかと推察される． 
 
7.3 結論 
既に 1.2.1で述べたが，指定管理者制度は，平成 15（2003）年の地方自治法改正によって制度
化され，平成 18（2006）年ころに導入された地方自治体では，現在，指定管理者制度を導入して
2期目～3期目に該当するため，中期的な評価が行える段階である．つまり，1期目の運営を踏ま
えた上で 2期目の検討を行っていると推察される．2期目の指定管理者の選考について 36件の事
例を取り上げている調査では，次のようなことが報告されている115)． 
すなわち，1）1期目と 2期目の指定管理者の種類は，1期目は財団が最も多くそのほとんどが
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自治体の外郭団体だが，2 期目には減少している．それに対して，財団を代表とする共同事業体
は増加している．2）民間企業と民間企業を代表とする共同事業体ともに増加しており，民間企業
が共同事業体を組むことに積極的なことがうかがえる．3）指定管理者の選考方法では，1期目は
公募が 36 件のうち 22 件が公募だったのに対して，2 期目は 30 件が公募となった．4）2 期目の
選考時には 1 期目からの選考条件が変更され，特に，指定期間の延長について 3 年であった指定
期間が 5年に延長する場合がある．5）1期目は大幅なコスト削減が実現されたが，コスト削減は
1期目で出尽くし，2期目には期待できないため，2期目の指定管理者の選考はサービス重視にな
る． 
以上のように，2 期目を踏まえた指摘が多数なされており，選考プロセスについても手順が各
地方自治体内で確立されつつあり，事務手続きや書類様式が整備され，“選定過程の透明性・公平
性の確保（選定委員会での外部委員の比率拡大）”116)などが顕著な傾向として表れていると報告
されている． 
本研究では，経費の削減が導入要因であれば，図書館費用が削減されており，サービス水準の
向上が導入要因であれば，指定管理者の選考は適切な手順がとられていると考えられるとして，
質問紙調査，インタビュー調査，図書館費用の分析を行ってきた． 
その結果，選考の手順について，指定管理者の種類は，公募では「民間事業者」「NPO 法人」
の割合が高く，非公募では「自治体の出資法人」「その他」の割合が高くなった．また，選考委員
会は行政職員のみで構成されている場合と，行政職員と外部委員で構成されている場合がある．
行政職員が選考委員として期待される意見としては，当該自治体の行政からの観点の意見や，図
書館所管部署の職員が委員の場合には，当該自治体の生涯教育からの観点の意見を期待されてい
た，という結果は，上記調査の 1）と 3）と合致する． 
経費の削減について，自治体の区分別に図書館費用を分析した結果，町村の導入館では．図書
館経常費に関して未導入館と比較すると低く，経費の削減がされていると推察される他は，図書
館費用は導入館と未導入館を比較すると同じか，もしくは高い傾向がある．また，指定管理者の
導入前後の図書館費用を導入年度別に分析した結果，指定管理者制度の成立当初の 2005年，2006
年は導入後に図書館経常費に減少傾向がみられるものの，他の年度や資料費にはその傾向がみら
れなかった，という結果は，上記調査の 5）と合致する． 
したがって，本研究の調査結果からは，公立図書館における指定管理者の導入要因は，サービ
ス水準の向上が示唆される結果となった． 
ただし，本研究では，市町村合併された市区町村を対象として分析をしておらず，また地方自
治体の予算等を対象として分析を行っていないため，導入要因の一つとして検証が必要である．
インタビュー調査では，直営に戻す予定はないといった回答がほとんどであったが，補足として
検討はするといった回答も得られたため，2 期目や 3 期目についての選考プロセスや検討材料，
判断材料の中にも導入要因として勘案すべき点があると言える． 
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